
（平成２２年１１月１７日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 81 件

国民年金関係 15 件

厚生年金関係 66 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 104 件

国民年金関係 67 件

厚生年金関係 37 件

年金記録確認東京地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



                      

  

東京国民年金 事案8985 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成９年９月の国民年金保険料については、還付されていないものと認めら

れることから、還付についての記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和46年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成９年９月 

    私は、平成 20 年７月に年金特別便の記録により、９年９月の国民年金保険料を厚

生年金保険加入期間に納付していることに気が付いた。社会保険事務所（当時）に

問い合わせたところ、10 年２月に還付済みであると回答されたが、還付先の金融機

関は自宅から遠方であり、これまで自身の口座を開設したこともない金融機関であ

る上、還付通知書を受け取り、還付を受けた記憶も無いため、申立期間の保険料が

還付済みとされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間の保険料については、オンライン記録によると、平成 10年２月 13日に還付

決議が行われており、同年４月３日に送金通知書が作成され、還付金の送金支払金融機

関として銀行の支店名が指定されている。 

   しかしながら、当該送金通知書の送付先は、申立人が当時居住していた住所地となっ

ているものの、当該銀行支店の所在地は、申立人の当時の住所地とかけ離れており、申

立人は、当該銀行に自身の口座を開設したことは無く、住所地とは遠く離れた金融機関

を指定することは有り得ないと説明している。また、還付金の支払種別についても、申

立人が金融機関の窓口に出向いて還付金を直接受け取るという送金支払の方法を選択し

たとされており、申立人が受取窓口としてわざわざ遠方の金融機関を指定したとするの

は不自然であること、申立人は、還付に関する通知を受け取ったり、還付請求を行った

記憶は無いとしていることなど、申立期間の保険料が申立人に還付されていたとは考え

難い。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金保険料を

還付されていないものと認められる。 



                      

  

東京国民年金 事案8986 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 62 年１月から同年５月までの期間及び同年７月の

保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正すること

が必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和34年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和62年１月から同年５月まで 

② 昭和62年７月 

③ 昭和62年11月から63年３月まで 

    私は、会社を退職した後、昭和 62 年２月ごろに国民年金に加入し、同年４月に大

学院に進学した後も 63 年３月まで国民年金保険料を納付していた。申立期間の保険

料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①及び②については、申立人の国民年金手帳の記号番号が払い出された昭和

62 年２月時点で国民年金保険料を現年度納付することが可能な期間であり、当該期間

はそれぞれ５か月及び１か月と短期間である。また、オンライン記録により、申立期間

②の１か月分を除き申立期間①直後の同年６月から同年 10 月までの保険料はすべて現

年度納付されていることが確認できるなど、申立内容に不自然さは見られない。 

しかしながら、申立期間③については、申立人が当該期間の保険料を納付したことを

示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人は、保険料の納付時期、納付場

所及び納付額に関する記憶が曖昧
あいまい

であるなど、当該期間の保険料を納付していたこと

をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭和 62 年

１月から同年５月までの期間及び同年７月の国民年金保険料を納付していたものと認め

られる。 

 



                      

  

東京国民年金 事案8987 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 50 年２月及び同年３月の国民年金保険料については、納付していたも

のと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和24年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和50年２月及び同年３月 

    私は、昭和 50 年２月に夫が退職して独立したため、国民年金保険料を夫の分と一

緒に納付書で支払っていた。申立期間の保険料が、夫は納付済みであるのに、私は

未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間は２か月と短期間であり、申立人は、申立期間後の国民年金保険料を 60 歳

に至るまですべて納付している。 

また、国民年金手帳の記号番号が夫婦連番で払い出されており、申立人が保険料を一

緒に納付していたとする申立人の夫は、申立期間を含め昭和 50年２月から 60歳に至る

までの保険料をすべて納付している。 

   さらに、オンライン記録により、申立人と夫の納付月が確認できる昭和 59 年４月か

ら平成 15 年９月までの保険料は、申立人と夫の納付月が同一であることが確認できる

など、申立内容に不自然さは見られない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金保険料を

納付していたものと認められる。 

 



                      

  

東京国民年金 事案8993             

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、平成７年４月から同年６月までの国民年金保険料につい

ては、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和43年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成５年12月 

             ② 平成７年４月から同年６月まで 

私は、申立期間①及び②の国民年金保険料を納付した。申立期間の保険料が未納と

されていることに納得できない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間②については、３か月と短期間であり、国民年金の加入手続及び国民年金保

険料の納付を行ったとするＡ区の B出張所は、当該期間当時において開設され、国民年

金の加入手続及び保険料の収納業務を行っている上、申立人が納付したとする金額は、

当該期間の保険料額とおおむね一致する。また、申立人は、申立期間②に係る国民健康

保険の加入及び喪失手続を適切に行っていることが確認できるなど、申立内容に不自然

さは見られない。 

一方、申立期間①については、申立人は、平成６年１月ごろＡ区の B出張所で加入手

続を行い、保険料を納付したとしているが、申立期間①当時、申立人はＣ市に居住して

おり、同年 10 月にＡ区に転居していることが確認でき、申立人は、保険料の納付場所

の記憶が曖昧
あいまい

である。 

また、オンライン記録によると、申立期間①については、平成７年５月 17 日の資格

得喪記録の追加により、未加入期間から未納期間に整備されており、申立人が納付した

とする６年１月ごろは、未加入期間であり、制度上、保険料を納付することができない。 

また、オンライン記録によれば、申立人が所持する年金手帳の記号番号が払い出され

たのは、昭和 63 年６月ごろから平成元年１月ごろまでの期間であると推認され、申立

人は、「現在所持する年金手帳のほかに年金手帳を所持していたことはない。」と述べ

ているなど、申立期間①当時、申立人に対して別の手帳記号番号が払い出されたことを

うかがわせる事情も見当たらない。 



                      

  

加えて、申立人が申立期間①の保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、

確定申告書等）が無い。 

このほか、申立人が申立期間①の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情

も見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、平成７年４

月から同年６月までの国民年金保険料を納付していたものと認められる。 

 



                      

  

東京国民年金 事案8994 

  

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 63 年 10 月から同年 12 月までの国民年金保険料については、納付して

いたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和23年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ：  昭和63年10月から同年12月まで 

私は、若年のときは別として、会社を辞めて次の会社に入るまでの間、国民年金と

国民健康保険に加入し、国民年金保険料を納付してきた。申立期間は私が国民年金の

加入手続を行い、保険料は妻が納付した。夫婦二人分の保険料を納付していた妻の納

付記録は納付済みになっている。私の申立期間の保険料が未納とされていることに納

得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間は、３か月と短期間である。また、申立人が所持する国民年金手帳には、申

立期間中の昭和 63 年 11 月 29 日に住所変更手続を行ったことが記録されていることか

ら、当該手続を行う際に申立人が国民年金の加入手続を併せて行ったと考えるのが自然

である。 

さらに、夫婦二人分の国民年金保険料を納付したとする妻は、申立期間は納付済みで

あることから、申立内容に一定の整合性が見受けられる。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金保険料を

納付していたものと認められる。 



                      

  

東京国民年金 事案8995 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 53年 12月から54年３月までの期間及び 56年４月

から 57 年３月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認められ

ることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和27年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ：  ① 昭和53年12月から54年６月まで 

② 昭和54年10月から57年３月まで 

③ 昭和59年10月から平成２年３月まで 

私は、昭和53年12月に夫が会社を辞めた後、私が夫婦二人分の国民年金保険料を

納付し、途中からは口座振替による納付をしてきた。私の申立期間の保険料が未納と

されていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①及び②のうち、昭和 53年 12月から 54年３月までの期間及び 56年４月か

ら 57 年３月までの期間については、申立人が自身の国民年金保険料と常に一緒に納付

していたとする申立人の夫は、当該期間の保険料が納付済みとなっているなど、申立内

容に不自然さは見られない。 

一方、申立期間①及び②のうち、昭和 54 年４月から同年６月までの期間及び 54 年

10 月から 56 年３月までの期間については、申立人及びその夫は、保険料の納付時期、

納付方法、納付金額、口座振替開始時期等の記憶が曖昧
あいまい

である上、一緒に納付したと

する申立人の夫の当該期間の保険料も未納となっている。 

また、申立期間③については、申立人の夫が夫婦二人分の保険料を口座振替で納付し

ていたとする金融機関は、「申立人の国民年金保険料の口座振開始年月日は、平成２年

４月である。」と回答しており、申立人が、当該期間の保険料を口座振替で納付したこ

とをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

さらに、申立人が申立期間①及び②のうち、昭和 54 年４月から同年６月までの期間

及び 54 年 10 月から 56 年３月までの期間、並びに申立期間③の保険料を納付していた

ことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無い。 



                      

  

このほか、申立人が当該期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も

見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭和 53 年

12月から 54年３月までの期間及び 56年４月から 57年３月までの期間の国民年金保険

料を納付していたものと認められる。 



                      

  

東京国民年金 事案9009 

                                  

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 46年７月から 47年９月までの国民年金保険料については、納付してい

たものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和26年生 

住    所 ：  

                       

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和46年７月から47年９月まで      

    私は、美容師見習として住み込みで働いていた昭和 48 年ごろに国民年金の加入手

続を区役所で行った際、区役所職員に 20 歳になった月からの未納分の国民年金保険

料を納付するように言われたので、交付された納付書で３回くらいに分けて金融機関

で納付した。また正規の美容師になって間もない 49 年春ごろに再び過去の１年分の

保険料の納付を申し出て一度に納付した。申立期間の保険料が未納とされていること

に納得できない。                  

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間後は、国民年金加入期間の国民年金保険料をすべて納付している

上、申立人が国民年金の加入手続を行い、国民年金手帳が発行された昭和 48 年７月時

点で、申立期間の保険料は過年度納付することが可能である。      

また、申立人は、過去の未納分の保険料を３回くらいに分けて納付したと説明してお

り、申立期間後の昭和 48年度分の保険料を 49年３月６日に納付した領収証書を所持し

ていること、申立人は、申立期間の保険料月額について「千円より少なく、何百円であ

った。」と説明しており、当該説明の内容は申立期間当時の保険料月額とおおむね一致

することなど、申立内容に不自然さは見られない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金保険料を

納付していたものと認められる。 

 



                      

  

東京国民年金 事案9010 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 47 年４月から同年６月までの国民年金保険料については、納付してい

たものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和25年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和47年４月から同年６月まで 

私の母は、私の国民年金の加入手続を行い、国民年金保険料を納付してくれていた。

申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和46年９月以降、申立期間を除き、国民年金加入期間の国民年金保険料

をすべて納付しており、厚生年金保険から国民年金への３回の切替手続も適切に行って

いる。 

また、申立期間は３か月間と短期間であり、特殊台帳によると、申立人は、申立期間

直前の昭和46年９月から47年３月までの保険料及び申立期間直後の同年７月から48年３

月までの保険料を、すべて現年度納付していることが確認できるなど、申立内容に不自

然さは見られない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金保険料を

納付していたものと認められる。 



                      

  

東京国民年金 事案9025         

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 62 年４月から同年６月までの国民年金保険料につ

いては、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和40年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和62年４月から同年６月まで 

② 昭和62年９月 

③ 昭和62年12月 

    私は、昭和 61 年３月に会社を退職後、時期は定かでないが国民年金の加入手続を

行い、国民年金保険料の未納がないように気を付けて納付してきた。申立期間の保険

料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①については、３か月と短期間であり、当該期間前後の期間の国民年金保険

料は納付済みであるほか、申立人の国民年金手帳の記号番号が昭和 63 年１月ごろに払

い出されていることから、当該期間の保険料は現年度納付及び過年度納付することが可

能であるなど、申立内容に不自然さは見られない。 

しかしながら、申立期間②については、申立人が当該期間の保険料を平成元年 11 月

に納付したことは申立人の所持する領収証書で確認できるが、当該期間は本来時効によ

り保険料を納付することができないため、当該期間の保険料は昭和 62年 11月分の保険

料に充当されていることが、オンライン記録及び申立人が所持する「国民年金過誤納保

険料充当通知書」で確認できるなど、その事務処理に不合理な点は認められない。 

また、申立期間③については、申立人が当該期間の保険料を平成２年２月に納付した

ことは申立人の所持する領収証書で確認できるが、当該期間は本来時効により保険料を

納付することができないため、同年５月の還付決議に基づき、当該期間の保険料は申立

人に還付されていることがオンライン記録で確認でき、その記録には申立人の住所、金

融機関名、口座番号、送金通知書作成日及び金額などが明確に記載されているなど、そ

の事務処理に不合理な点は認められない。 



                      

  

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭和 62 年

４月から同年６月までの国民年金保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

東京国民年金 事案9026                       

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 56年４月から 57年３月までの国民年金保険料につ

いては、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和35年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和55年６月から57年３月まで 

私の父は、私の国民年金の加入手続を行ってくれた。私は、後日に未納となってい

た国民年金保険料を一括して納付した。申立期間の保険料が未納とされていることに

納得できない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間のうち、昭和 56年４月から 57年３月までの期間については、申立人の国民

年金手帳の記号番号は 57 年９月ごろに払い出されており、当該払出時点では、当該期

間の国民年金保険料は過年度納付することが可能な期間であったほか、申立人は一括し

て納付したと説明する保険料の金額は、当該期間の保険料額及び 57 年度の保険料額を

合計した金額とおおむね合致しており、申立人は当該期間後の保険料はすべて納付済み

であるなど、申立内容に不自然さは見られない。 

しかしながら、申立期間のうち、昭和 55年６月から 56年３月までの期間については、

申立人が当該期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書

等）が無く、申立人は保険料の納付金額及び納付時期に関する記憶が曖昧
あいまい

であるなど、

申立人が当該期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立期間のうち、昭和 56 年４月から 57

年３月までの国民年金保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

東京国民年金 事案9033    

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 57 年 10 月から同年 12 月までの国民年金保険料に

ついては、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和19年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和39年９月から53年12月まで 

             ② 昭和57年10月から同年12月まで 

    私の義兄は、私の国民年金の加入手続をし、国民年金保険料を納付してくれていた。

申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間②については、３か月と短期間であり、申立人は、昭和54年１月以降、当該

期間を除き国民年金保険料をすべて納付済みである。また、当該期間の前後の期間の保

険料は納付済みであり、申立人の保険料を納付していたとする義兄及び当時同居してい

た姉は当該期間の自身の保険料は納付済みであるなど、申立内容に不自然さは見られな

い。 

しかしながら、申立期間①については、申立人の義兄が当該期間の保険料を納付して

いたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、申立人は保険料の納付に関

与しておらず、保険料を納付していたとする義兄から当時の納付状況等を聴取すること

ができないため、当時の状況が不明である。 

また、申立人の国民年金手帳の記号番号は昭和56年４月に払い出されており、当該払

出時点で申立人は60歳到達まで保険料を納付したとしても納付月数が＊か月となり、受

給資格期間25年（300か月）を満たさないことから、受給期間を満たすために必要な納

付月数を考慮して申立期間直後の54年１月から56年３月まで（26か月）の保険料を過年

度納付したものと考えられるが、当該払出時点では特例納付制度は終了しており、申立

期間は時効により保険料を納付することができない期間であるなど、申立人の義兄が申

立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

さらに、申立人は別の年金手帳を受領、所持していた記憶が無いなど、申立期間当時



                      

  

に別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭和57年10

月から同年12月までの国民年金保険料を納付していたものと認められる。 

 



                      

  

東京国民年金 事案9039 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成５年４月から６年３月までの国民年金保険料については、納付していた

ものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和45年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成５年４月から６年３月まで 

    私の母は、私が 20 歳のころに国民年金の加入手続をしてくれて、私が就職するま

で国民年金保険料を納付してくれていたはずである。申立期間の保険料が未納とされ

ていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、20 歳時に国民年金に任意加入し、申立期間を除き、国民年金加入期間の

国民年金保険料をすべて納付しており、申立期間の前後の期間の保険料は、納付済みで

ある。 

また、申立人の国民年金の加入手続及び保険料の納付をしていたとする母親は、昭和

46 年５月に任意加入して以降平成４年１月に厚生年金保険被保険者になるまでの間の

保険料をすべて納付しているなど、申立内容に不自然さはみられず、申立人の母親が申

立期間当時に保険料を納付することが困難な状況にあったと確認される事情も見られな

い。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金保険料を

納付していたものと認められる。 

 

 



                      

  

東京国民年金 事案9040 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 46年４月から同年９月までの期間及び 48年４月から同年６月までの期

間の国民年金保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を

訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和23年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和46年４月から同年９月まで 

② 昭和48年４月から同年６月まで 

    私は、結婚を機にそれまで未納であった国民年金保険料を第１回特例納付で納付し、

その後も納付書により納付していた。納付した期間の領収証書の一部期間は納付済み

とされているが、申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間①を含む昭和 45年７月から 46年９月までの期間の国民年金保険

料に係る同年 11 月 30 日付けの領収証書及び申立期間②の 48 年４月から同年６月まで

の期間の保険料に係る同年５月 26 日付けの領収証書を所持しており、その記載内容に

特に不自然、不合理な点は認められない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金保険料を

納付していたものと認められる。 



                      

  

東京国民年金 事案9044 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 58 年１月から同年３月までの国民年金保険料については、納付してい

たものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和33年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和58年１月から同年３月まで 

私の父は、私が20歳になったとき、国民年金の加入手続を行い、平成19年に亡く

なる２年ぐらい前まで私と姉の国民年金保険料を納付してくれていた。申立期間の保

険料が、両親は納付済みとなっているのに、私だけ未納とされていることに納得でき

ない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間を除き20歳からの国民年金保険料をすべて納付しており、申立期

間は３か月と短期間である。 

また、申立人及びその姉の保険料を納付していたとする申立人の父親及びその母親は、

申立期間を含めて60歳到達時まで保険料をすべて納付している上、父親が保険料を納付

していたとする姉は、国民年金加入期間の保険料がすべて納付済みであり、申立期間前

後を通じて、申立人及びその家族の住所並びに父親の仕事に変更は無く、生活状況に大

きな変化は認められないなど、申立内容に不自然さは見られない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金保険料を

納付していたものと認められる。 

 

 



                      

  

東京国民年金 事案9053 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 63 年 11 月及び同年 12 月の国民年金保険料については、納付していた

ものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和43年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和63年11月及び同年12月 

    私の母は、私の国民年金の加入手続をしてくれ、20 歳から就職するまでの国民年

金保険料をすべて納付してくれたはずである。申立期間の保険料が未納とされてい

ることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間は２か月と短期間であり、申立人は、申立期間を除き国民年金加入期間の国

民年金保険料をすべて納付している。 

また、申立人の国民年金の加入手続及び保険料の納付を行ったとする母親は、昭和

49 年 10 月に国民年金に任意加入して以降、60 歳到達時まで未納は無く、60 歳到達後

も任意加入し、保険料をすべて納付していること、申立人の国民年金手帳の記号番号は

平成３年１月ごろに払い出されており、当該払出時点で申立期間の保険料を過年度納付

することが可能であったこと、申立人が申立期間当時居住していた区では、窓口に過年

度保険料の納付書を備え付け、過年度納付を勧めていたとしていることなど、申立内容

に不自然さは見られない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金保険料を

納付していたものと認められる。 

 



                      

  

東京厚生年金 事案12894 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第75条本文の規定に

より、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされているが、申立人は、

申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められ

ることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等

に関する法律（以下「特例法」という。）に基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に

係る記録を、平成15年９月25日は７万5,000円、同年12月10日は36万9,000円、16年12月

10日は33万2,000円、17年７月８日は31万2,000円、同年12月９日は37万円、18年７月10

日は30万7,000円、同年12月８日は40万3,000円、19年12月10日は36万8,000円とするこ

とが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和28年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成15年９月25日 

② 平成15年12月10日 

③ 平成16年12月10日 

④ 平成17年７月８日 

⑤ 平成17年12月９日 

⑥ 平成18年７月10日 

⑦ 平成18年12月８日 

⑧ 平成19年12月10日 

Ａ社における厚生年金保険の被保険者期間のうち、各申立期間の標準賞与額の記録

が無いことが分かった。同社は、事後訂正の届出を行ったが、厚生年金保険料は時効

により納付できず、各申立期間の記録は給付に反映されない記録となっているので、

給付に反映されるよう記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、各申立期間に同社から賞与の支払を



                      

  

受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認

められる。 

一方、特例法に基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保

険給付が行われるのは、事業主が控除していたと認められる保険料額及び申立人の賞与

額のそれぞれに基づく標準賞与額の範囲内であることから、これらの標準賞与額のいず

れか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、各申立期間に係る標準賞与額については、賃金台帳において確認できる

賞与額及び厚生年金保険料控除額から、平成15年９月25日は７万5,000円、同年12月10

日は36万9,000円、16年12月10日は33万2,000円、17年７月８日は31万2,000円、同年12

月９日は37万円、18年７月10日は30万7,000円、同年12月８日は40万3,000円、19年12月

10日は36万8,000円とすることが必要である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、申立期間当時の届出誤り

により訂正の届出を行っており、申立期間に係る厚生年金保険料を納付していないと認

めていることから、これを履行していないと認められる。 



                      

  

東京厚生年金 事案12895 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第75条本文の規定に

より、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされているが、申立人は、

申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められ

ることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等

に関する法律（以下「特例法」という。）に基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に

係る記録を、平成15年９月25日は７万5,000円、同年12月10日は32万円、16年12月10日

は32万6,000円、17年７月８日は39万円、同年12月９日は34万5,000円、18年７月10日は

37万5,000円、同年12月８日は35万1,000円、19年12月10日は36万8,000円とすることが

必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和36年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成15年９月25日 

② 平成15年12月10日 

③ 平成16年12月10日 

④ 平成17年７月８日 

⑤ 平成17年12月９日 

⑥ 平成18年７月10日 

⑦ 平成18年12月８日 

⑧ 平成19年12月10日 

Ａ社における厚生年金保険の被保険者期間のうち、各申立期間の標準賞与額の記録

が無いことが分かった。同社は、事後訂正の届出を行ったが、厚生年金保険料は時効

により納付できず、各申立期間の記録は給付に反映されない記録となっているので、

給付に反映されるよう記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、各申立期間に同社から賞与の支払を



                      

  

受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認

められる。 

一方、特例法に基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保

険給付が行われるのは、事業主が控除していたと認められる保険料額及び申立人の賞与

額のそれぞれに基づく標準賞与額の範囲内であることから、これらの標準賞与額のいず

れか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、各申立期間に係る標準賞与額については、賃金台帳において確認できる

賞与額及び厚生年金保険料控除額から、平成15年９月25日は７万5,000円、同年12月10

日は32万円、16年12月10日は32万6,000円、17年７月８日は39万円、同年12月９日は34

万5,000円、18年７月10日は37万5,000円、同年12月８日は35万1,000円、19年12月10日

は36万8,000円とすることが必要である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、申立期間当時の届出誤り

により訂正の届出を行っており、申立期間に係る厚生年金保険料を納付していないと認

めていることから、これを履行していないと認められる。 



                      

  

東京厚生年金 事案12896 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第75条本文の規定に

より、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされているが、申立人は、

申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められ

ることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等

に関する法律（以下「特例法」という。）に基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に

係る記録を、平成15年９月25日は７万5,000円、同年12月10日は28万円、16年12月10日

は28万9,000円、17年７月８日は26万4,000円、同年12月９日は30万4,000円、18年７月

10日は26万8,000円、同年12月８日は33万5,000円、19年12月10日は35万4,000円とする

ことが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和50年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成15年９月25日 

② 平成15年12月10日 

③ 平成16年12月10日 

④ 平成17年７月８日 

⑤ 平成17年12月９日 

⑥ 平成18年７月10日 

⑦ 平成18年12月８日 

⑧ 平成19年12月10日 

Ａ社における厚生年金保険の被保険者期間のうち、各申立期間の標準賞与額の記録

が無いことが分かった。同社は、事後訂正の届出を行ったが、厚生年金保険料は時効

により納付できず、各申立期間の記録は給付に反映されない記録となっているので、

給付に反映されるよう記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、各申立期間に同社から賞与の支払を



                      

  

受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認

められる。 

一方、特例法に基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保

険給付が行われるのは、事業主が控除していたと認められる保険料額及び申立人の賞与

額のそれぞれに基づく標準賞与額の範囲内であることから、これらの標準賞与額のいず

れか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、各申立期間に係る標準賞与額については、賃金台帳において確認できる

賞与額及び厚生年金保険料控除額から、平成15年９月25日は７万5,000円、同年12月10

日は28万円、16年12月10日は28万9,000円、17年７月８日は26万4,000円、同年12月９日

は30万4,000円、18年７月10日は26万8,000円、同年12月８日は33万5,000円、19年12月

10日は35万4,000円とすることが必要である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、申立期間当時の届出誤り

により訂正の届出を行っており、申立期間に係る厚生年金保険料を納付していないと認

めていることから、これを履行していないと認められる。 



                      

  

東京厚生年金 事案12897 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第75条本文の規定に

より、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされているが、申立人は、

申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められ

ることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等

に関する法律（以下「特例法」という。）に基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に

係る記録を、平成15年９月25日は７万5,000円、同年12月10日は28万6,000円、16年12月

10日は31万5,000円、17年７月８日は30万円、同年12月９日は33万円、18年７月10日は

29万2,000円、同年12月８日は34万円、19年12月10日は35万1,000円とすることが必要で

ある。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和24年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成15年９月25日 

② 平成15年12月10日 

③ 平成16年12月10日 

④ 平成17年７月８日 

⑤ 平成17年12月９日 

⑥ 平成18年７月10日 

⑦ 平成18年12月８日 

⑧ 平成19年12月10日 

Ａ社における厚生年金保険の被保険者期間のうち、各申立期間の標準賞与額の記録

が無いことが分かった。同社は、事後訂正の届出を行ったが、厚生年金保険料は時効

により納付できず、各申立期間の記録は給付に反映されない記録となっているので、

給付に反映されるよう記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、各申立期間に同社から賞与の支払を



                      

  

受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認

められる。 

一方、特例法に基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保

険給付が行われるのは、事業主が控除していたと認められる保険料額及び申立人の賞与

額のそれぞれに基づく標準賞与額の範囲内であることから、これらの標準賞与額のいず

れか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、各申立期間に係る標準賞与額については、賃金台帳において確認できる

賞与額及び厚生年金保険料控除額から、平成15年９月25日は７万5,000円、同年12月10

日は28万6,000円、16年12月10日は31万5,000円、17年７月８日は30万円、同年12月９日

は33万円、18年７月10日は29万2,000円、同年12月８日は34万円、19年12月10日は35万

1,000円とすることが必要である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、申立期間当時の届出誤り

により訂正の届出を行っており、申立期間に係る厚生年金保険料を納付していないと認

めていることから、これを履行していないと認められる。 



                      

  

東京厚生年金 事案12898 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間②、③及び④に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第75条

本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされている

が、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていた

ことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料

の納付の特例等に関する法律（以下「特例法」という。）に基づき、申立人の申立期間

の標準賞与額に係る記録を、平成18年７月10日は22万6,000円、同年12月８日は27万円、

19年12月10日は28万1,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和56年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成17年12月９日 

② 平成18年７月10日 

③ 平成18年12月８日 

④ 平成19年12月10日 

Ａ社における厚生年金保険の被保険者期間のうち、各申立期間の標準賞与額の記録

が無いことが分かった。同社は、事後訂正の届出を行ったが、厚生年金保険料は時効

により納付できず、各申立期間の記録は給付に反映されない記録となっているので、

給付に反映されるよう記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、申立期間②、③及び④に同社から

賞与の支払を受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除され

ていたことが認められる。 

また、申立期間②、③及び④に係る標準賞与額については、賃金台帳において確認

できる賞与額及び厚生年金保険料控除額から、平成18年７月10日は22万6,000円、同

年12月８日は27万円、19年12月10日は28万1,000円とすることが必要である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事



                      

  

業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、申立期間当時の届出

誤りにより訂正の届出を行っており、当該期間に係る厚生年金保険料を納付していな

いと認めていることから、これを履行していないと認められる。 

２ 申立人は、申立期間①の標準賞与額の相違について申し立てているが、特例法に基

づき、あっせんの対象となる事案は、事業主が厚生年金保険被保険者の負担すべき保

険料を控除していた事実があることが要件とされているところ、Ａ社から提出された

賃金台帳では、事業主により厚生年金保険料が控除されておらず、特例法の保険給付

の対象に当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が

申立期間①について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主によ

り賞与から控除されていたと認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案 12899 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文

の規定により年金額の計算の基礎とならない記録とされているが、申立人は、

申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが

認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険

料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間に係る標準賞与額

を 52万 7,000円とすることが必要である。  

なお、事業主は、申立人の当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付す

る義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 49年生 

住    所 ：  

  

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 15年 12月５日 

厚生年金保険の記録では、Ａ社に勤務した申立期間の標準賞与額の記録が無

い。同社は、事後訂正の届出を行ったが、厚生年金保険料は時効により納付

できず、申立期間の記録は給付に反映されない記録となっているので、給付

されるよう記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、申立期間に同社から賞与の

支払を受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除され

ていたことが認められる。 

また、申立期間に係る標準賞与額については、上記賃金台帳において確認で

きる総支給金額及び厚生年金保険料控除額から、52 万 7,000 円とすることが妥

当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、申立期間当時の届出誤り

により訂正の届出を行っており、申立期間に係る厚生年金保険料を納付していないと認

めていることから、これを履行していないと認められる。 



                      

  

東京厚生年金 事案 12900 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文

の規定により年金額の計算の基礎とならない記録とされているが、申立人は、

申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが

認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険

料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間に係る標準賞与額

を３万円とすることが必要である。  

なお、事業主は、申立人の当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付す

る義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 47年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 15年 12月５日 

厚生年金保険の記録では、Ａ社に勤務した申立期間の標準賞与額の記録が無

い。同社は、事後訂正の届出を行ったが、厚生年金保険料は時効により納付

できず、申立期間の記録は給付に反映されない記録となっているので、給付

されるよう記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、申立期間に同社から賞与の

支払を受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除され

ていたことが認められる。 

また、申立期間に係る標準賞与額については、上記賃金台帳において確認で

きる総支給金額及び厚生年金保険料控除額から、３万円とすることが妥当であ

る。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、申立期間当時の届出誤り

により訂正の届出を行っており、申立期間に係る厚生年金保険料を納付していないと認

めていることから、これを履行していないと認められる。 



                      

  

東京厚生年金 事案12901 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文の規定

により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされているが、申立人

は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認め

られることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特

例等に関する法律（以下「特例法」という。）に基づき、申立人の申立期間の標準賞与

額に係る記録を11万3,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和25年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成20年４月24日 

Ａ社における厚生年金保険の被保険者期間のうち、申立期間の標準賞与額の記録が

無いことが分かった。同社は、事後訂正の届出を行ったが、厚生年金保険料は時効

により納付できず、申立期間の記録は給付に反映されない記録となっているので、給

付に反映されるよう記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された貢献手当賞与明細書により、申立人は、申立期間に同社から賞与

の支払を受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていた

ことが認められる。 

一方、特例法に基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保

険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の

賞与額のそれぞれに基づく標準賞与額の範囲内であり、これらの標準賞与額のいずれか

低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立期間に係る標準賞与額については、貢献手当賞与明細書において確

認できる保険料控除額から、11万3,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、申立期間当時の届出誤り



                      

  

により訂正の届出を行っており、申立期間に係る厚生年金保険料を納付していないと認

めていることから、これを履行していないと認められる。 



                      

  

東京厚生年金 事案 12902 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文

の規定により年金額の計算の基礎とならない記録とされているが、申立人は、

申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが

認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険

料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間に係る標準賞与額

を 76万 4,000円とすることが必要である。  

なお、事業主は、申立人の当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付す

る義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 52年生 

住    所 ：  

  

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 19年６月 25日 

厚生年金保険の記録では、Ａ社に勤務した申立期間の標準賞与額の記録が無

い。同社は、事後訂正の届出を行ったが、厚生年金保険料は時効により納付

できず、申立期間の記録は給付に反映されない記録となっているので、給付

されるよう記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賞与支給明細書により、申立人は、申立期間に同社から

賞与の支払を受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたことが認められる。 

また、申立期間に係る標準賞与額については、賞与支給明細書において確認

できる支給総額及び厚生年金保険料控除額から、76 万 4,000 円とすることが妥

当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、申立期間当時の届出誤り

により訂正の届出を行っており、申立期間に係る厚生年金保険料を納付していないと認

めていることから、これを履行していないと認められる。 



                      

  

東京厚生年金 事案 12903 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文

の規定により年金額の計算の基礎とならない記録とされているが、申立人は、

申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが

認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険

料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間に係る標準賞与額

を 74万 1,000円とすることが必要である。  

なお、事業主は、申立人の当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付す

る義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 55年生 

住    所 ：  

  

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 19年６月 25日 

厚生年金保険の記録では、Ａ社に勤務した申立期間の標準賞与額の記録が無

い。同社は、事後訂正の届出を行ったが、厚生年金保険料は時効により納付

できず、申立期間の記録は給付に反映されない記録となっているので、給付

されるよう記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賞与支給明細書により、申立人は、申立期間に同社から

賞与の支払を受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたことが認められる。 

また、申立期間に係る標準賞与額については、賞与支給明細書において確認

できる支給総額及び厚生年金保険料控除額から、74 万 1,000 円とすることが妥

当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、申立期間当時の届出誤り

により訂正の届出を行っており、申立期間に係る厚生年金保険料を納付していないと認

めていることから、これを履行していないと認められる。 



                      

  

東京厚生年金 事案 12904 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文

の規定により年金額の計算の基礎とならない記録とされているが、申立人は、

申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが

認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険

料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間に係る標準賞与額

を 87万円とすることが必要である。  

なお、事業主は、申立人の当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付す

る義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 47年生 

住    所 ：  

  

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 19年６月 25日 

厚生年金保険の記録では、Ａ社に勤務した申立期間の標準賞与額の記録が無

い。同社は、事後訂正の届出を行ったが、厚生年金保険料は時効により納付

できず、申立期間の記録は給付に反映されない記録となっているので、給付

されるよう記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賞与支給明細書により、申立人は、申立期間に同社から

賞与の支払を受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたことが認められる。 

また、申立期間に係る標準賞与額については、賞与支給明細書において確認

できる支給総額及び厚生年金保険料控除額から、87 万円とすることが妥当であ

る。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、申立期間当時の届出誤り

により訂正の届出を行っており、申立期間に係る厚生年金保険料を納付していないと認

めていることから、これを履行していないと認められる。 



                      

  

東京厚生年金 事案12909 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが

認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記録を平成３年１月 23

日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を20万円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和41年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成２年12月23日から３年１月23日まで 

Ａ社に勤務していたところ、平成２年 11 月から業務内容が変わり、Ｂ社から人手

不足のため転職の話があった。同僚２名と共に３年１月 23 日に転職したが、申立期

間も厚生年金保険料は支払っていたので、申立期間について厚生年金保険の被保険者

として認めてほしい。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

給与明細書及び雇用保険の加入記録から、申立人は申立期間においてＡ社に継続して

勤務し、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認め

られる。 

また、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき標準

報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事

業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに基づ

く標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額

を認定することとなる。 

したがって、申立期間の標準報酬月額については、給与明細書において確認できる保

険料控除額から、20万円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについては、事

業主は不明としており、これを確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、明ら

かでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主が申立て



                      

  

どおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所（当時）に対して行ったか

否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いことから、行ったとは

認められない。 

 



                      

  

東京厚生年金 事案12910 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額（110 万円）に基づく厚生年

金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、申立期間

の標準賞与額に係る記録を110万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料（訂正前の標

準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名  ： 女 

基礎年金番号  ：  

生 年 月 日  ： 昭和20年生 

住    所  ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 平成15年12月12日 

申立期間の標準賞与額が、11 万円と記録されているが、正しくは 110 万円である。

給料支払明細書（控え）及び平成 15 年度分給与所得の源泉徴収票を添付するので、

調査の上、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、申立期間の標準賞与額は11万円と記録されている。 

しかしながら、申立人から提出された給料支払明細書（控え）から、その主張する標

準賞与額（110 万円）に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていた

ことが認められる。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業主は、届

出誤りにより申立期間の厚生年金保険料（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を除く。）を納付していないことを認めていることから、これを履行していないと認め

られる。 

 

 

 



                      

  

東京厚生年金 事案12911 

 

第１ 委員会の結論 

事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、

申立人が主張する標準報酬月額であったと認められることから、申立人の標準報酬月額

を、平成２年２月から同年９月までは 34万円、同年 10月から３年９月までは 38万円,

同年10月及び同年11月は41万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和25年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成２年２月１日から3年12月16日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間について、厚生年金保険の標準報酬月額が、

以前の標準報酬月額より過少となっていることが判明した。このため、申立期間の標

準報酬月額を正しい記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、申立人の申立期間の標準報酬月額は、当初、平成２年２月

から同年９月までは 34万円、同年 10月から３年９月までは 38万円、同年 10月及び同

年 11月は 41万円と記録されていたところ、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所でなくな

った日（平成４年１月 16 日）の後の４年３月２日及び同年３月４日付けで、８万円に

さかのぼって減額訂正が行われていることが確認できる。 

これらを総合的に判断すると、社会保険事務所において、Ａ社が適用事業所でなくな

った後に標準報酬月額をさかのぼって訂正処理を行う合理的な理由は無く、申立人の申

立期間に係る標準報酬月額について、有効な記録訂正があったとは認められず、申立人

の申立期間に係る標準報酬月額は、事業主が当初届け出た、平成２年２月から同年９月

までは 34 万円、同年 10 月から３年９月までは 38 万円,同年 10 月及び同年 11 月は 41

万円に訂正することが必要である。 



                      

  

東京厚生年金 事案12914                

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが

認められることから、申立人のＡ社Ｂ工場における資格取得日に係る記録を昭和 37 年

９月 16 日に、資格喪失日に係る記録を同年 11 月 15 日に訂正し、申立期間の標準報酬

月額を１万8,000円とすることが必要である。   

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。  

 

第２ 申立の要旨等  

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和14年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和37年９月16日から同年11月15日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。入社後１

年間は研修のため同社の工場を異動したが、継続して勤務していたので、当該期間を

厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社からの回答書及び同社における同僚の供述から判断すると、申立人は、同社に昭

和 37 年４月１日に入社し、申立期間も継続して勤務し（昭和 37 年９月 16 日に同社Ｃ

工場から同社Ｂ工場に異動、同年 11月 15日に同社Ｂ工場から同社Ｄ工場に異動）、申

立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、Ａ社Ｃ工場及び同社Ｄ工場における申立

期間前後の社会保険事務所（当時）の記録から、１万 8,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、Ａ社

の人事担当者は、同社Ｂ工場は廃止されており、当時の事務手続に誤りがあったかどう

かは不明であると供述しているが、同社同工場に係る厚生年金保険被保険者原票には申

立人の氏名は確認できず、整理番号にも欠番が見当たらないことから、申立人に係る被

保険者記録が失われたとは考えられない。また、仮に、事業主から申立人に係る被保険

者資格の取得届が提出された場合には、その後、被保険者資格の喪失届を提出する機会

があったこととなるが、いずれの機会においても社会保険事務所が当該届出を記録して

おらず、これは通常の処理では考え難いことから、事業主から社会保険事務所へ資格の



                      

  

得喪に係る届出は行われておらず、その結果、社会保険事務所は申立人に係る昭和 37

年９月及び同年 10 月の保険料について、納入の告知を行っておらず、事業主は申立人

に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

 



                      

  

東京厚生年金 事案12918 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが

認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）本社における資格取得日に係る記

録を昭和46年11月29日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を７万2,000円とすることが

必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和16年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和46年11月29日から同年12月６日まで 

Ａ社で勤務した期間のうち、申立期間の加入記録が無い。申立期間に異動はあった

が、厚生年金保険料は控除されていたので、厚生年金保険の被保険者として認めてほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録、Ｂ社から提出された申立書及び労働者名簿（人事台帳）から判

断すると、申立人は、Ａ社に継続して勤務し（昭和46年11月29日に同社Ｃ事業所から同

社本社に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められる。  

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社本社における昭和46年12月

の社会保険事務所（当時）の記録から、７万2,000円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについては、事

業主は不明としており、これを確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、明ら

かでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主が申立て

どおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所に対して行ったか否かにつ

いては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いことから、行ったとは認められ

ない。 



                      

  

東京厚生年金 事案12919 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

が認められることから、申立人のＡ社本店における資格喪失日及び同社Ｂ支店における

資格取得日に係る記録を昭和23年４月24日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を600円

とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間①の厚生年金保険料を納付する義務を履行した

か否かについては、明らかでないと認められる。 

また、申立人は、申立期間②の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社Ｃ支店における資格喪失日に係る記録を昭

和29年12月１日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を１万8,000円とすることが必要で

ある。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間②の厚生年金保険料を納付する義務を履行し

ていないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男（死亡） 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正８年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和23年２月１日から同年５月20日まで 

② 昭和29年11月30日から同年12月１日まで 

ねんきん特別便で、Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の加入記録が無いことが

分かった。同社には、昭和18年９月から54年３月まで継続して勤務していたので、申

立期間も厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

（注）申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の年金記録の訂正を求めて行った

ものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①については、雇用保険の加入記録及びＡ社から提出された証明書（人事

記録）から判断すると、申立人が同社に継続して勤務し（昭和23年４月24日に同社本

店から同社Ｂ支店に異動）、申立期間①に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことが認められる。 

また、申立期間①の標準報酬月額については、申立人のＡ社本店における昭和23年



                      

  

１月及び同社Ｂ支店における同年５月の社会保険事務所（当時）の記録から、600円

とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業主は、

保険料を納付したか否かについては不明としており、このほかに確認できる関連資料

及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主が申立

てどおりの被保険者資格の喪失日及び取得日に係る届出を社会保険事務所に対して行

ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、行

ったとは認められない。 

２ 申立期間②については、雇用保険の加入記録及びＡ社から提出された証明書（人事

記録）から、申立人が同社に継続して勤務し（同社Ｃ支店から同社Ｄ支店に異動）、

申立期間②に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認め

られる。 

なお、申立期間②の異動日については、当時申立人が記録したメモから、昭和29年

11月30日にＡ社Ｃ支店を離任したことが記載されていることから、同社同支店の厚生

年金保険の被保険者資格の喪失日を同年12月１日とすることが妥当である。 

また、申立期間②の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｃ支店における昭和29

年10月の社会保険事務所の記録から、１万8,000円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについては、

事業主は不明としているが、事業主が資格喪失日を昭和29年12月１日と届け出たにも

かかわらず、社会保険事務所がこれを同年11月30日と誤って記録することは考え難い

ことから、事業主が同日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、申

立人に係る同年11月の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が

納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険

料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立人に係る当該期間の保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 



                      

  

東京厚生年金 事案12922 

 

第１ 委員会の結論 

申立期間のうち、平成９年 11 月１日から 10 年 10 月１日までの期間について、事業

主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、申立人が主張する標準報酬月

額であったことが認められることから、当該期間に係る厚生年金保険の標準報酬月額に

係る記録を28万円に訂正することが必要である。 

また、申立期間のうち、平成 10年 10月１日から14年 10月１日までの期間について、

申立人は、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことが認められることから、当該期間に係る厚生年金保険の標準報酬月

額に係る記録を28万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該期間の上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和37年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成９年11月１日から14年10月１日まで 

Ａ社に勤務していた期間のうち、申立期間の厚生年金保険の標準報酬月額が、支給

されていた報酬月額と相違している。一部期間の給与明細書を提出するので、正しい

記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 オンライン記録によると、申立期間のうち、平成９年 11月から 10年５月までの期間

の申立人に係る厚生年金保険の標準報酬月額は、当初、28 万円と記録されていたとこ

ろ、同年６月 24日付けで、９年 11月にさかのぼって 13万 4,000円に引き下げられて

いることが確認できる。 

 また、Ａ社に勤務していた申立人を含む 123 名の標準報酬月額の記録が、オンライ

ン記録によると、平成 10年６月 24日付けで、さかのぼって減額訂正処理されているこ

とが確認できる。 

 しかしながら、Ａ社において、申立人と同様に標準報酬月額の遡及
そきゅう

訂正処理が行わ

れている同僚の所持する預金通帳によれば、その給与振込額は、当該遡及
そきゅう

訂正処理前



                      

  

後の期間においてほぼ同額であることが確認できる。 

また、滞納処分票により、Ａ社は、当該期間における厚生年金保険料を滞納していた

ことが確認できる。 

これらを総合的に判断すると、平成 10 年６月 24 日付けで行われた遡及
そきゅう

訂正処理は

事実に即したものとは考え難く、社会保険事務所が行った当該遡及
そきゅう

訂正処理に合理的

な理由は無く、有効な記録訂正があったとは認められない。このため、当該遡及
そきゅう

訂正

処理の結果として記録されている申立人の９年 11月から 10年９月までの標準報酬月額

は、事業主が社会保険事務所に当初届け出た28万円に訂正することが必要である。 

なお、当該遡及
そきゅう

訂正処理を行った日以降の最初の定時決定（平成 10 年 10 月１日）

で申立人の標準報酬月額は 11 万 8,000 円と記録されているところ、当該処理について

は遡及
そきゅう

訂正処理との直接的な関係をうかがわせる事情は見当たらず、社会保険事務所

の処理が不合理であったとは言えない。 

 また、申立人の平成 10 年 10 月から 13 年 11 月までの標準報酬月額については、申

立人の所持する一部期間の給与明細書及びＡ社において、申立人と同様に標準報酬月額

の遡及
そきゅう

訂正が行われている同僚の所持する給与明細書によれば、当該期間について、

オンライン記録は、給与明細書から確認できる厚生年金保険料控除額に見合う標準報酬

月額（遡及
そきゅう

訂正前に記録されていた 10 年９月の標準報酬月額と同額）より低いことが

確認できる。 

 これらを総合的に判断すると、当該期間について、申立人は、その主張する標準報

酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められ

る。 

 また、当該期間の標準報酬月額については、上記訂正後の平成 10 年９月のオンライ

ン記録から当該期間前のオンライン記録から、28万円とすることが妥当である。 

 さらに、申立期間のうち、平成 13年 12月から 14年９月までの期間については、申

立人が所持している給与明細書によれば、当該期間の厚生年金保険料控除額に見合う標

準報酬月額は、オンライン記録の標準報酬月額より高いことが確認できる。 

 一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、

標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び厚生年金保険の保険給付

が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料額及び申立人

の報酬月額のそれぞれに基づく標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報

酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

 したがって、当該期間の標準報酬月額は、上記給与明細書において確認できる保険

料控除額から、28万円とすることが妥当である。 

 なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、当該標準報酬月額に基づく保険料を納付していないことを認めていることから、

事業主は給与明細書において確認できる厚生年金保険料控除額に見合う報酬月額を社会

保険事務所に届け出ておらず、その結果、社会保険事務所は、当該標準報酬月額に見合

う保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履



                      

  

行していないと認められる。 



                      

  

東京厚生年金 事案12924 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち昭和 30年８月 18日から 31年５月 18日までの期間につい

て、厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められることから、

申立人のＡ社における資格取得日に係る記録を昭和 30年８月 18日に訂正し、当該期間

の標準報酬月額を5,000円とすることが必要である。 

なお、事業主が、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行して

いたか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和15年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和30年５月18日から31年５月18日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち申立期間の厚生年金保険への加入記録が無い。同社には

昭和 30年５月 18日から 35年 11月 30日まで継続して勤務し、試用期間を経て厚生

年金保険に加入していたので、申立期間について厚生年金保険の被保険者であったこ

とを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人及び複数の元従業員の供述により、申立人が申立期間にＡ社に出荷係として勤

務していたことが認められる。 

また、Ａ社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿から申立期間及び申立期間の前後の

期間に同社での勤務が確認できる複数の元従業員及び同社の社会保険担当者は、同社に

おいては、当時、採用後３か月程度の試用期間を経てから厚生年金保険に加入させてい

たとしている。 

さらに、Ａ社の当時の社会保険担当者は、申立人のように１年間という試用期間は無

く、同社の手続誤りではないかとしている。 

加えて、Ａ社の当時の別の社会保険担当者は、厚生年金保険の加入については、条件

を満たした段階で内部での手続がなされ、給与から厚生年金保険料を控除していたので、

申立人についても他の従業員と同様に厚生年金保険料を控除していたはずであるとして

いる。 

これらの事実、これまで収集した関連資料及び周辺事情を総合的に判断すると、申立



                      

  

人は、申立期間のうち、昭和 30年８月 18日から31年５月 18日までの期間において、

厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたものと認められる。 

また、当該期間の標準報酬月額については、Ａ社において昭和 30 年５月１日に厚生

年金保険の資格を取得している複数の元従業員の標準報酬月額の記録から判断すると、

5,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業主は、保

険料を納付したか否かについては不明としており、これらを確認できる関連資料及び周

辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主が申立て

どおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所（当時）に対して行ったか

否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、行ったとは

認められない。 

一方、申立期間のうち、昭和 30 年５月 18 日から同年８月 18 日までの期間について、

上記のとおり、Ａ社では当時、３か月程度の試用期間があったことがうかがえる上、当

該期間における厚生年金保険料の控除をうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たら

ない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険の被保険者として、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案12925 

 

第１ 委員会の結論 

申立期間①のうち、平成６年３月１日から７年５月 12 日までの期間については、申

立人のＡ社における資格喪失日は、平成７年５月 12 日であると認められることから、

当該期間の厚生年金保険の被保険者資格喪失日に係る記録を訂正することが必要である。 

なお、当該期間の標準報酬月額については、平成６年３月から同年９月までの期間は

38万円、同年10月から７年４月までの期間は36万円とすることが必要である。 

申立人は、申立期間①のうち、平成７年５月 12日から同年 10月１日までの期間の厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められることから、申立

人のＡ社における上記訂正後の資格喪失日（平成７年５月 12日）を同年 10月１日に訂

正することが必要である。 

また、当該期間の標準報酬月額については、36万円とすることが必要である。 

なお、事業主は当該期間に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか否かにつ

いては、明らかでないと認められる。 

また、申立人のＢ社における資格喪失日は、平成８年５月 21 日であると認められる

ことから、申立期間③に係る厚生年金保険の被保険者資格喪失日に係る記録を訂正する

ことが必要である。 

なお、当該期間の標準報酬月額については、11 万 8,000 円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和25年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成６年３月１日から７年10月１日まで 

② 平成７年10月１日から同年11月30日まで 

③ 平成７年11月30日から８年５月21日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間①の加入記録が無いので、当該期間を厚生年

金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

また、Ｂ社に勤務していた申立期間②当時は、月平均で 38 万円の給与を支給され

ていたので、申立期間②の標準報酬月額を正しい記録に訂正してほしい。 

さらに、Ｂ社には平成８年５月 20 日まで勤務していたが、申立期間③の加入記録

が無いので、当該期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

 



                      

  

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①のうち、平成６年３月１日から７年５月 12 日までの期間については、

雇用保険の加入記録から、申立人がＡ社に勤務していたことが認められる。 

一方、オンライン記録では、申立人の被保険者資格喪失日は、Ａ社が厚生年金保険

の適用事業所でなくなった平成６年３月１日以降の７年５月 12 日付けで、さかのぼ

って６年３月１日と記録されている上、同年 10 月の標準報酬月額の定時決定が取り

消されていることが確認できる。 

また、Ａ社に係る商業登記簿謄本により、同社は当該期間に法人事業所であったこ

とが確認できることから、同社は平成７年５月 12 日において、適用事業所としての

要件を満たしていたと認められ、社会保険事務所（当時）が、同社が適用事業所でな

くなったとする処理を行う合理的な理由は見当たらない。 

これらを総合的に判断すると、申立人の被保険者資格喪失に係る処理をそきゅうし

て行う合理的理由は見当たらず、当該処理に係る記録は有効なものとは認められない

ことから、申立人のＡ社における資格喪失日は、当該処理を行った日である平成７年

５月12日と認められる。 

また、当該期間の標準報酬月額については、Ａ社における当該そきゅう処理前のオ

ンライン記録から、平成６年３月から同年９月までは 38万円、同年 10月から７年４

月までは36万円とすることが必要である。 

    一方、申立期間①のうち、平成７年５月12日から同年 10月１日までの期間につい

て、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所に該当しなくなった日は、オンライン記録によ

り、22 年２月 17 日付けで、当初の６年３月１日から７年 10 月１日に訂正されてい

ることが確認できるところ、当初、同社が厚生年金保険の適用事業所でなくなった処

理が行われた同年５月 12日から同年 10月１日までの期間は、雇用保険の記録及び同

僚の証言により、申立人が同社において継続して勤務し、同僚の源泉徴収簿兼賃金台

帳により、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこ

とが認められる。 

    また、当該期間の標準報酬月額は、Ａ社における上記訂正後の平成７年４月の記録

から、36万円とすることが必要である。 

    なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業主は、

保険料を納付したか否かについては不明としており、これを確認できる関連資料及び

周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主が申立

てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所に対して行ったか否か

については、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いことから、行ったとは認

められない。 

２ 申立期間③について、雇用保険の加入記録では、申立人はＢ社の関連会社であるＡ

社で加入記録があり、申立人及び申立人を記憶する同僚は、当該期間も継続して同社

に勤務していたとしている。 



                      

  

一方、オンライン記録によると、申立人のＢ社における被保険者資格喪失日は、同

社が厚生年金保険の適用事業所でなくなった平成８年５月 31 日より後の同年６月 20

日付けで、さかのぼって７年11月30日と記録されていることが確認できる。    

これらを総合的に判断すると、社会保険事務所において、Ｂ社が適用事業所に該当

しなくなった後に、申立人の資格喪失に係る処理をそきゅうして行う合理的な理由は

見当たらず、当該処理に係る記録は有効なものとは認めらないことから、申立人の同

社における資格喪失日は雇用保険の離職日の翌日である平成８年５月 21 日と認めら

れる。 

なお、申立期間③の標準報酬月額は、Ｂ社における平成７年 10 月のオンライン記

録から、11万8,000円とすることが必要である。 

３ 申立期間②について、申立人のＢ社での資格取得時の標準報酬月額は、オンライン

記録において 11 万 8,000 円となっており、そきゅう訂正された形跡は見当たらない

ことから、事業主が当該期間の報酬月額を 11 万 8,000 円として社会保険事務所に届

け出たものと認められる。 

さらに、当該期間にＢ社で加入記録のある同僚は、同社での資格取得時の標準報酬

月額は、申立人と同様に、Ａ社における資格喪失時の標準報酬月額より低い額となっ

ているが、そきゅうして訂正された形跡は無く、申立人の主張する標準報酬月額に基

づく厚生年金保険料の控除をうかがわせる供述は得られていない。 

このほか、申立人の主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料の控除について、

これを確認できる関連資料は無く、周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が

当該期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたと認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案12926                  

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社に係る厚生年金保険被保険者記録は、資格取得日が平成４年 10 月１日、

資格喪失日が９年４月１日とされ、当該期間のうち、同年３月 31 日から同年４月１日

までの期間は厚生年金保険法第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎とならな

い期間と記録されているが、申立人は、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保

険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の当該期間にお

ける資格喪失日を同年４月１日とし、当該期間の標準報酬月額を 36 万円とすることが

必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

また、申立人の平成９年４月１日から 14 年１月１日までの期間の標準報酬月額に係

る記録については、当該期間のうち平成９年４月から 10年９月までを 34万円に訂正す

ることが必要である。 

なお、事業主は、当該期間の上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂

正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行していな

いと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和19年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成９年３月31日から同年４月１日まで 

② 平成９年４月１日から14年１月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間①の厚生年金保険の加入記録が無い。同社に

は平成４年10月１日から９年３月31日まで継続して勤務していたので、厚生年金保険

の被保険者として認めてほしい。 

また、Ｂ社に勤務した申立期間②の標準報酬月額が、実際に支給されていた給与に

見合う標準報酬月額と相違しているので、正しい記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人はＢ社を退職した平成14年１月に社会保険事務所（当



                      

  

時）で、Ａ社での資格喪失日が９年３月31日になっていることを知り、同社の事業主

に記録の訂正を求め、事業主は届出の誤りを認め、資格喪失日を同年４月１日に訂正

する旨を届け出たが、当該期間は、厚生年金保険法第75条本文の規定により、年金額

の計算の基礎となる被保険者期間とはならない期間と記録されている。 

また、雇用保険の加入記録並びにＡ社の事業主及び従業員の証言により、申立人

が当該期間において同社に勤務していたことが認められる。 

さらに、申立人と同様にＡ社における資格喪失日が平成９年３月 31 日とされてい

た同僚が提出した同年の源泉徴収票によると、同年３月の保険料控除が認められる

ことから、申立人は、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことが認められる。 

 なお、当該期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における平成９年２月の

オンライン記録から、36万円とすることが妥当である。 

申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行について、事業主が資格喪失日

を平成９年４月１日と届け出たにもかかわらず、社会保険事務所がこれを同年３月

31 日と誤って記録することは考え難いことから、事業主が同日を資格喪失日として

届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年３月の保険料について納入の

告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付さ

れるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申

立人に係る当該期間の保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

２ 申立期間②のうち、平成９年４月から10年９月までの期間については、Ａ社での資

格喪失時及びＢ社での資格取得時の標準報酬月額が同一の同僚は、申立期間②の一部

の期間の給与明細書を提出しており、当該期間においてオンライン記録の標準報酬月

額より算出される厚生年金保険料よりも高い保険料が事業主により給与から控除され

ていたことが認められる。 

さらに、申立人は、当該期間について標準報酬月額36万円に基づく厚生年金保険料

が控除されていると主張しているところ、同年代の上記の従業員のＢ社におけるオン

ライン記録の標準報酬月額は、申立人のオンライン記録の標準報酬月額と一致してお

り、申立人と当該同僚は同額の保険料が控除されていたと考えるのが自然であること

から、当該期間については、34万円の標準報酬月額に基づく保険料が控除されていた

と認められる。 

これらのことから、当該期間の標準報酬月額は、34万円に訂正することが必要であ

る。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、当時の事業

主は死亡しているため確認することはできないが、当該期間当時、Ｂ社で役員であっ

た事業主の子は、当時の資料等は残っていないが、納付はしたとしているものの、保

険料控除額に見合う標準報酬月額とオンライン記録の標準報酬月額とが長期間にわた

り一致していないことから、事業主は、当該報酬月額を社会保険事務所に届け出てお

らず、その結果、社会保険事務所は、当該標準報酬月額に見合う保険料について納入



                      

  

の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認

められる。 

３ 一方、申立期間②のうち、平成10年10月から13年12月までの期間について、申立人

と同様に９年３月31日にＡ社における資格喪失記録があり、Ｂ社において同年４月１

日に被保険者資格を取得している従業員が所持する給与明細書によれば、給与支給額

は50万円前後であるにもかかわらず、10年10月から12年３月までの期間に係る保険料

控除額に見合う標準報酬月額は20万円であったことが確認でき、オンライン記録と一

致していることから、当該期間においてＢ社では、オンライン記録の標準報酬月額に

基づく厚生年金保険料の控除が行われていたと考えられる。 

また、申立人のＢ社における標準報酬月額は、オンライン記録上、適切な時期に手

続が行われており、不自然な記録訂正が行われた形跡は見当たらない。 

このほか、申立人の主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料の事業主による

給与からの控除について、これを確認できる関連資料は無く、周辺事情も見当たらな

い。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、当該期間

について申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案12928 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが

認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記録を昭和 36 年４月 17

日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を１万4,000円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和12年生 

住    所 ：  

              

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和36年４月17日から同年５月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。同社には

昭和36年４月17日から37年12月25日まで勤務し、厚生年金保険料を20か月間控

除されているが、加入記録は 19 か月となっている。勤務した全期間の給与明細書を

提出するので、申立期間も厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 申立人から提出された給与明細書、辞令及び源泉徴収票により、申立人がＡ社に申

立期間も継続して勤務していたことが確認できる。 

 一方、オンライン記録によると、申立人のＡ社における厚生年金保険の資格取得日

は昭和 36 年５月１日、資格喪失日が 37年 12月 26 日と記録され、被保険者月数が 19

か月とされている。 

 しかし、昭和 36年４月から 37年 12月までの期間の給与明細書では、各月の給与か

ら厚生年金保険料が20か月間控除されていることが確認できる。 

 これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことが認められる。 

 また、申立期間の標準報酬月額については、給与明細書において確認できる保険料

控除額から、１万4,000円とすることが妥当である。 

 なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについては、

Ａ社は、オンライン記録によると、昭和 57 年 12 月１日に厚生年金保険の適用事業所

でなくなっており、商業登記の記録は確認できず、同社の事業主は既に死亡している



                      

  

ため、確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざる

を得ない。 

 また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主が申立

てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所（当時）に行ったか否

かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、行ったとは

認められない。 



                      

  

東京厚生年金 事案12929 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社Ｂ工場における資格喪失日は平成３年３月１日であると認められること

から、申立期間に係る厚生年金保険被保険者資格の喪失日に係る記録を訂正することが

必要である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、26万円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和37年生 

住    所 ：  

              

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成３年２月28日から同年３月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。申立期間

に異動はあったが同社に継続して勤務していたので、厚生年金保険の被保険者として

認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 雇用保険、健康保険組合、厚生年金基金の加入記録及びＡ社から提出された人事記録

票から判断すると、申立人が同社に継続して勤務（平成３年３月１日に同社Ｂ工場から

同社本社に異動）していたことが確認できる。 

 また、Ａ社が加入しているＣ厚生年金基金（現在は、Ｃ企業年金基金）の加入員資格

記録事項証明書によると、申立人は同社Ｂ工場において平成３年３月１日に厚生年金保

険の被保険者資格を喪失し、同日に同社本社において資格取得していることが確認でき

る。 

さらに、Ａ社は、申立期間当時、社会保険事務所（当時）及びＣ厚生年金基金への届

出は、複写式の様式を使用していたと回答しており、Ｃ企業年金基金も、申立期間当時

は複写式の様式を使用していたと回答している。 

これらを総合的に判断すると、事業主は、申立人のＡ社Ｂ工場に係る厚生年金保険の

資格喪失日を平成３年３月１日とする届出を社会保険事務所に対して行ったと認められ

る。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ工場における平成３年１

月の社会保険事務所の記録から、26万円とすることが妥当である。 



                      

  

東京厚生年金 事案12933 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが

認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ支店における資格喪失日に係る

記録を昭和 54年４月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 22万円とすることが必

要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和25年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和54年３月31日から同年４月１日まで 

Ｄ社（現在は、Ｅ社）に勤務した期間のうち、申立期間の加入記録が無い。申立期

間に関連会社へ出向したが継続して勤務していたので、申立期間を厚生年金保険の被

保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｅ社の従業員台帳、Ｂ社の人事カード及び雇用保険の加入記録から、申立人は、Ａ社

Ｃ支店に継続して勤務し（昭和 54 年４月１日にＡ社Ｃ支店からＤ社Ｆ工場に異動）、

申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められ

る。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｃ支店における昭和 54 年

２月の社会保険事務所（当時）の記録から、22万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業主は申立

人に係る届出を誤ったと認めていることから、事業主が昭和 54年３月 31日を資格喪失

日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年３月の保険料について

納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納

付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、

申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

東京厚生年金 事案12934                    

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文の規定

により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされているが、申立人

は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認め

られることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特

例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を 60 万円とす

ることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和25年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成19年12月７日 

Ａ社における厚生年金保険の被保険者期間のうち、申立期間の標準賞与額の記録が

無い。同社は誤りに気付き、年金事務所に訂正の届出を行ったものの、保険料は時効

により納付できず、申立期間は厚生年金保険の給付に反映されない記録となっている

ので、給付されるよう記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された平成 19 年分所得税源泉徴収簿兼賃金台帳から、申立人は、同年

12 月７日に 60 万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業主は、届

出誤りにより申立期間に係る厚生年金保険料を納付していないことを認めていることか

ら、これを履行していないと認められる。 

 



                      

  

東京厚生年金 事案12935                     

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文の規定

により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされているが、申立人

は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認め

られることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特

例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を 60 万円とす

ることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和27年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成19年12月７日 

Ａ社における厚生年金保険の被保険者期間のうち、申立期間の標準賞与額の記録が

無い。同社は誤りに気付き、年金事務所に訂正の届出を行ったものの、保険料は時効

により納付できず、申立期間は厚生年金保険の給付に反映されない記録となっている

ので、給付されるよう記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された平成 19 年分所得税源泉徴収簿兼賃金台帳から、申立人は、同年

12 月７日に 60 万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業主は、届

出誤りにより申立期間に係る厚生年金保険料を納付していないことを認めていることか

ら、これを履行していないと認められる。 

 



                      

  

東京厚生年金 事案12936                    

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文の規定

により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされているが、申立人

は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認め

られることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特

例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を 28 万 5,000

円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和17年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成19年12月７日 

Ａ社における厚生年金保険の被保険者期間のうち、申立期間の標準賞与額の記録が

無い。同社は誤りに気付き、年金事務所に訂正の届出を行ったものの、保険料は時効

により納付できず、申立期間は厚生年金保険の給付に反映されない記録となっている

ので、給付されるよう記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された平成 19 年分所得税源泉徴収簿兼賃金台帳から、申立人は、同年

12月７日に 28万 5,000円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与か

ら控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業主は、届

出誤りにより申立期間に係る厚生年金保険料を納付していないことを認めていることか

ら、これを履行していないと認められる。 

 



                      

  

東京厚生年金 事案12937                     

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文の規定

により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされているが、申立人

は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認め

られることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特

例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を 24 万 5,000

円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和26年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成19年12月７日 

Ａ社における厚生年金保険の被保険者期間のうち、申立期間の標準賞与額の記録が

無い。同社は誤りに気付き、年金事務所に訂正の届出を行ったものの、保険料は時効

により納付できず、申立期間は厚生年金保険の給付に反映されない記録となっている

ので、給付されるよう記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された平成 19 年分所得税源泉徴収簿兼賃金台帳から、申立人は、同年

12月７日に 24万 5,000円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与か

ら控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業主は、届

出誤りにより申立期間に係る厚生年金保険料を納付していないことを認めていることか

ら、これを履行していないと認められる。 

 



                      

  

東京厚生年金 事案12938                     

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文の規定

により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされているが、申立人

は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認め

られることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特

例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を 23 万 5,000

円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和18年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成19年12月７日 

Ａ社における厚生年金保険の被保険者期間のうち、申立期間の標準賞与額の記録が

無い。同社は誤りに気付き、年金事務所に訂正の届出を行ったものの、保険料は時効

により納付できず、申立期間は厚生年金保険の給付に反映されない記録となっている

ので、給付されるよう記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された平成 19 年分所得税源泉徴収簿兼賃金台帳から、申立人は、同年

12月７日に 23万 5,000円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与か

ら控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業主は、届

出誤りにより申立期間に係る厚生年金保険料を納付していないことを認めていることか

ら、これを履行していないと認められる。 

 



                      

  

東京厚生年金 事案12939                    

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文の規定

により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされているが、申立人

は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認め

られることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特

例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を 23 万 5,000

円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和22年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成19年12月７日 

Ａ社における厚生年金保険の被保険者期間のうち、申立期間の標準賞与額の記録が

無い。同社は誤りに気付き、年金事務所に訂正の届出を行ったものの、保険料は時効

により納付できず、申立期間は厚生年金保険の給付に反映されない記録となっている

ので、給付されるよう記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された平成 19 年分所得税源泉徴収簿兼賃金台帳から、申立人は、同年

12月７日に 23万 5,000円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与か

ら控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業主は、届

出誤りにより申立期間に係る厚生年金保険料を納付していないことを認めていることか

ら、これを履行していないと認められる。 

 



                      

  

東京厚生年金 事案12940                     

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文の規定

により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされているが、申立人

は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認め

られることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特

例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を 21 万 5,000

円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和15年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成19年12月７日 

Ａ社における厚生年金保険の被保険者期間のうち、申立期間の標準賞与額の記録が

無い。同社は誤りに気付き、年金事務所に訂正の届出を行ったものの、保険料は時効

により納付できず、申立期間は厚生年金保険の給付に反映されない記録となっている

ので、給付されるよう記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された平成 19 年分所得税源泉徴収簿兼賃金台帳から、申立人は、同年

12月７日に 21万 5,000円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与か

ら控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業主は、届

出誤りにより申立期間に係る厚生年金保険料を納付していないことを認めていることか

ら、これを履行していないと認められる。 

 



                      

  

東京厚生年金 事案12941                   

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文の規定

により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされているが、申立人

は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認め

られることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特

例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を 20 万円とす

ることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和47年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成19年12月７日 

Ａ社における厚生年金保険の被保険者期間のうち、申立期間の標準賞与額の記録が

無い。同社は誤りに気付き、年金事務所に訂正の届出を行ったものの、保険料は時効

により納付できず、申立期間は厚生年金保険の給付に反映されない記録となっている

ので、給付されるよう記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された平成 19 年分所得税源泉徴収簿兼賃金台帳から、申立人は、同年

12 月７日に 20 万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業主は、届

出誤りにより申立期間に係る厚生年金保険料を納付していないことを認めていることか

ら、これを履行していないと認められる。 

 



                      

  

東京厚生年金 事案12942                    

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文の規定

により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされているが、申立人

は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認め

られることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特

例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を 18 万 5,000

円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和27年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成19年12月７日 

Ａ社における厚生年金保険の被保険者期間のうち、申立期間の標準賞与額の記録が

無い。同社は誤りに気付き、年金事務所に訂正の届出を行ったものの、保険料は時効

により納付できず、申立期間は厚生年金保険の給付に反映されない記録となっている

ので、給付されるよう記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された平成 19 年分所得税源泉徴収簿兼賃金台帳から、申立人は、同年

12月７日に 18万 5,000円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与か

ら控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業主は、届

出誤りにより申立期間に係る厚生年金保険料を納付していないことを認めていることか

ら、これを履行していないと認められる。 

 



                      

  

東京厚生年金 事案12943                    

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文の規定

により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされているが、申立人

は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認め

られることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特

例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を 11 万 5,000

円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和17年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成19年12月７日 

Ａ社における厚生年金保険の被保険者期間のうち、申立期間の標準賞与額の記録が

無い。同社は誤りに気付き、年金事務所に訂正の届出を行ったものの、保険料は時効

により納付できず、申立期間は厚生年金保険の給付に反映されない記録となっている

ので、給付されるよう記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された平成 19 年分所得税源泉徴収簿兼賃金台帳から、申立人は、同年

12月７日に 11万 5,000円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与か

ら控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業主は、届

出誤りにより申立期間に係る厚生年金保険料を納付していないことを認めていることか

ら、これを履行していないと認められる。 

 



                      

  

東京厚生年金 事案12944 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

が認められることから、申立人のＡ社Ｂ事業所における資格喪失日に係る記録を昭和

39 年４月１日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を３万 6,000 円とすることが必要で

ある。 

また、申立人は、申立期間②の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社Ｃ事業所における資格取得日に係る記録を

昭和 48年８月 11日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を 13万 4,000円とすることが

必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間①及び②の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正14年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和39年３月２日から同年４月１日まで 

② 昭和 48年８月 11日から同年９月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間①及び②の厚生年金保険の加入記録が無い。

申立期間①及び②に支店間の異動はあったが同社に継続して勤務していたので、厚生

年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、雇用保険の加入記録及びＡ社の現在の社会保険担当者の供述か

ら判断すると、申立人は、当該期間に、同社に継続して勤務していたことが確認できる。  

一方、Ａ社から提出された人事発令歴から判断すると、申立人は、昭和 39 年３月２

日に同社Ｂ事業所から同社Ｄ事業所に異動したことが推認できるが、オンライン記録に

よると、同社Ｄ事業所が厚生年金保険の適用事業所となったのは同年４月１日からであ

り、当該期間は適用事業所としての記録は無い。 

しかし、Ａ社の現在の社会保険担当者は、「申立人は他の従業員より先に異動の辞令

を受けたと思われるが、当社Ｄ事業所が厚生年金保険の適用事業所となる前に当社Ｂ事

業所における厚生年金保険被保険者資格を喪失させたことは、当時の事務担当者の誤り



                      

  

であり、保険料も継続して控除していたと思われる。」旨供述している。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、Ａ社Ｂ事業所において、当該期間に係る厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認められる。 

また、当該期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ事業所における昭和 39

年２月の社会保険事務所（当時）の記録から、３万6,000円とすることが妥当である。 

申立期間②について、雇用保険の加入記録、厚生年金基金の加入員記録及びＡ社の現

在の社会保険担当者の供述から判断すると、申立人は、同社に継続して勤務し（昭和

48 年８月 11 日に同社Ｂ事業所から同社Ｃ事業所に異動）、当該期間に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。  

また、当該期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｃ事業所における昭和 48

年９月の社会保険事務所の記録から、13万4,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業主は、申

立人の申立期間①及び②に係る厚生年金保険被保険者資格の喪失日及び取得日について

誤って届け出たことを認めており、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る昭和

39 年３月及び 48 年８月の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所

が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険

料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立人に係る当該期間の保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

東京厚生年金 事案12946 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間①の標準報酬月額の記録は、事後訂正の結果、平成 15 年９月から

16年８月までの期間は 28万円、同年９月から 17年８月までの期間は 26万円、同年９

月から 18 年８月までの期間は 28 万円、同年９月は 30 万円とされているところ、当該

額は厚生年金保険法第 75 条本文の規定に該当することから、年金額の計算の基礎とな

る標準報酬月額は訂正前の 15 年９月から 16 年８月までの期間は 24 万円、同年９月か

ら 18年９月までは 22万円とされているが、申立人は、当該期間について、当初記録さ

れていた標準報酬月額より高い標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたことが認められる。これらのことから、当該記録を取り消し、厚

生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特例法」とい

う。）に基づき、申立人の当該期間の標準報酬月額に係る記録を、15 年９月から 18 年

６月までの期間は 28万円及び同年７月から同年９月までの期間は 30万円にそれぞれ訂

正することが必要である。  

また、申立人の申立期間②から⑥までに係る標準賞与額については、厚生年金保険法

第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とさ

れているが、申立人は、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、当該記録を取り消し、特例法に基づき、申立人の

当該期間の標準賞与額に係る記録を平成 16年 12 月 10 日は 23 万 5,000 円、17 年７月

10日は 29万 1,000円、同年 11月 10日は 12万円、同年 12月 10日は 29万 1,000円、

18年７月10日は40万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂正前の

標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）及び当該標準賞与額に基づく厚生年金

保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和40年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成15年９月１日から18年10月１日まで 

             ② 平成16年12月 10日 

             ③ 平成17年７月10日 

             ④ 平成17年11月 10日 



                      

  

             ⑤ 平成17年12月 10日 

             ⑥ 平成18年７月10日 

    Ａ社で勤務した期間のうち、申立期間①における厚生年金保険の標準報酬月額が、

給与から控除されていた保険料額に見合う額と相違している。また、申立期間②か

ら⑥までの厚生年金保険の標準賞与額の記録が無い。同社は、既に社会保険事務所

（当時）に対して申立期間に係る算定基礎届の訂正届及び賞与支払届を提出したが、

厚生年金保険料は時効により納付できず、申立期間の記録は年金給付に反映されな

いので、給付されるようにしてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の申立期間①の標準報酬月額は、オンライン記録によると、当初平成 15 年９

月から 16年８月までの期間は 24万円、同年９月から 18年９月までの期間は 22万円と

記録されていたが、当該期間に係る保険料の徴収権が時効により消滅した後の 21 年６

月 11 日に、15 年９月から 16 年８月までの期間は 28 万円に、同年９月から 17 年８月

までの期間は 26 万円に、同年９月から 18 年８月までの期間は 28 万円にそれぞれ訂正

され、21年６月 12日に、18年９月は 30万円に訂正されており、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準報酬月額とならない記録とされて

いる。このことから、年金額の計算の基礎となる申立人の標準報酬月額は、当該訂正後

の標準報酬月額ではなく、当初記録されていた標準報酬月額となっている。 

しかしながら、申立人が提出している給与明細書によると、申立人は、申立期間①に

ついて、当初記録されていた標準報酬月額より高い標準報酬月額に基づく厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間①の標準報酬月額については、特例法に基づき標準報酬月額を改定又

は決定し、これに基づき記録の訂正及び厚生年金保険の保険給付が行われるのは、事業

主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれ

に基づく標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い

方の額となる。  

したがって、当該期間の標準報酬月額については、申立人が提出している給与明細書

の給与支給総額又は厚生年金保険料控除額から、平成 15年９月から 18年６月までの期

間は 28万円及び同年７月から同年９月までの期間は 30万円にそれぞれ訂正することが

妥当である。 

申立人の申立期間②から⑥までに係る標準賞与額については、当該期間に係る保険料

の徴収権が時効により消滅した後の平成 21年６月 15日に記録されており、厚生年金保

険法第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録

とされている。 

しかしながら、当該期間について、申立人が提出している賞与明細書により、申立人

は、平成 16年 12月 10日、17年７月 10日、同年 11月 10日、同年 12月 10日及び 18

年７月 10 日に、Ａ社から賞与の支払を受け、当該賞与から厚生年金保険料を控除され



                      

  

ていたことが認められる。また、当該期間の標準賞与額については、申立人が提出して

いる賞与明細書により、16 年 12 月 10 日は 23 万 5,000 円、17 年７月 10 日は 29 万

1,000円、同年 11月 10日は 12万円、同年 12月 10日は 29万 1,000円及び 18年７月

10日は40万円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、事業主は、申立てに係る報酬月額の届出を社会保険事務所に対して行わず、また、

当該賞与に係る賞与支払届を社会保険事務所に提出していないことから、これを履行し

ていないと認められる。 

 



                      

  

東京厚生年金 事案12947 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間の標準報酬月額の記録は、事後訂正の結果 28 万円とされていると

ころ、当該額は厚生年金保険法第 75 条本文の規定に該当することから、年金額の計算

の基礎となる標準報酬月額は訂正前の 24 万円とされているが、申立人は、申立期間に

ついて、当初記録されていた標準報酬月額より高い標準報酬月額に基づく厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。これらのことから、当該

記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以

下「特例法」という。）に基づき、申立人の申立期間の標準報酬月額に係る記録を、28

万円とすることが必要である。  

なお、事業主は、申立人に係る当該標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂正前の

標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行していないと認

められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和52年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成16年４月１日から17年４月１日まで 

    Ａ社で勤務した期間のうち、申立期間における厚生年金保険の標準報酬月額が、給

与から控除されていた保険料額に見合う額と相違している。同社は、既に社会保険

事務所（当時）に対して申立期間に係る算定基礎届の訂正届を提出したが、厚生年

金保険料は時効により納付できず、申立期間の記録は年金給付に反映されないので、

給付されるようにしてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の申立期間の標準報酬月額は、オンライン記録によると、当初 24 万円と記録

されていたが、申立期間に係る保険料の徴収権が時効により消滅した後の平成 21 年６

月 11 日に、28 万円に訂正されており、厚生年金保険法第 75 条本文の規定により、年

金額の計算の基礎となる標準報酬月額とならない記録とされている。このことから、年

金額の計算の基礎となる申立人の標準報酬月額は、当該訂正後の標準報酬月額（28 万

円）ではなく、当初記録されていた標準報酬月額（24万円）となっている。 

しかしながら、申立人が提出している給与明細書によると、申立人は、申立期間につ



                      

  

いて、当初記録されていた標準報酬月額より高い標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、特例法に基づき標準報酬月額を改定又は

決定し、これに基づき記録の訂正及び厚生年金保険の保険給付が行われるのは、事業主

が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに

基づく標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方

の額となる。  

したがって、申立期間の標準報酬月額については、申立人が提出している給与明細書

の給与支給総額又は厚生年金保険料控除額から、28 万円に訂正することが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、事業主は、申立てに係る報酬月額の届出を社会保険事務所に対して行っていない

ことから、これを履行していないと認められる。 



                      

  

東京厚生年金 事案12948 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間①の標準報酬月額のうち、平成 16 年５月から同年８月までの期間

及び 17 年９月から 18 年３月までの期間に係る記録は、事後訂正の結果、16 年５月か

ら同年８月までの期間は 28万円、17年９月から 18年３月までの期間は 34万円とされ

ているところ、当該額は厚生年金保険法第 75 条本文の規定に該当することから、年金

額の計算の基礎となる標準報酬月額は訂正前の 16 年５月から同年８月までの期間及び

17 年９月から 18 年３月までの期間は 26 万円とされているが、申立人は、16 年５月か

ら 17 年 11 月までの期間及び 18 年１月から同年３月までの期間について、当初記録さ

れていた標準報酬月額より高い標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたことが認められる。これらのことから、当該記録を取り消し、厚

生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特例法」とい

う。）に基づき、申立人の当該期間の標準報酬月額に係る記録を、16 年５月から 17 年

３月までの期間は 28 万円に、同年４月は 36 万円に、同年５月は 34 万円に、同年６月

は 36万円に、同年７月から同年９月までの期間は 32万円に、同年 10月は 34万円に、

同年 11月は 36万円に、18年１月は 30万円に、同年２月は 32万円に、同年３月は 34

万円にそれぞれ訂正することが必要である。  

また、申立人の申立期間②に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされているが、

申立人は、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたこと

が認められることから、当該記録を取り消し、特例法に基づき、申立人の平成 17 年 11

月10日に支給された標準賞与額に係る記録を44万1,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂正前の

標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）及び当該標準賞与額に基づく厚生年金

保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和49年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成16年５月１日から18年４月１日まで 

             ② 平成17年11月 10日 

    Ａ社で勤務した期間のうち、申立期間①における厚生年金保険の標準報酬月額が、



                      

  

給与から控除されていた保険料額に見合う額と相違している。また、申立期間②の

厚生年金保険の標準賞与額の記録が無い。同社は、既に社会保険事務所（当時）に

対して申立期間に係る算定基礎届の訂正届及び賞与支払届を提出したが、厚生年金

保険料は時効により納付できず、申立期間の記録は年金給付に反映されないので、

給付されるようにしてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の申立期間①の標準報酬月額は、オンライン記録によると、当初平成 16 年５

月から同年８月までの期間及び 17 年９月から 18 年３月までの期間は 26 万円と記録さ

れていたが、当該期間に係る保険料の徴収権が時効により消滅した後の 21年６月 11日

に、16年５月から同年８月までの期間は 28万円及び 17年９月から 18年３月までの期

間は 34万円にそれぞれ訂正されており、厚生年金保険法第 75条本文の規定により、年

金額の計算の基礎となる標準報酬月額とならない記録とされている。このことから、年

金額の計算の基礎となる申立人の標準報酬月額は、当該訂正後の標準報酬月額ではなく、

当初記録されていた標準報酬月額となっている。 

しかしながら、申立人が提出している給与明細書によると、申立人は、平成 16 年５

月から 17 年 11 月までの期間及び 18 年１月から同年３月までの期間について、当初記

録されていた標準報酬月額より高い標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことが認められる。 

また、当該期間の標準報酬月額については、特例法に基づき標準報酬月額を改定又は

決定し、これに基づき記録の訂正及び厚生年金保険の保険給付が行われるのは、事業主

が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに

基づく標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方

の額となる。  

したがって、当該期間の標準報酬月額については、申立人が提出している給与明細書

の給与支給総額又は厚生年金保険料控除額から、平成 16年５月から 17年３月までの期

間は 28万円に、同年４月は 36万円に、同年５月は 34万円に、同年６月は 36万円に、

同年７月から同年９月までの期間は 32 万円に、同年 10 月は 34 万円に、同年 11 月は

36万円に、18年１月は 30万円に、同年２月は 32万円に、同年３月は 34万円にそれぞ

れ訂正することが妥当である。 

申立人の申立期間②に係る標準賞与額については、当該賞与に係る保険料の徴収権が

時効により消滅した後の平成 21 年６月 15 日に記録されており、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされてい

る。 

しかしながら、申立期間②について、申立人が提出している賞与明細書により、申立

人は、Ａ社から賞与の支払を受け、当該賞与から厚生年金保険料を控除されていたこと

が認められる。また、当該期間の標準賞与額については、申立人が提出している賞与明

細書により、44万1,000円とすることが妥当である。 



                      

  

なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、事業主は、申立てに係る報酬月額の届出を社会保険事務所に対して行わず、また、

当該賞与に係る賞与支払届を社会保険事務所に提出していないことから、これを履行し

ていないと認められる。 

一方、申立期間①のうち、平成 17年 12月については、給与明細書において確認でき

る報酬月額に基づく標準報酬月額が、当初記録されていた標準報酬月額と同額であるこ

とが確認できる。 

このほか、申立人の当該期間において、その主張する標準報酬月額に係る事実を確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人の当該

期間においては、その主張する標準報酬月額を認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案12949 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間の標準報酬月額の記録は、事後訂正の結果 28 万円とされていると

ころ、当該額は厚生年金保険法第 75 条本文の規定に該当することから、年金額の計算

の基礎となる標準報酬月額は訂正前の 26 万円とされているが、申立人は、申立期間に

ついて、当初記録されていた標準報酬月額より高い標準報酬月額に基づく厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。これらのことから、当該

記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以

下「特例法」という。）に基づき、申立人の申立期間の標準報酬月額に係る記録を、28

万円とすることが必要である。  

なお、事業主は、申立人に係る当該標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂正前の

標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行していないと認

められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和41年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成19年１月22日から同年５月１日まで 

    Ａ社で勤務した期間のうち、申立期間における厚生年金保険の標準報酬月額が、給

与から控除されていた保険料額に見合う額と相違している。同社は、既に社会保険

事務所（当時）に対して申立期間に係る算定基礎届の訂正届を提出したが、厚生年

金保険料は時効により納付できず、申立期間の記録は年金給付に反映されないので、

給付されるようにしてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の申立期間の標準報酬月額は、オンライン記録によると、当初 26 万円と記録

されていたが、申立期間に係る保険料の徴収権が時効により消滅した後の平成 21 年６

月 11 日に 28 万円に訂正されており、厚生年金保険法第 75 条本文の規定により、年金

額の計算の基礎となる標準報酬月額とならない記録とされている。このことから、年金

額の計算の基礎となる申立人の標準報酬月額は、当該訂正後の標準報酬月額（28 万

円）ではなく、当初記録されていた標準報酬月額（26万円）となっている。 

しかしながら、申立人が提出している給与明細書によると、申立人は、申立期間につ



                      

  

いて、当初記録されていた標準報酬月額より高い標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、特例法に基づき標準報酬月額を改定又は

決定し、これに基づき記録の訂正及び厚生年金保険の保険給付が行われるのは、事業主

が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに

基づく標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方

の額となる。  

したがって、申立期間の標準報酬月額については、申立人が提出している給与明細書

の給与支給総額又は厚生年金保険料控除額から、28 万円に訂正することが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、事業主は、申立てに係る報酬月額の届出を社会保険事務所に対して行っていない

ことから、これを履行していないと認められる。 



                      

  

東京厚生年金 事案12950 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間①の標準報酬月額のうち、平成16年７月から 19年３月までの期間

に係る記録は、事後訂正の結果、16 年７月及び同年８月は 44 万円、同年９月から 17

年８月までの期間は 50 万円、同年９月から 19 年３月までの期間は 53 万円とされてい

るところ、当該額は厚生年金保険法第 75 条本文の規定に該当することから、年金額の

計算の基礎となる標準報酬月額は訂正前の 16 年７月から 18 年８月までの期間は 38 万

円及び同年９月から 19 年３月までの期間は 41 万円とされているが、申立人は、16 年

７月から 19 年３月までの期間について、当初記録されていた標準報酬月額より高い標

準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認め

られる。これらのことから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料

の納付の特例等に関する法律（以下「特例法」という。）に基づき、申立人の当該期間

の標準報酬月額に係る記録を、16 年７月から 17 年３月までの期間は 44 万円に、同年

４月から同年 12 月までの期間は 47 万円に、18 年１月から 19 年３月までの期間は 50

万円にそれぞれ訂正することが必要である。  

また、申立人の申立期間②及び③に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第

75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされ

ているが、申立人は、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除され

ていたことが認められることから、当該記録を取り消し、特例法に基づき、申立人の当

該期間に支給された標準賞与額に係る記録を平成17年 11月 10日は 27万 8,000円及び

18年12月10日は51万9,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂正前の

標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）及び当該標準賞与額に基づく厚生年金

保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和40年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成16年１月１日から19年４月１日まで 

             ② 平成17年11月 10日 

             ③ 平成18年12月 10日 

    Ａ社で勤務した期間のうち、申立期間①における厚生年金保険の標準報酬月額が、



                      

  

給与から控除されていた保険料額に見合う額と相違している。また、申立期間②及

び③の厚生年金保険の標準賞与額の記録が無い。同社は、既に社会保険事務所（当

時）に対して申立期間に係る算定基礎届の訂正届及び賞与支払届を提出したが、厚

生年金保険料は時効により納付できず、申立期間の記録は年金給付に反映されない

ので、給付されるようにしてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の申立期間①のうち平成 16年７月から 19年３月までの期間に係る標準報酬月

額は、オンライン記録によると、当初 16 年７月から 18 年８月までの期間は 38 万円、

同年９月から 19年３月までの期間は 41万円と記録されていたが、当該期間に係る保険

料の徴収権が時効により消滅した後の 21 年６月 11 日に、16 年７月及び同年８月は 44

万円に、同年９月から 17 年８月までの期間は 50 万円にそれぞれ訂正され、21 年６月

12日に 17年９月から 19年３月までの期間は 53万円にそれぞれ訂正されており、厚生

年金保険法第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準報酬月額となら

ない記録とされている。このことから、年金額の計算の基礎となる申立人の標準報酬月

額は、当該訂正後の標準報酬月額ではなく、当初記録されていた標準報酬月額となって

いる。 

しかしながら、申立人が提出している給与明細書によると、申立人は、当該期間につ

いて、当初記録されていた標準報酬月額より高い標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、当該期間の標準報酬月額については、特例法に基づき標準報酬月額を改定又は

決定し、これに基づき記録の訂正及び厚生年金保険の保険給付が行われるのは、事業主

が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに

基づく標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方

の額となる。  

したがって、当該期間の標準報酬月額については、申立人が提出している給与明細書

の給与支給総額又は厚生年金保険料控除額から、平成 16年７月から 17年３月までの期

間は 44万円に、同年４月から同年 12月までの期間は 47万円及び 18年１月から 19年

３月までの期間は50万円にそれぞれ訂正することが妥当である。 

申立人の申立期間②及び③に係る標準賞与額については、当該賞与に係る保険料の徴

収権が時効により消滅した後の平成 21年６月 15日に記録されており、厚生年金保険法

第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とさ

れている。 

しかしながら、申立期間②及び③について、申立人が提出している賞与明細書により、

申立人は、平成 17年 11月 10日、18年 12月 10日にＡ社から賞与の支払を受け、当該

賞与から厚生年金保険料を控除されていたことが認められる。また、当該期間の標準賞

与額については、申立人が提出している賞与明細書により、平成 17年 11月 10日は 27

万8,000円及び18年12月10日は51万9,000円とすることが妥当である。 



                      

  

なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、事業主は、申立てに係る報酬月額の届出を社会保険事務所に対して行わず、また、

当該賞与に係る賞与支払届を社会保険事務所に提出していないことから、これを履行し

ていないと認められる。 

一方、申立期間①のうち、平成 16 年１月から同年６月までの期間については、給与

明細書において確認できる報酬月額又は厚生年金保険料控除額のそれぞれに基づく標準

報酬月額のいずれか低い方の額が、当初記録されていた標準報酬月額と同額であること

が確認できる。 

このほか、申立人の当該期間において、その主張する標準報酬月額に係る事実を確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人の当該

期間においては、その主張する標準報酬月額を認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案12951 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間の標準報酬月額の記録は、事後訂正の結果 24 万円とされていると

ころ、当該額は厚生年金保険法第 75 条本文の規定に該当することから、年金額の計算

の基礎となる標準報酬月額は訂正前の 20 万円とされているが、申立人は、申立期間に

ついて、当初記録されていた標準報酬月額より高い標準報酬月額に基づく厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。これらのことから、当該

記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以

下「特例法」という。）に基づき、申立人の申立期間の標準報酬月額に係る記録を、平

成 16年９月は 24万円に、同年 10月から 17年２月までの期間は 22万円に、同年３月

から同年５月までの期間は24万円にそれぞれ訂正することが必要である。  

なお、事業主は、申立人に係る当該標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂正前

の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行していない

と認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和47年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成16年９月１日から17年６月１日まで 

    Ａ社で勤務した期間のうち、申立期間における厚生年金保険の標準報酬月額が、給

与から控除されていた保険料額に見合う額と相違している。同社は、既に社会保険

事務所（当時）に対して申立期間に係る算定基礎届の訂正届を提出したが、厚生年

金保険料は時効により納付できず、申立期間の記録は年金給付に反映されないので、

給付されるようにしてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の申立期間の標準報酬月額は、オンライン記録によると、当初 20 万円と記録

されていたが、申立期間に係る保険料の徴収権が時効により消滅した後の平成 21 年６

月 11 日に、24 万円に訂正されており、厚生年金保険法第 75 条本文の規定により、年

金額の計算の基礎となる標準報酬月額とならない記録とされている。このことから、年

金額の計算の基礎となる申立人の標準報酬月額は、当該訂正後の標準報酬月額（24 万

円）ではなく、当初記録されていた標準報酬月額（20万円）となっている。 



                      

  

しかしながら、申立人が提出している給与明細書によると、申立人は、申立期間につ

いて、当初記録されていた標準報酬月額より高い標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、特例法に基づき標準報酬月額を改定又は

決定し、これに基づき記録の訂正及び厚生年金保険の保険給付が行われるのは、事業主

が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに

基づく標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方

の額となる。  

したがって、申立期間の標準報酬月額については、申立人が提出している給与明細書

の給与支給総額又は厚生年金保険料控除額から、平成 16 年９月は 24 万円に、同年 10

月から 17 年２月までの期間は 22 万円に、同年３月から同年５月までの期間は 24 万円

にそれぞれ訂正することが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、事業主は、申立てに係る報酬月額の届出を社会保険事務所に対して行っていない

ことから、これを履行していないと認められる。 



                      

  

東京厚生年金 事案12952 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間の標準報酬月額の記録は、事後訂正の結果 20 万円とされていると

ころ、当該額は厚生年金保険法第 75 条本文の規定に該当することから、年金額の計算

の基礎となる標準報酬月額は訂正前の 19 万円とされているが、申立人は、申立期間に

ついて、当初記録されていた標準報酬月額より高い標準報酬月額に基づく厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。これらのことから、当該

記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以

下「特例法」という。）に基づき、申立人の申立期間の標準報酬月額に係る記録を、20

万円とすることが必要である。  

なお、事業主は、申立人に係る当該標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂正前の

標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行していないと認

められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和59年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成18年４月１日から18年10月１日まで 

    Ａ社で勤務した期間のうち、申立期間における厚生年金保険の標準報酬月額が、給

与から控除されていた保険料額に見合う額と相違している。同社は、既に社会保険

事務所（当時）に対して申立期間に係る算定基礎届の訂正届を提出したが、厚生年

金保険料は時効により納付できず、申立期間の記録は年金給付に反映されないので、

給付されるようにしてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の申立期間の標準報酬月額は、オンライン記録によると、当初 19 万円と記録

されていたが、申立期間に係る保険料の徴収権が時効により消滅した後の平成 21 年６

月 11 日に 18 年４月から同年８月までの期間は 20 万円に訂正され、21 年６月 12 日に

18 年９月は 20 万円に訂正されており、厚生年金保険法第 75 条本文の規定により、年

金額の計算の基礎となる標準報酬月額とならない記録とされている。このことから、年

金額の計算の基礎となる申立人の標準報酬月額は、当該訂正後の標準報酬月額（20 万

円）ではなく、当初記録されていた標準報酬月額（19万円）となっている。 



                      

  

しかしながら、申立人が提出している給与明細書によると、申立人は、申立期間につ

いて、当初記録されていた標準報酬月額より高い標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、特例法に基づき標準報酬月額を改定又は

決定し、これに基づき記録の訂正及び厚生年金保険の保険給付が行われるのは、事業主

が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに

基づく標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方

の額となる。  

したがって、申立期間の標準報酬月額については、申立人が提出している給与明細書

の給与支給総額又は厚生年金保険料控除額から、20 万円に訂正することが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、事業主は、申立てに係る報酬月額の届出を社会保険事務所に対して行っていない

ことから、これを履行していないと認められる。 



                      

  

東京厚生年金 事案12958 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが

認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記録を昭和 52 年９月１

日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を11万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和26年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和52年８月21日から同年９月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。申立期間

に関連会社への異動はあったが継続して勤務していたので、厚生年金保険の被保険者

として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された異動証明書から判断すると、申立人が同社及び関連会社のＢ社に

継続して勤務し（昭和 52 年９月１日にＡ社からＢ社に異動）、申立期間に係る厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 52 年７月の

社会保険事務所（当時）の記録から、11万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業主は、申

立人に係る資格喪失届を社会保険事務所に対して誤って提出し、申立期間に係る厚生年

金保険料について納付していないことを認めていることから、これを履行していないと

認められる。 



                      

  

東京厚生年金 事案12959 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが

認められることから、申立人のＡ社Ｂ工場における資格喪失日に係る記録を昭和 37 年

８月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を２万2,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和11年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和37年７月 31日から同年８月１日まで 

Ａ社で勤務した期間のうち、申立期間の加入記録が無い。申立期間に同社Ｂ工場か

ら同社本社への異動はあったが、厚生年金保険料は天引きされていたので、申立期間

を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録及び転勤辞令書から判断すると、申立人は、Ａ社に継続して勤務

し（昭和 37 年８月１日に同社Ｂ工場から同社本社に異動）、申立期間に係る厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。  

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ工場における昭和 37 年

６月の社会保険事務所（当時）の記録から、２万2,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業主は、申

立人の資格喪失日に係る届出誤りにより、申立期間に係る厚生年金保険料を納付してい

ないことを認めていることから、これを履行していないと認められる。 



                      

  

東京厚生年金 事案12960 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文の規定

により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされているが、申立人

は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認め

られることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特

例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を 150万円とす

ることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和25年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成16年12月10日 

Ａ社における厚生年金保険の被保険者期間のうち、申立期間の標準賞与額の記録が

無いことが分かった。同社は、記録訂正の届出を行ったが、申立期間の記録は給付に

反映されない記録となっているので、給付に反映されるよう記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された 2004 年冬季分賞与金明細書により、申立人は、申立期間に同社

から賞与の支払を受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められる。 

また、申立期間に係る標準賞与額については、上記明細書における当該賞与額に係る

厚生年金保険料控除額から、150万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は届出誤りがあったとしており、これを履行していないと認められる。 



                      

  

東京厚生年金 事案12961 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文の規定

により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされているが、申立人

は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認め

られることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特

例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を 50 万円とす

ることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和18年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成16年12月10日 

Ａ社における厚生年金保険の被保険者期間のうち、申立期間の標準賞与額の記録が

無いことが分かった。同社は、記録訂正の届出を行ったが、申立期間の記録は給付に

反映されない記録となっているので、給付に反映されるよう記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された 2004 年冬季分賞与金明細書により、申立人は、申立期間に同社

から賞与の支払を受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められる。 

また、申立期間に係る標準賞与額については、上記明細書における当該賞与額に係る

厚生年金保険料控除額から、50万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は届出誤りがあったとしており、これを履行していないと認められる。 



                      

  

東京厚生年金 事案12962 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文の規定

により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされているが、申立人

は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認め

られることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特

例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を 145万円とす

ることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和24年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成16年12月10日 

Ａ社における厚生年金保険の被保険者期間のうち、申立期間の標準賞与額の記録が

無いことが分かった。同社は、記録訂正の届出を行ったが、申立期間の記録は給付に

反映されない記録となっているので、給付に反映されるよう記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された 2004 年冬季分賞与金明細書により、申立人は、申立期間に同社

から賞与の支払を受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められる。 

また、申立期間に係る標準賞与額については、上記明細書における当該賞与額に係る

厚生年金保険料控除額から、145万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は届出誤りがあったとしており、これを履行していないと認められる。 



                      

  

東京厚生年金 事案12963 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文の規定

により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされているが、申立人

は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認め

られることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特

例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を 150万円（上

限額）とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和23年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成16年12月10日 

Ａ社における厚生年金保険の被保険者期間のうち、申立期間の標準賞与額の記録が

無いことが分かった。同社は、記録訂正の届出を行ったが、申立期間の記録は給付に

反映されない記録となっているので、給付に反映されるよう記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された 2004 年冬季分賞与金明細書により、申立人は、申立期間に同社

から賞与の支払を受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められる。 

また、申立期間に係る標準賞与額については、上記明細書における当該賞与額に係る

厚生年金保険料控除額から、150万円（上限額）とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は届出誤りがあったとしており、これを履行していないと認められる。 



                      

  

東京厚生年金 事案12964 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文の規定

により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされているが、申立人

は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認め

られることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特

例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を 145 万 6,000

円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和21年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成16年12月10日 

Ａ社における厚生年金保険の被保険者期間のうち、申立期間の標準賞与額の記録が

無いことが分かった。同社は、記録訂正の届出を行ったが、申立期間の記録は給付に

反映されない記録となっているので、給付に反映されるよう記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された 2004 年冬季分賞与金明細書により、申立人は、申立期間に同社

から賞与の支払を受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められる。 

また、申立期間に係る標準賞与額については、上記明細書における当該賞与額に係る

厚生年金保険料控除額から、145万6,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は届出誤りがあったとしており、これを履行していないと認められる。 



                      

  

東京厚生年金 事案12965 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文の規定

により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされているが、申立人

は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認め

られることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特

例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を 90 万円とす

ることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和18年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成16年12月10日 

Ａ社における厚生年金保険の被保険者期間のうち、申立期間の標準賞与額の記録が

無いことが分かった。同社は、記録訂正の届出を行ったが、申立期間の記録は給付に

反映されない記録となっているので、給付に反映されるよう記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された 2004 年冬季分賞与金明細書により、申立人は、申立期間に同社

から賞与の支払を受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められる。 

また、申立期間に係る標準賞与額については、上記明細書における当該賞与額に係る

厚生年金保険料控除額から、90万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は届出誤りがあったとしており、これを履行していないと認められる。 



                      

  

東京厚生年金 事案12968 

 

第１ 委員会の結論 

申立期間のうち、昭和 35年８月１日から 37年２月１日までの期間について、申立人

のＡ事業所における資格取得日は、35 年８月１日であると認められることから、当該

期間に係る厚生年金保険被保険者の資格取得日に係る記録を訂正することが必要である。 

なお、当該期間の標準報酬月額については、昭和35年８月から 36年９月までの期間

は8,000円、同年10月から37年１月までの期間は１万円とすることが妥当である。 

また、申立期間のうち、昭和 37年５月１日から同年 12月５日までの期間について、

申立人は、厚生年金保険被保険者であったことが認められることから、Ａ事業所におけ

る申立人の被保険者記録のうち、当該期間に係る資格喪失日（昭和 37 年５月１日）及

び資格取得日（昭和37年12月５日）を取り消すことが必要である。 

なお、当該期間の標準報酬月額については、１万円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和20年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和35年８月１日から37年２月１日まで 

② 昭和37年５月１日から同年12月５日まで 

Ａ事業所に勤務した期間のうち、申立期間①及び②の厚生年金保険の加入記録が無

い。当該期間も同事業所に継続して勤務しており、厚生年金保険料は給与から控除さ

れていたので、厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ事業所の当時の従業員の供述及び申立人による同事業所に勤務していた当時の状況

についての具体的な供述から判断すると、申立人は、申立期間①及び②当時、同事業所

に勤務していたことが認められる。 

申立期間①については、Ａ事業所に係る事業所別被保険者名簿において、申立人の厚

生年金保険の資格取得日は、当初、昭和 35 年８月１日と記録されていたところ、37 年

11月 17日付けで、いったん記録された 36年 10月の標準報酬月額の定時決定が取り消

された上で、さかのぼって 37 年２月１日に訂正されていることが確認できる。そして、

当該被保険者名簿では、申立人と同様、資格取得日に係る記録が同年 11月 17日付けで

さかのぼって取り消された上で訂正されている被保険者が６人確認でき、このうち二人



                      

  

については、申立人と同様、同日付けで、いったん記録された 36年 10月の標準報酬月

額の定時決定が取り消された上で、資格取得日に係る記録（昭和 35 年 10 月１日又は

36 年６月１日）が、さかのぼって 37 年２月１日又は同年２月４日に訂正されているこ

とが確認できる。 

また、厚生年金保険被保険者証記号番号払出簿では、申立人のＡ事業所における被保

険者資格取得日が昭和 35 年８月１日と記録されていることが確認できるところ、資格

取得日の訂正が行われた形跡は無く、また、当該記録は、上記被保険者名簿における訂

正前の申立人に係る資格取得日の記録と一致している。 

さらに、上記被保険者名簿において、申立人と同様、資格取得日に係る記録がさかの

ぼって取り消された上で訂正されていることが確認できる上記６人の被保険者について

は、いずれも申立人と同様、上記払出簿における資格取得日が、上記被保険者名簿にお

ける訂正前の資格取得日の記録と一致している。 

次に、申立期間②については、上記被保険者名簿及びオンライン記録では、申立人は、

上記資格取得日のそきゅう訂正処理日である昭和 37 年 11 月 17 日よりも前の同年５月

１日にＡ事業所における厚生年金保険の被保険者資格を喪失しており、同日から同年

12 月５日に同事業所において被保険者資格を再取得するまでの当該期間について、厚

生年金保険の加入記録が無い。 

しかしながら、申立人のＡ事業所における上記の資格喪失日（昭和 37 年５月１日）

及び資格の再取得日（昭和 37年 12月５日）については、その処理日が確認できないも

のの、申立人と同様、資格取得日に係る記録がさかのぼって取り消された上で訂正され

ていることが確認できる上記６人の被保険者は、上記被保険者名簿及びオンライン記録

では、申立人と同様、当該資格取得日のそきゅう訂正処理日である昭和 37 年 11 月 17

日よりも前の同年５月１日（５人）又は同年８月１日（１人）に被保険者資格を喪失し、

同年 10 月 10 日ないし同年 12 月５日に被保険者資格を再取得していることから判断す

ると、申立期間②に係る資格の喪失及び再取得処理については、申立期間①に係る資格

取得日の取消し及び訂正処理と一連の手続により行われたことがうかがわれる。 

また、申立人は、申立期間②について、「当時、厚生年金保険の被保険者記録が存在

する前後の期間と同様、自分はＡ事業所から交付された健康保険証を所持しており、こ

れを返納した記憶も無い。」旨供述しており、上記６人の被保険者のうち一人も、当該

期間に相当する厚生年金保険の未加入期間（昭和 37 年５月１日から同年 10 月 15 日ま

での期間）について申立人と同様の供述を行っているところ、上記被保険者名簿では、

昭和37年５月22日に健康保険証の更新が行われた旨の記録が確認できる。 

これらの事実並びにこれまでに収集した関連資料及び周辺事情を総合的に判断すると、

社会保険事務所（当時）が行った申立てに係る資格取得日の取消し及び訂正処理、並び

に当該処理に連動して行われた資格の喪失及び再取得処理については、事実に即したも

のとは考え難く、合理的な理由は無いことから、有効な記録の訂正及び処理とは認めら

れない。 

このため、申立人のＡ事業所における厚生年金保険の被保険者資格取得日は、上記被



                      

  

保険者名簿における訂正前の資格取得日である昭和 35 年８月１日であると認められ、

また、申立人は、厚生年金保険の被保険者記録が存在する前後の期間と同様、37 年５

月１日から同年 12 月５日までの期間についても同事業所において厚生年金保険の被保

険者であったことが認められる。 

また、申立期間①の標準報酬月額については、上記被保険者名簿において確認できる

訂正前の標準報酬月額の記録から、昭和 35年８月から 36年９月までの期間は 8,000円、

同年 10月から 37年１月までの期間は１万円とし、申立期間②の標準報酬月額について

は、申立人のＡ事業所における同年４月の社会保険事務所の記録から、１万円とするこ

とが妥当である。 



                      

  

東京厚生年金 事案12969 

 

第１ 委員会の結論 

申立期間のうち、昭和 52年２月 28日から同年４月１日までの期間について、申立人

のＡ社における資格喪失日は、同年４月１日であると認められることから、当該期間に

係る厚生年金保険被保険者の資格喪失日に係る記録を訂正することが必要である。 

なお、昭和 52 年２月及び同年３月の標準報酬月額については、９万 8,000 円とする

ことが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和28年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和48年10月31日から49年11月11日まで 

② 昭和50年８月21日から同年12月15日まで 

③ 昭和52年２月28日から55年３月ごろまで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間①、②及び③の厚生年金保険の加入記録が無

い。当該期間も同社に保安員として勤務していたので、厚生年金保険の被保険者であ

ったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間③については、雇用保険の加入記録及び申立人から提出のあった当時の

「表彰状」（Ａ社が作成・交付）等から判断すると、申立人は、昭和 50 年 12 月 15

日から当該期間を含め、55 年３月 20 日までの期間、Ａ社に継続して勤務していたこ

とが認められる。 

一方、Ａ社に係る事業所別被保険者名簿では、申立人を含む 78 人について、同社

が厚生年金保険の適用事業所でなくなった昭和 52年３月 31日（以下「全喪日」とい

う。）以降の同年４月１日付けで、被保険者資格を同年２月 28 日に喪失した旨さか

のぼって記録されていることが認められる。 

しかしながら、Ａ社は法人事業所であり、全喪日以降も５人以上の従業員が常時在

籍していたと認められ、当時の厚生年金保険法に定める適用事業所の要件を満たして

いたものと判断されることから、社会保険事務所（当時）において、当該適用事業所

でなくなった処理及び申立人の厚生年金保険の被保険者資格を喪失させる処理をさか

のぼって行う合理的な理由は見当たらない。 



                      

  

これらを総合的に判断すると、申立人について、昭和52年２月28日にＡ社におけ

る厚生年金保険の被保険者資格を喪失した旨の記録処理は有効なものとは認められず、

申立人の同社における資格喪失日は、上記社会保険事務所の処理日である同年４月１

日であると認められる。 

また、申立人に係る昭和 52 年２月及び同年３月の標準報酬月額については、申立

人のＡ社における同年１月の社会保険事務所の記録から、９万 8,000円とすることが

妥当である。 

２ 申立期間③のうち、昭和 52年４月１日から 55年３月ごろまでの期間については、

上記のとおり、雇用保険の加入記録等から判断すると、申立人がＡ社に同年３月 20

日まで継続して勤務していたことは認められるものの、上記被保険者名簿及びオンラ

イン記録により、同社は、当該期間は厚生年金保険の適用事業所ではないことが確認

できる。 

また、Ａ社に係る閉鎖登記簿謄本では、同社は平成元年 12 月＊日に解散しており、

また、同社の当時の代表者その他の役員（社会保険事務担当者を含む。）は、いずれ

も死亡又は連絡先が不明であるため供述が得られず、当該期間に係る申立人の厚生年

金保険料の控除について確認することができない。 

さらに、上記被保険者名簿から申立人と同日の昭和52年２月28日に被保険者資格

を喪失していることが確認できる複数の従業員のうち、連絡の取れた 11 人は、いず

れも当時の給与明細書を保管していないと供述しているため、当該期間に係る厚生年

金保険料の給与からの控除について確認することができない。 

このほか、当該期間に係る申立人の厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が

厚生年金保険の被保険者として、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことを認めることはできない。 

３ 申立期間①及び②については、上記のとおり、Ａ社は既に解散している上、当時の

事情を確認できる役員等が見当たらないため、申立人の当該期間における勤務の実態

や厚生年金保険料の給与からの控除について確認することができない。 

また、申立人が記憶していた複数の同僚並びに上記被保険者名簿から申立期間①及

び②当時に厚生年金保険に加入していることが確認できる複数の従業員に照会したも

のの、連絡の取れた７人のうち５人は申立人の氏名を記憶していない旨供述しており、

また、残りの２人は申立人の氏名を記憶していたものの、申立人がＡ社に勤務してい

た時期について明確な記憶が無いため、申立人の当該期間における勤務の実態につい

て確認することができない。 

さらに、雇用保険の加入記録では、申立人のＡ社における被保険者資格取得日が昭

和 49年 11月１日、離職日が 50年８月 20日であることが確認でき、これは、申立人

の同社における厚生年金保険の加入記録とほぼ一致している上、申立期間①及び②に

相当する48年10月から49年10月までの期間及び50年８月から同年11月までの期



                      

  

間について、申立人の雇用保険の加入記録は無い。 

加えて、上記複数の同僚及び従業員は、いずれも申立人と同様、雇用保険の記録に

おける資格の得喪時期と厚生年金保険の記録における資格の得喪時期がほぼ一致して

おり、このことからＡ社では、当時、従業員を雇用保険及び厚生年金保険に同時期に

加入又は脱退させる取扱いであったと考えられる。 

このほか、申立人の申立期間①及び②に係る厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が

厚生年金保険の被保険者として、申立期間①及び②に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案12970 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、平成元年１月１日から 12 年 11 月 21 日までの期間につ

いて、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことが認められることから、申立人の当該期間における標準報酬月額に係る

記録を、元年１月から同年３月までの期間は 28 万円、同年４月から２年３月までの期

間は 30 万円、同年４月から３年３月までの期間は 34 万円、同年４月から６年 10 月ま

での期間は 36万円、同年 11月から７年 12月までの期間は 32万円、８年１月から同年

12月までの期間は 36万円、９年１月から同年９月までの期間は 34万円、同年 10月か

ら12年10月までの期間は32万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該期間の上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和19年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和46年３月１日から平成12年11月21日まで 

Ａ社に勤務した申立期間について、厚生年金保険の標準報酬月額の記録が、実際の

給与の月額に相当する標準報酬月額と相違している。当時の給料明細書、給与所得の

源泉徴収票、市民税・都道府県民税課税明細書、所得税の確定申告書の控え等を提出

するので、申立期間の標準報酬月額を正しい記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、厚生年金保

険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、標準報酬月額を改定

又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控

除していたと認められる保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに基づく標準報酬

月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

２ 申立期間のうち、平成元年４月から４年６月までの期間、同年８月から同年 10 月

までの期間、５年１月から６年９月までの期間、同年 11月、同年 12月、７年４月、



                      

  

同年５月及び９年１月から 12年 10月までの期間については、申立人から提出のあっ

た当該期間に係る給料明細書及びＡ社から提出のあった給料台帳により、申立人は、

当該期間において、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことが認められる。 

また、当該期間に係る標準報酬月額については、上記１を踏まえると、上記給料明

細書及び給料台帳において確認できる厚生年金保険料控除額から、平成元年４月から

２年３月までの期間は 30万円、同年４月から３年３月までの期間は 34万円、同年４

月から４年６月までの期間、同年８月から同年 10 月までの期間及び５年１月から６

年９月までの期間は 36万円、同年 11月、同年 12月、７年４月及び同年５月は 32万

円、９年１月から同年９月までの期間は 34万円、同年 10月から 12年 10月までの期

間は32万円とすることが妥当である。 

また、申立期間のうち、平成元年１月から同年３月までの期間、７年１月から同年

３月までの期間及び同年６月から８年 12 月までの期間については、申立人から提出

のあった当該期間に係る市民税・都道府県民税課税明細書、市民税・都民税申告書の

控え及び市民税・都民税課税証明書等において確認できる社会保険料等を基に算定し

た厚生年金保険料控除額から判断すると、申立人は、当該期間において、元年１月か

ら同年３月までの期間は 28 万円、７年１月から同年３月までの期間及び同年６月か

ら同年 12月までの期間は 32万円、８年１月から同年 12月までの期間は 36万円の標

準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認

められる。 

さらに、申立期間のうち、平成４年７月、同年 11 月、同年 12 月及び６年 10 月に

ついては、申立人は当該期間に係る給料明細書等を保管しておらず、そのほかに当該

期間に係る厚生年金保険料の給与からの控除について確認できる資料は見当たらない

ものの、申立人から提出のあった当該期間の前後の期間に係る給料明細書において確

認できる厚生年金保険料控除額から判断すると、申立人は、当該期間においても、前

後の期間と同様、いずれも 36 万円の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、保険料を納付したか否かについては不明としているが、平成元年１月から

12 年 10 月までの期間について、オンライン記録上の申立人に係る標準報酬月額の記

録と上記給料明細書等において確認できる保険料控除額を基に算定した標準報酬月額

が、長期間にわたり一致していないことから、事業主は、当該給料明細書等において

確認できる保険料控除額に見合う報酬月額を社会保険事務所（当時）に対して届け出

ておらず、その結果、社会保険事務所は、当該報酬月額に基づく標準報酬月額に見合

う保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

３ 申立期間のうち、昭和 52 年４月から同年７月までの期間、54 年４月、同年５月、

同年７月、同年９月、同年 11 月から 55 年６月までの期間、同年９月、57 年５月、



                      

  

61 年７月、同年８月、同年 10 月から 62 年９月までの期間及び同年 11 月から 63 年

３月までの期間については、申立人から提出のあった当該期間に係る給料明細書によ

り、申立人は、当該期間において、オンライン記録上の標準報酬月額に見合う報酬月

額を超える月例給与（総支給額）を支給されていたことは確認できるものの、当該給

料明細書において確認できる厚生年金保険料控除額を基に算定した標準報酬月額は、

オンライン記録上の申立人に係る標準報酬月額の記録と一致している。 

このため、上記１を踏まえると、当該期間については、報酬月額に基づく標準報酬

月額より厚生年金保険料控除額に基づく標準報酬月額が低く、当該控除額に基づく標

準報酬月額はオンライン記録と一致していることから、上記給料明細書に基づき記録

訂正を行うことはできない。 

４ 申立期間のうち、昭和 53年１月から 54年３月までの期間、同年６月、同年８月、

同年 10月、55年７月、同年８月、同年 10月から同年 12月までの期間、58年１月か

ら 61 年６月までの期間、同年９月及び 63 年４月から同年 12 月までの期間について

は、申立人から提出のあった当該期間に係る給与所得の源泉徴収票、所得税の確定申

告書の控え及び市民税・都道府県民税課税明細書等において確認できる社会保険料等

を基に算定した厚生年金保険料控除額に見合う標準報酬月額は、オンライン記録上の

申立人に係る標準報酬月額の記録と一致している。 

このため、上記１を踏まえると、当該期間については、厚生年金保険料控除額に基

づく標準報酬月額はオンライン記録と一致していることから、上記源泉徴収票等に基

づき記録訂正を行うことはできない。 

５ 申立期間のうち、昭和 46 年３月から 52 年３月までの期間、同年８月から同年 12

月までの期間、56 年１月から 57 年４月までの期間、同年６月から同年 12 月までの

期間及び 62年 10月については、申立人は当該期間に係る給料明細書を保管しておら

ず、また、Ａ社では、申立人の当該期間に係る報酬月額及び厚生年金保険料控除額に

ついて確認できる資料を保存していない上、オンライン記録から当該期間当時に厚生

年金保険に加入していることが確認できる複数の従業員のうち、連絡の取れた複数の

従業員は、いずれも給料明細書等を保管していないと供述しているため、申立人の主

張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料の給与からの控除等について確認するこ

とができない。 

６ このほか、申立期間のうち、昭和 46 年３月から 63 年 12 月までの期間（上記３、

４及び５に相当する期間）について、申立人の主張する標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、当該期間

について、申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案12971 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが

認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）本社における資格取得日に係る記

録を昭和 26 年７月６日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 8,000 円とすることが必

要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正10年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和26年７月６日から同年９月５日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。申立期間

に事業所間の異動はあったが、厚生年金保険料は給与から控除されていたので、厚生

年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録及びＢ社から提出のあった申立人に係る従業員台帳等から判断す

ると、申立人が申立期間にＡ社に継続して勤務し（昭和 26 年７月６日に同社Ｃ所から

同社本社に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社本社における昭和 26 年９

月の社会保険事務所（当時）の記録から、8,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、保険料を納付したとしているが、これを確認できる関連資料及び周辺事情は無い

ことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主が申立て

どおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所に対して行ったか否かにつ

いては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いことから、行ったとは認められ

ない。 



                      

  

東京厚生年金 事案12972 

 

第１ 委員会の結論 

申立期間のうち昭和 20 年５月６日から同年９月５日までの期間について、申立人の

Ａ事業所における資格喪失日は、同年９月５日であると認められることから、当該期間

に係る厚生年金保険被保険者の資格喪失日に係る記録を訂正することが必要である。 

なお、昭和 20 年５月から同年８月までの期間の標準報酬月額については、70 円とす

ることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正14年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和20年５月６日から21年７月26日まで 

② 昭和24年２月28日から同年11月21日まで 

Ａ事業所に勤務した期間のうちの申立期間①及びＢ事業所（現在は、Ｃ事業所）に

勤務した期間のうちの申立期間②について、厚生年金保険の加入記録が無い。当該期

間にそれぞれの事業所に勤務していたので、厚生年金保険の被保険者であったことを

認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①については、Ａ事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿及びオ

ンライン記録では、申立人は、昭和 20 年５月６日に同事業所における被保険者資格

を喪失してから、21 年７月 26 日に同事業所において被保険者資格を再取得するまで、

厚生年金保険の加入記録が無い。 

しかしながら、Ｄ県では、その保管する軍人・軍属の軍歴に係る資料に基づき、

「申立人と同姓同名で出身地も同じであった者について、陸軍軍人としての記録が存

在し、入隊日は不明であるものの『昭和 20 年９月５日復員』と記録されている。」

旨回答しているところ、同県保管資料において記録されている当該者の国内移動先と

申立人が供述している当時の国内移動先が一致していることや、申立人による陸軍に

召集されていた当時の状況についての具体的な供述等から判断すると、当該軍歴は申

立人の記録であると認められ、したがって、申立人は、昭和 20 年５月６日から同年

９月５日までの期間、陸軍に召集されていたことが認められる。 

また、当時の厚生年金保険法では、第 59 条の２により、昭和 19 年 10 月１日から



                      

  

22 年５月２日までの期間のうち、被保険者が陸海軍に徴集又は召集されていた期間

については、当該期間に係る厚生年金保険料を被保険者及び事業主共に全額免除し、

当該免除期間を被保険者期間として算入する旨規定されている。 

したがって、申立人が陸軍に召集されていた期間については、仮に厚生年金保険被

保険者としての届出が行われておらず、厚生年金保険法第 75 条本文の規定により、

厚生年金保険料を徴収する権利が時効によって消滅した期間であっても、年金額の計

算の基礎となる被保険者期間とすべきものであると考えられる。 

これらを総合的に判断すると、申立人のＡ事業所における厚生年金保険の被保険者

資格喪失日は、上記軍歴に係る資料における復員日である昭和 20 年９月５日とする

ことが妥当である。 

また、昭和 20 年５月から同年８月までの期間の標準報酬月額については、申立人

のＡ事業所における同年４月の社会保険出張所（当時）の記録から、70 円とするこ

とが妥当である。 

２ 申立期間①のうち昭和 20 年９月５日から 21 年７月 26 日までの期間については、

申立人は、復員後、Ａ事業所に正職員として勤務していた旨申し立てている。 

しかし、上記被保険者名簿では、Ａ事業所は昭和24年２月28日に厚生年金保険の

適用事業所でなくなっており、また、同事業所の当時の代表者、申立人が記憶してい

た複数の同僚及び当該被保険者名簿から申立人と同時期に厚生年金保険に加入してい

ることが確認できる複数の従業員は、いずれも連絡先が不明又は連絡が取れないため

供述が得られず、当該期間における申立人の勤務の実態や、厚生年金保険料の給与か

らの控除等について確認することができない。 

３ 申立期間②については、申立人は、Ｂ事業所に正職員として勤務していた旨申し立

てている。 

しかし、Ｃ事業所では、申立期間②当時の資料を保存していないため、申立人の当

該期間における勤務の実態や厚生年金保険料の給与からの控除等について確認するこ

とができない旨回答している。 

また、申立人が記憶していた複数の同僚その他のＢ事業所における当時の複数の従

業員は、いずれも死亡又は連絡先が不明であるため供述が得られず、申立人の申立期

間②における勤務の実態や、厚生年金保険料の給与からの控除等について確認するこ

とができない。 

さらに、厚生年金保険被保険者証記号番号払出簿における申立人の被保険者資格取

得日（昭和 24 年 11 月 21 日）は、Ｂ事業所に係る健康保険厚生年金保険事業所別被

保険者名簿、申立人に係る厚生年金保険被保険者台帳及びオンライン記録における申

立人の被保険者資格取得日と一致していることから、社会保険事務所（当時）の事務

処理に不自然な点は見当たらない。 

４ 以上のほか、申立期間①のうち昭和 20 年９月５日から 21 年７月 26 日までの期間

及び申立期間②については、申立人が氏名を提示した二人の知人にも照会したものの、

このうち一人は既に死亡しているため供述が得られず、また、残りの一人は、申立人



                      

  

がＡ事業所及びＢ事業所に勤務していた時期について明確な記憶が無いため、当該期

間における申立人の勤務の実態について確認することができない。 

このほか、当該期間に係る申立人の厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が

厚生年金保険の被保険者として、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案12973 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社における資格喪失日は、平成７年４月６日であると認められることから、

厚生年金保険被保険者の資格喪失日に係る記録を訂正することが必要である。 

なお、平成５年 11月から７年３月までの期間の標準報酬月額については、５年 11月

から６年９月までの期間は 44 万円、同年 10 月から７年３月までの期間は 41 万円とす

ることが妥当である。 

また、申立人は、申立期間のうち平成７年４月６日から同年５月１日までの期間の厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められることから、申立

人のＡ社における資格喪失日に係る記録を同年５月１日に訂正し、当該期間の標準報酬

月額を41万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和34年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成５年11月30日から７年６月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。当時の給

与支給明細書を提出するので、申立期間について厚生年金保険の被保険者であったこ

とを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間のうち平成５年 11月 30日から７年４月６日までの期間については、雇用

保険の加入記録により、申立人は、当該期間にＡ社に継続して勤務していたことが認

められる。 

一方、オンライン記録では、申立人について、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所で

なくなった平成６年９月 26 日（以下「全喪日」という。）以降の７年４月６日付け

で、いったん記録された６年 10 月の厚生年金保険の標準報酬月額の定時決定がさか

のぼって取り消されるとともに、同社における厚生年金保険の被保険者資格を５年

11 月 30 日に喪失した旨の処理が７年４月６日付けでさかのぼって行われていること

が確認できる。 



                      

  

しかしながら、Ａ社は法人事業所であり、全喪日以降も常時従業員が在籍していた

ことが確認でき、同社が厚生年金保険法の適用事業所としての要件を満たしていたも

のと認められることから、社会保険事務所（当時）において、当該適用事業所でなく

なった処理及び申立人の厚生年金保険の被保険者資格を喪失させる処理をさかのぼっ

て行う合理的な理由は見当たらない。 

また、Ａ社に係る閉鎖登記簿謄本により、申立人は取締役であったことが確認でき

るが、同社の当時の従業員及び同社から社会保険関係事務を委託されていた社会保険

労務士は、共に「申立人は営業を担当しており、社会保険事務にはかかわっていなか

った。」旨供述していることから、申立人は、資格喪失日に係る届出等の社会保険関

係事務について実質的な権限が無く、上記資格喪失処理に関与していないと認められ

る。 

これらを総合的に判断すると、申立人について、平成５年11月30日にＡ社におけ

る厚生年金保険の被保険者資格を喪失した旨の記録処理は有効なものとは認められず、

申立人の同社における資格喪失日は、上記社会保険事務所の処理日である７年４月６

日であると認められる。 

また、平成５年 11 月から７年３月までの期間の標準報酬月額については、訂正前

のオンライン記録から、５年 11 月から６年９月までの期間は 44 万円、同年 10 月か

ら７年３月までの期間は41万円とすることが妥当である。 

２ 申立期間のうち平成７年４月６日から同年５月１日までの期間については、申立人

から提出のあった給与支給明細書により、申立人は、同年４月に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、

標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるの

は、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞ

れに基づく標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか

低い方の額を認定することとなる。したがって、平成７年４月に係る標準報酬月額に

ついては、上記給与支給明細書において確認できる厚生年金保険料控除額から、41

万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、上

記のとおり、Ａ社は、全喪日以降の当該期間において厚生年金保険の適用事業所であ

りながら、社会保険事務所に適用の届出を行っていなかったことが認められることか

ら、事業主は、申立人に係る当該期間の保険料を納付する義務を履行していないと認

められる。 

３ 申立期間のうち平成７年５月１日から同年６月１日までの期間については、雇用保

険の加入記録により、申立人は、当該期間にＡ社に継続して勤務していたことが認め

られる。 

しかし、上記社会保険労務士は、「当時、Ａ社では、厚生年金保険料の給与からの

控除は翌月控除方式であった。」旨供述しており、この場合、従業員の退職月に係る



                      

  

給与からは、退職前月及び退職月の２か月分の保険料を控除されるところ、申立人か

ら提出のあった平成７年５月分（同年５月支給）の給与支給明細書における厚生年金

保険料控除額を基に算定した標準報酬月額（41 万円）が、オンライン記録における

申立人に係る同年３月以前の期間の標準報酬月額と一致していることから判断すると、

申立人は、同社の退職月であると主張する同年５月に係る給与から、同年４月の１か

月分の保険料のみ控除されていることが認められる。 

このほか、当該期間に係る申立人の厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が

厚生年金保険の被保険者として、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案12974 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社における資格喪失日は、昭和 21年７月 26日であると認められることか

ら、申立期間に係る厚生年金保険被保険者の資格喪失日に係る記録を訂正することが必

要である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、昭和20年３月から 21年３月までの期間

は120円、同年４月から同年６月までの期間は360円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正11年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和20年３月１日から21年７月26日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。申立期間

は召集により陸軍に入隊していたが、同社に在籍していたので、厚生年金保険の被保

険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社の一部事業承継会社であるＢ社から提出のあった申立人に係る労働者名簿その他

の人事関係資料及び同社の回答等から判断すると、申立人は、申立期間当時、Ａ社に在

籍していたことが認められる。 

一方、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿及びオンライン記録では、申立

人は、昭和 20 年３月１日に同社における被保険者資格を喪失してから、22 年４月１日

に同社において被保険者資格を再取得するまでの期間について、厚生年金保険の加入記

録が無い。 

しかし、Ｃ県から提出のあった申立人に係る「兵籍簿等（写）」により、昭和 18 年

４月 10 日から 21 年７月 26 日までの期間、申立人が陸軍に召集されていたことが確認

できる。 

また、当時の厚生年金保険法では、第 59条の２により、昭和 19年 10月１日から 22

年５月２日までの期間のうち、被保険者が陸海軍に徴集又は召集されていた期間につい

ては、当該期間に係る厚生年金保険料を被保険者及び事業主共に全額免除し、当該免除

期間を被保険者期間として算入する旨規定されている。 

したがって、申立人が陸軍に召集されていた期間については、仮に厚生年金保険被保



                      

  

険者としての届出が行われておらず、厚生年金保険法第 75 条本文の規定により、厚生

年金保険料を徴収する権利が時効によって消滅した期間であっても、年金額の計算の基

礎となる被保険者期間とすべきものであると考えられる。 

これらを総合的に判断すると、申立人のＡ社における厚生年金保険の被保険者資格喪

失日は、上記「兵籍簿等（写）」における復員日である昭和 21年７月 26日とすること

が妥当である。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 20 年２月の

社会保険出張所（当時）の記録から、同年３月から 21 年３月までの期間は 120 円、同

年４月から同年６月までの期間は360円とすることが妥当である。 



                      

  

東京厚生年金 事案12975 

 

第１ 委員会の結論 

申立期間のうち、昭和 15年６月１日から 16年 12月 14日までの期間について、申立

人のＡ社における資格取得日は 15年６月１日、資格喪失日は 16年 12月 14日であると

認められることから、当該期間に係る船員保険被保険者の資格取得日及び喪失日に係る

記録を訂正することが必要である。 

なお、当該期間の標準報酬月額については、昭和15年６月から 16年１月までの期間

は 25 円、同年２月から同年８月までの期間は 35 円、同年９月から同年 11 月までの期

間は55円とすることが妥当である。 

また、申立期間のうち、昭和 17年１月 13日から同年６月１日までの期間について、

申立人のＡ社における資格取得日は、同年１月 13 日であると認められることから、当

該期間に係る船員保険被保険者の資格取得日に係る記録を訂正することが必要である。 

なお、当該期間の標準報酬月額については、55円とすることが妥当である。 

さらに、申立期間のうち、昭和 20 年４月１日から同年 10 月 11 日までの期間につい

て、申立人のＡ社における資格取得日は、同年４月１日であると認められることから、

当該期間に係る船員保険被保険者の資格取得日に係る記録を訂正することが必要である。 

なお、当該期間の標準報酬月額については、140円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正13年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和15年６月１日から16年12月14日まで 

             ② 昭和17年１月13日から同年６月１日まで 

             ③ 昭和20年４月１日から同年10月11 日まで 

Ａ社に船員として勤務した期間のうち、申立期間①、②及び③について、船員保険

の加入記録が無い。Ａ社から提供のあった船員保険被保険者カード等を提出するので、

各申立期間について船員保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①については、申立人から提出のあった「船員保険被保険者カード」（Ａ

社が作成・保管。以下同じ。）の写し及び申立人によるＡ社に勤務していた当時の状

況についての具体的な供述等から判断すると、申立人は、Ｂ船の船員として、当該期



                      

  

間に同社に勤務していたことが認められる。 

また、上記「船員保険被保険者カード」によると、申立人は、昭和 15 年６月１日

にＡ社において船員保険の被保険者資格を取得し（取得時の保険等級は２級）、16

年 12月 14日に同資格を喪失している（喪失時の保険等級は５級）ことが確認できる

上、申立人については、保険等級の改定が同年２月１日（２級から３級に改定）及び

同年９月１日（３級から５級に改定）に行われていることが確認でき、このことから、

申立期間①において、申立人に対する給与の支給実態が認められる。 

さらに、Ａ社Ｂ船に係る船員保険被保険者名簿の記録では、昭和17年８月15日よ

り前に被保険者資格を取得しているすべての船員について資格取得日が記載されてい

ない上、船員保険被保険者台帳の記録では、15 年６月から 17 年 10 月までの期間に

同社における被保険者記録が存在する船員が確認できるにもかかわらず、船員保険船

舶所有者名簿では、同社の船員保険の適用日が同年６月１日と記載されているなど、

記録上の不備が認められ、社会保険事務所（当時は、社会保険出張所等。以下同

じ。）において年金記録の管理が適切に行われていなかったものと考えられる。 

なお、日本年金機構では、上記被保険者名簿及び船舶所有者名簿のほかに、上記多

数の船員のＡ社における被保険者資格取得日や、同社の船員保険の適用日について確

認できる資料を保存していないと回答している。 

加えて、上記「船員保険被保険者カード」において確認できる、申立人のＡ社にお

ける複数の被保険者資格取得日及び喪失日並びに保険等級及びその改定時期の各記録

は、オンライン記録等において申立人の船員保険の加入記録が無い申立期間①、②及

び③を除き、申立人に係る船員保険被保険者台帳の記録とおおむね一致している。 

これらを総合的に判断すると、申立人がＡ社において、昭和 15 年６月１日に船員

保険の被保険者資格を取得し、16 年 12 月 14 日に同資格を喪失した旨の届出を、事

業主が社会保険事務所に対してそれぞれ行ったことが認められる。 

また、申立期間①の標準報酬月額については、上記「船員保険被保険者カード」に

おいて確認できる保険等級の記録から、昭和 15 年６月から 16 年１月までの期間は

25 円、同年２月から同年８月までの期間は 35 円、同年９月から同年 11 月までの期

間は55円とすることが妥当である。 

２ 申立期間②については、上記「船員保険被保険者カード」の写し及び申立人による

Ａ社に勤務していた当時の状況についての具体的な供述等から判断すると、申立人は、

Ｃ船の船員として、当該期間に同社に勤務していたことが認められる。 

また、上記「船員保険被保険者カード」によると、申立人は、昭和17年１月13日

にＡ社において船員保険の被保険者資格を取得し、同年７月 17 日に同資格を喪失し

ていることが確認できる上、申立人については、申立期間②における保険等級が５級

であることが確認でき、このことから、当該期間において、申立人に対する給与の支

給実態が認められる。 

さらに、Ａ社Ｃ船に係る船員保険被保険者名簿の記録では、申立人の資格喪失日が

昭和 17年７月 17日であることが確認でき、これは上記「船員保険被保険者カード」



                      

  

の記録と一致しているところ、同名簿上のすべての船員について、資格喪失日が同日

と記載されているにもかかわらず資格取得日が記載されていない（ただし、同名簿の

摘要欄には「昭和 17 年７月＊日沈没」と記載されている。）上、船員保険被保険者

台帳の記録では、15 年６月から 17 年 10 月までの期間に同社における被保険者記録

が存在する船員が確認できるにもかかわらず、船員保険船舶所有者名簿では、同社の

船員保険の適用日が同年６月１日と記載されているなど、記録上の不備が認められ、

当時、社会保険事務所において年金記録の管理が適切に行われていなかったものと考

えられる。 

なお、日本年金機構では、上記被保険者名簿及び船舶所有者名簿のほかに、上記す

べての船員のＡ社における被保険者資格取得日や、同社の船員保険の適用日について

確認できる資料を保存していないと回答している。 

加えて、上記「船員保険被保険者カード」において確認できる、申立人のＡ社にお

ける複数の被保険者資格取得日及び喪失日並びに保険等級及びその改定時期の各記録

は、オンライン記録等において申立人の船員保険の加入記録が無い申立期間①、②及

び③を除き、申立人に係る船員保険被保険者台帳の記録とおおむね一致している。 

これらを総合的に判断すると、申立人がＡ社において、昭和17年１月13日に船員

保険の被保険者資格を取得した旨の届出を、事業主が社会保険事務所に対して行った

ことが認められる。 

また、申立期間②の標準報酬月額については、上記「船員保険被保険者カード」に

おいて確認できる保険等級の記録及び上記被保険者名簿において確認できる申立人の

昭和17年６月の標準報酬等級の記録から、55円とすることが妥当である。 

３ 申立期間③については、上記「船員保険被保険者カード」の写し及び申立人による

Ａ社に勤務していた当時の状況についての具体的な供述等から判断すると、申立人は、

当該期間に同社に勤務していたことが認められる。 

また、上記「船員保険被保険者カード」によると、申立人は、昭和 20 年４月１日

にＡ社において船員保険の被保険者資格を取得し、26 年６月１日に同資格を喪失し

ていることが確認できる上、申立人については、申立期間③における保険等級が７級

であることが確認でき、このことから、当該期間において、申立人に対する給与の支

給実態が認められる。 

さらに、申立人は、申立期間③について、「当時、自分は自宅待機中であったが、

Ａ社から給与を支給されていた。」旨供述している。一方、当時の船員保険法では、

第 18条に基づき、昭和 20年４月１日以降は、乗船、下船にかかわりなく、船員とし

て船舶所有者に使用される者は、当該使用されるに至った日から被保険者の資格を取

得することとなったところ、Ａ社では、上記「船員保険被保険者カード」に基づき、

「昭和 20 年４月当時、当社では、乗船していなかった者も船員保険に加入させてい

たものと考えられる。」旨回答している。 

加えて、オンライン記録では、申立期間③について、申立人のＡ社における船員保

険の被保険者資格取得日が昭和 20 年 10 月 11 日とされているところ、当該取得日等



                      

  

を確認できる船員保険被保険者名簿が保存されていない上、申立人に係る船員保険被

保険者台帳には、「昭和 21 年４月１日」と記載されている保険資格変更欄と同じ行

に、他の記載と異なる筆跡で、資格取得日として「昭和 20 年 10 月 11 日」と追記さ

れているなど、記録上の不備等が認められ、当時、社会保険事務所において年金記録

の管理が適切に行われていなかったものと考えられる。 

また、上記「船員保険被保険者カード」において確認できる、申立人のＡ社におけ

る複数の被保険者資格取得日及び喪失日並びに保険等級及びその改定時期の各記録は、

オンライン記録等において申立人の船員保険の加入記録が無い申立期間①、②及び③

を除き、申立人に係る船員保険被保険者台帳の記録とおおむね一致している。 

これらを総合的に判断すると、申立人がＡ社において、昭和 20 年４月１日に船員

保険の被保険者資格を取得した旨の届出を、事業主が社会保険事務所に対して行った

ことが認められる。 

また、申立期間③の標準報酬月額については、上記「船員保険被保険者カード」に

おいて確認できる保険等級の記録から、140円とすることが妥当である。 



                      

  

東京厚生年金 事案12976 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ組合における厚生年金保険被保険者の資格取得日は、昭和 45 年８月５日

であると認められることから、申立期間に係る厚生年金保険被保険者の資格取得日に係

る記録を訂正することが必要である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、昭和45年８月から 46年７月までの期間

は４万 5,000 円、同年８月から 47 年４月までの期間は７万 2,000 円とすることが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和21年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和45年８月５日から47年５月１日まで 

Ａ組合のレストランで勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が

無い。申立期間に同組合発行の健康保険証を使用した記憶があるので、申立期間につ

いて、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ組合における当時の従業員及び同僚の供述から、申立人が申立期間に同組合に勤務

していたことが認められる。 

また、Ａ組合に係る厚生年金保険被保険者原票によると、申立人は、昭和 45 年８月

５日に被保険者資格を取得し、47 年６月５日付けで被保険者資格がさかのぼって取り

消されていることが確認でき、申立人と同様の被保険者資格の取消処理は、同組合の被

保険者９人についても行われていることが確認できる。 

さらに、申立人は、「申立期間において、Ａ組合のレストランで午前 10 時から午後

８時ごろまで、レジ・売上金の集計業務などの担当者として勤務していた。」と供述し、

当時の同僚の妻も同様の供述をしているところ、上記の取消処理が行われた昭和 47 年

６月５日付けで、申立人に係る別の厚生年金保険記号番号が払い出され、同年５月１日

付けで同組合の被保険者資格を取得していることが確認でき、同様の処理は当時の同僚

一人（申立人の兄）についても行われていることが確認できる。 

加えて、年金事務所では、「当時のＡ組合に係る被保険者の資格取得日に係る届出書

等の資料は、保管期限を過ぎているため保管しておらず、同組合に係る上記の被保険者



                      

  

資格の取消し及び再取得の理由､経緯等が不明。」と回答している。 

また、当該年金事務所は、「Ａ組合に係る事業所原票は見当たらない。」と回答して

いることから、社会保険事務所（当時）の記録管理が必ずしも適切に行われていなかっ

たことがうかがわれる。 

さらに、Ａ組合の当時の事業主、総務部長、経理事務担当者及び厚生年金保険事務担

当者は既に死亡しており、回答のあった当時の従業員 11 人及び上記の同僚の妻からは、

当時の同組合の従業員に係る被保険者資格の取消理由等を確認できる供述が得られない。 

加えて、申立期間及びその直後の厚生年金保険加入期間における申立人の勤務形態及

び勤務内容に変更が無いにもかかわらず、社会保険事務所において、Ａ組合に係る申立

人の被保険者資格を取り消し、同日付けで再取得の処理を行う合理的な理由は見当たら

ない。 

これらの事情を総合的に判断すると、申立人に係る上記の被保険者資格の取得に係る

記録の訂正は事実に即したものとは考え難く、当該資格取得に係る有効な記録訂正があ

ったとは認められず、申立人の被保険者資格の取得日は、昭和 45 年８月５日であった

ものと認められる。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ組合における厚生年金保険被

保険者原票の記録から、昭和 45年８月から 46年７月までの期間は４万 5,000円、同年

８月から47年４月までの期間は７万2,000円とすることが妥当である。 



                      

  

東京厚生年金 事案12977 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが

認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）における資格取得日に係る記録を

昭和 28年２月 19日に訂正し、申立期間に係る標準報酬月額を 8,000円とすることが必

要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和７年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和28年２月 19日から同年６月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。申立期間

については、同社に継続して勤務していたので、厚生年金保険の被保険者として認め

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録及びＢ社から提出された申立人に係る「人事履歴書」から判断す

ると、申立人は、Ａ社に継続して勤務し（Ａ社海務部（「海上籍」（船員保険適用期

間））から同社経理部に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことが認められる。  

なお、異動日については、Ｂ社から提出された「人事履歴書」によると、申立人が申

立期間後の昭和 34年 11月に、Ａ社経理部から同社Ｃ支店に異動した際の厚生年金保険

の資格取得年月日が異動発令日の翌日であることから、申立人の同社における異動日は、

異動発令日の翌日とする取扱いが行われていたと判断されるので、申立人の同社におけ

る厚生年金保険の資格取得日を28年２月19日とすることが相当である。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 28 年６月の

事業所別被保険者名簿の記録から、8,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業主は不明

と回答しており、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、明らか

でないと判断せざるを得ない。 



                      

  

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主が申立て

どおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所（当時）に対して行ったか

否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、行ったとは

認められない。 

 



                      

  

東京厚生年金 事案12978 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが

認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）における資格取得日に係る記録を

昭和 46年９月１日、資格喪失日に係る記録を 47年 12月 21日とし、申立期間の標準報

酬月額を 46 年９月及び同年 10 月は 10 万円、同年 11 月から 47 年５月までは９万

2,000円、同年６月から同年11月までは10万4,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和21年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和46年９月１日から47年12月21日まで 

Ａ社に乗務員として勤務し、１か月間の見習期間後に厚生年金保険に加入した。申

立期間のうち、一部の期間の給料明細があり、給料から厚生年金保険料が控除されて

いるので、申立期間について、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録及び申立期間当時、Ａ社に勤務していた従業員の回答から、申立

人が申立期間に同社に継続して勤務していたことが認められる。 

また、申立人は、事業所名及び支給年が記載されていないものの、「７月」、「10

月」及び「12 月」と記載された３か月分の給料明細を所持しており、当該給料明細は、

当時のＡ社の従業員の供述から、同社が発行したものであると認められる。 

さらに、当該給料明細に記載された厚生年金保険料控除額及び報酬月額に見合う標準

報酬月額を、当時の保険料率から検証した結果、当該給料明細は、昭和 46年 10月支給、

同年 12月及び 47年７月支給のものと認められる。また、申立期間のうち、当該３か月

間以外の期間については、Ａ社において申立人と同じ職種であり、申立期間における厚

生年金保険の加入記録の無い従業員一人が、同社は､当時、給与から厚生年金保険料を

控除していた旨供述している。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたと認められる。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、当時のＡ社の事務担当者は、保険料を翌

月控除していたと供述しているところ、給料明細において確認できる保険料控除額及び

報酬月額から、昭和 46年９月及び同年 10月は 10万円、 同年 11月及び同年 12月は９



                      

  

万 2,000円、47年６月及び同年７月は 10万 4,000円とすることが妥当である。また、

同年１月から同年５月までの期間及び同年８月から同年 11 月までの期間については、

給料明細は無いものの、申立人が所持している当該期間の前の給料明細から、当該期間

についても従前の保険料が控除されていたと認められることから、同年１月から同年５

月までの期間は９万 2,000円、同年８月から同年11月は 10万 4,000円とすることが妥

当である。 

また、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業主は、関

係資料が無く保険料を納付したかどうか不明としているが、仮に、事業主から申立人に

係る被保険者資格の取得届が提出された場合には、その後被保険者報酬月額算定基礎届

や被保険者資格の喪失届を提出する機会があったこととなるが、いずれの機会において

も社会保険事務所（当時）が当該届出を記録しておらず、これは通常の処理では考え難

いことから、事業主から社会保険事務所に対する被保険者資格の得喪等に係る届出は行

われておらず、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る昭和 46 年９月から 47 年

11 月までの期間の保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に

係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

東京厚生年金 事案12979 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが

認められることから、申立人のＡ社Ｂ支店における資格取得日に係る記録を昭和 41 年

４月 19 日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を２万 4,000 円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和22年生     

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和41年４月 19日から同年５月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。申立期間

に異動はあったが、継続して勤務していたので、厚生年金保険の被保険者として認め

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録、Ａ社本社から提出された「人事個人票」、「社会保険被保険者

台帳」及び国民健康保険組合の加入記録から判断すると、申立人は、同社に継続して勤

務し（昭和 41年４月 19日にＡ社Ｃ部（現在は、Ａ社Ｄ支店）から同社Ｂ支店に異動）、

申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められ

る。   

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ支店における昭和 41 年

５月の厚生年金保険被保険者原票の記録から、２万4,000円とすることが妥当である。      

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業主は、申

立人の資格取得日に係る届出を社会保険事務所（当時）に対し誤って提出し、申立期間

に係る保険料についても納付していないことを認めていることから、これを履行してい

ないと認められる。 



                      

  

東京厚生年金 事案12981 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成５年１月１日から７年２月 28 日までの期間に係る標準報酬月額は、事

業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額であったことが認められること

から、当該期間の標準報酬月額の記録を、５年１月から６年 10月までは 53万円に、同

年11月から７年１月までは59万円に訂正することが必要である。 

また、申立人の平成７年２月28日から同年３月１日までの期間については、申立人は、

当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められ

ることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記録を同年３月１日に訂正し、当

該期間の標準報酬月額を59万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和25年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成５年１月１日から７年２月28日まで 

             ② 平成７年２月28日から同年３月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間①の厚生年金保険の標準報酬月額が実際

に給与から控除されていた保険料に見合う標準報酬月額と相違している。同社では、

取締役営業部長であり、厚生年金保険関係事務には関与していなかったので、申立

期間①について標準報酬月額を正しい記録に訂正してほしい。また、同社には平成

７年２月28日まで継続して勤務していたのに申立期間②の厚生年金保険の加入記録

が無い。当該期間の厚生年金保険料の控除が確認できる給与明細書を提出するので、

申立期間②について厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、申立人の当該期間に係る標準報酬月額は、オンライン記録に

よると、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所ではなくなった平成７年２月 28 日より後の

同年３月７日付けで、５年１月から６年 10 月までは 53 万円が８万円に、同年 11 月か

ら７年１月までは 59 万円が９万 2,000 円に、それぞれさかのぼって訂正処理されてい

ることが確認できる。 



                      

  

また、Ａ社の商業登記簿謄本によると、申立人は、昭和 60年６月 30日付けで同社の

取締役に重任し、遡及
そきゅう

訂正処理が行われた日（平成７年３月７日）の時点において、

引き続き、取締役であることが確認できるが、複数の元従業員は、「申立人は、営業担

当取締役であり、厚生年金保険関係の事務手続には関与していなかった。」旨供述して

いることから、申立人が当該訂正処理に関与していたとは考え難い。 

これらを総合的に判断すると、社会保険事務所において当該訂正処理を行う合理的な

理由は無く、申立期間①において、標準報酬月額に係る有効な記録訂正があったとは認

められず、申立人の当該期間に係る標準報酬月額は、事業主が社会保険事務所に当初届

け出たとおり、平成５年１月から６年 10 月までは 53 万円に、同年 11 月から７年１月

までは59万円に訂正することが必要である。 

申立期間②については、申立人から提出のあった給与明細書及びＡ社の複数の元従業

員の供述から、申立人は、同社に平成７年２月 28 日まで継続して勤務し、当該期間に

係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

そして、Ａ社の商業登記簿謄本によると、同社は、申立期間②において、解散・閉鎖

されてはおらず、法人格を有していたことが確認でき、厚生年金保険法に定める適用事

業所の要件を満たしていたものと判断できる。 

また、申立期間②の標準報酬月額については、申立人のＡ社における平成７年２月の

給与明細書の保険料控除額から、59万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、Ａ社

は、申立期間②当時、社会保険事務所において厚生年金保険の適用事業所としての記録

が無いことから、社会保険事務所は、申立人に係る平成７年２月の保険料について納入

の告知を行っておらず、事業主は、当該期間に係る保険料を納付する義務を履行してい

ないと認められる。 



                      

  

東京厚生年金 事案12982 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文の規定

により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされているが、申立人

は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認め

られることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特

例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間に係る標準賞与額を、平成 17 年７月 16

日は30万円、同年12月17日は35万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和11年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成17年７月16日 

             ② 平成17年12月 17日 

Ａ社に勤務した期間のうち申立期間の標準賞与額の記録が無い。同社は、既に訂正

の届出を行ったが、厚生年金保険料は時効により納付できず、申立期間①及び②の記

録は給付に反映されていないので、給付されるよう記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出のあった申立人に係る賃金台帳により、申立人は、平成 17年７月 16日

及び同年 12月 17日に、同社から賞与の支払を受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を

事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間①及び②の標準賞与額については、賃金台帳における当該賞与額に係

る厚生年金保険料控除額から、平成 17年７月 16日は 30万円、同年 12月 17日は 35万

円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、申立てに係る賞与の届出を社会保険事務所（当時）に対して提出していないこと、

また、当該賞与に係る厚生年金保険料を納付していないことを認めていることから、こ

れを履行していないと認められる。 



                      

  

東京厚生年金 事案12986 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが

認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）における資格喪失日に係る記録を

昭和 48年９月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 11万円とすることが必要であ

る。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和10年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和48年８月31日から同年９月１日まで 

Ａ社で勤務した期間のうち、申立期間について加入記録が無い。申立期間も同社に

継続して勤務していたので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間当時の経理責任者の供述及びＢ社の在籍証明書から判断すると、申立人がＡ

社及び関連会社のＣ社に継続して勤務し（Ａ社からＣ社に出向）、申立期間に係る厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。  

なお、異動日については、上記経理責任者は、「異動日は１日付けである。」と供述

していることから、昭和48年９月１日とすることが妥当である。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 48 年７月の

社会保険事務所（当時）の記録から、11万円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについては、事

業主は不明としているが、事業主が資格喪失日を昭和 48 年９月１日と届け出たにもか

かわらず、社会保険事務所がこれを同年８月 31 日と誤って記録することは考え難いこ

とから、事業主が同日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人

に係る同年８月の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の

告知を行ったものの、その後に納付すべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した

場合を含む。）、事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行して



                      

  

いないと認められる。 



                      

  

東京厚生年金 事案12987 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが

認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ支店における資格喪失日に係る

記録を昭和 37 年１月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を１万 8,000 円とするこ

とが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和10年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和36年12月31日から37年１月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間について、厚生年金保険の加入記録が無いこ

とが分かった。 

Ａ社Ｃ支店から昭和 37 年１月１日付けで同社本社への異動はあったものの、申立

期間も継続して勤務していたので、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の記録及びＢ社の回答から判断すると、申立人はＡ社に継続して勤務し

（同社Ｃ支店から同社本社に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたことが認められる。 

なお、異動日については、Ｂ社は「転勤の場合、通常、末日付けの異動は考え難い。

申立人は１日付けで異動していると思われる。」と回答していることから、昭和 37 年

１月１日とすることが妥当である。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｃ支店における昭和 36 年

11月の社会保険事務所（当時）の記録から、１万8,000円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについては、事

業主は不明としているが、事業主が資格喪失日を昭和 37 年１月１日と届け出たにもか

かわらず、社会保険事務所がこれを 36 年 12 月 31 日と誤って記録することは考え難い

ことから、事業主が同日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立

人に係る同年 12 月の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納



                      

  

入の告知を行ったものの、その後に納付すべき保険料に充当した場合又は保険料を還付

した場合を含む。）、事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行

していないと認められる。 



                      

  

東京国民年金 事案8988 

                                  

第１ 委員会の結論 

申立人の平成 12 年５月から同年８月までの国民年金保険料については、納付してい

たものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和54年生 

住    所 ：  

                       

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成12年５月から同年８月まで 

    私の母は、私が最初に就職するまでの期間の国民年金保険料を納付してくれていた。

申立期間前後の保険料が納付済みとなっているのに、申立期間の保険料が未納とされ

ていることに納得できない。                  

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の母親が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料(家計

簿、確定申告書等)が無く、申立人は、国民年金の加入手続及び保険料の納付に関与し

ておらず、保険料を納付したとする母親は、申立期間を含め前後の保険料を３回に分け

てまとめて納付したと説明するが、保険料の納付時期、納付期間及び納付場所に関する

記憶が曖昧
あいまい

である。 

また、オンライン記録によると、申立期間直後の平成 12年９月から 13年９月までの

保険料は、14 年 10 月 16 日に過年度納付されていることが確認でき、当該納付時点で

は、申立期間は時効により保険料を納付することができない期間であるなど、母親が申

立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人の母親が申立期間の国民年金保険料を納付していたと認めることはできない。 

 

 



                      

  

東京国民年金 事案8989 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成２年４月から同年６月までの期間及び３年７月の国民年金保険料につい

ては、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和38年生 

住    所 ：  

              

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成２年４月から同年６月まで 

             ② 平成３年７月 

    私は、平成５年ごろに市役所で厚生年金保険から国民年金への切替手続をした際、

未納期間の国民年金保険料をさかのぼって納付できると聞き、申立期間①の保険料を

さかのぼって納付した。また、申立期間②の保険料は、さかのぼって納付したか、平

成３年に国民年金の加入手続をした際に保険料を納付したと思う。申立期間①が国民

年金に未加入で、申立期間①及び②の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確

定申告書等）が無く、申立期間①については、申立人は保険料の納付に関する記憶が

曖昧
あいまい

である上、当該期間は国民年金の未加入期間であるため、制度上、保険料を納付

することができない期間である。 

また、申立期間②については、申立人は当該期間に係る国民年金の加入手続時期、手

続場所、保険料を納付した時期及び納付額の記憶が曖昧
あいまい

である上、申立人の国民年金

手帳の記号番号は申立期間より後の平成５年９月に払い出されており、オンライン記録

によると、当該期間に係る３年７月の資格取得は５年 10 月に記録追加されていること

が確認できる。以上のことから、当該期間は、記録追加されるまで未加入期間であった

ため、制度上、保険料を納付することができない期間であり、当該記録追加時点では、

時効により保険料をさかのぼって納付することができない期間である。 

さらに、オンライン記録によると、申立人は、払出時点から時効期限内で納められる

申立期間②直後の３年８月までさかのぼって保険料を納付していることが確認できるも

のの、当該払出時点では申立期間②の保険料は時効により納付することができないなど、

申立人が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 



                      

  

加えて、申立人は、厚生年金保険及び国民年金の記号番号が記載された年金手帳を所

持しているが、その他の年金手帳についての記憶は曖昧
あいまい

であるなど、申立期間当時、

別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 

 



                      

  

東京国民年金 事案8990 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成９年６月から同年９月までの期間、10 年６月から同年８月までの期間

及び 11 年４月の国民年金保険料については、納付していたものと認めることはできな

い。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和44年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成９年６月から同年９月まで 

             ② 平成10年６月から同年８月まで 

             ③ 平成11年４月 

    私は、厚生年金保険から国民年金への切替手続をきちんと行い、国民年金保険料を

納付していたと思う。申立期間が国民年金に未加入で保険料が未納とされているこ

とに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確

定申告書等）が無く、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険から国民年金への切替手

続時期及び保険料の納付額の記憶が曖昧
あいまい

である。 

また、申立期間②及び③については、オンライン記録によると、申立人が各申立期

間の直前の平成 10年６月１日及び 11年４月 16日に厚生年金保険の被保険者資格を喪

失したことに伴い、申立人に対して国民年金の加入勧奨が行われたものの、それぞれ

12年２月 21日及び 13年２月 20日時点まで加入手続が行われていなかったことが確認

できる上、申立期間は未加入期間であるため、納付書が発行されておらず、保険料を

納付することはできなかったと考えられるなど、申立人が申立期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案8991 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 53年 10月から 55年３月までの期間及び 56年８月から 58年９月まで

の期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和33年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ：  ① 昭和53年10月から55年３月まで 

② 昭和56年８月から58年９月まで 

私は、昭和 53 年＊月に 20 歳になったことをきっかけとして､国民年金の加入手続

を行った。申立期間①の国民年金保険料は両親の援助を受けて納付し、申立期間②の

保険料は自身の給与から納付した。申立期間の保険料が未納とされていることに納得

できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確

定申告書等）が無く、申立人は、申立期間①当初の国民年金の加入手続を自宅近くの金

融機関で行い、申立期間①及び②の保険料を毎月納付していたと説明するが、申立人が

当時居住していた区では、金融機関での加入手続は行われておらず、保険料は原則３か

月納付であったことから、当該区の当時の加入手続方法及び保険料の納付方法と相違す

る。 

また、申立人が所持する年金手帳に記載されている国民年金手帳の記号番号は、申立

期間よりも後の昭和 60年 11月ごろに払い出されていることが確認でき、当該払出時点

では、申立期間①及び②は、いずれも時効により、保険料を納付することができない期

間である。 

さらに、申立人は、申立期間②の厚生年金保険から国民年金への切替手続を行った記

憶が無いと説明しているなど、申立人が申立期間の保険料を納付していたことをうかが

わせる周辺事情も見当たらない。 

加えて、申立人は、現在所持する年金手帳以外の手帳を所持していた記憶が無いと説

明している上、申立人が居住する区及び社会保険事務所（当時）において、申立期間当

時に申立人に対して年金手帳が払い出されていた記録は無いなど、当時、申立人に別の



                      

  

手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 

 

 



                      

  

東京国民年金 事案 8992 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成 13 年８月の国民年金保険料については、納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和46年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成13年８月 

    私は、会社を退職する都度、厚生年金保険から国民年金への切替手続を適切に行い、

国民年金保険料を納付していた。申立期間の保険料が未納とされていることに納得で

きない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、確定申

告書等）が無く、申立期間については、申立期間直前の平成 13 年８月１日に厚生年金

保険被保険者資格を喪失したことにより、勧奨事象が発生したとして、申立人に対し未

加入期間国年勧奨が発送された後、平成 15 年２月に勧奨関連対象者一覧表が作成され

ていることから、当該作成時点まで厚生年金保険から国民年金への切替手続が行われて

いなかったものと考えられる。 

また、申立人の平成 13 年８月１日の資格取得及び同年９月４日の資格喪失の記録は、

15 年 11 月 25 日に追加されたことが確認でき、当該記録が追加されるまで申立期間は

未加入期間であり、記録追加された時点では、申立期間は時効により保険料を納付する

ことができないなど、申立人が申立期間の保険料を納付したことをうかがわせる周辺事

情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案8996             

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成２年５月から同年７月までの期間及び３年１月の国民年金保険料につい

ては、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和37年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成２年５月から同年７月まで 

             ② 平成３年１月 

私は、平成３年ごろに国民年金の督促状が届いたので、申立期間①及び②の国民年

金保険料を納付したはずである。申立期間の保険料が未納とされていることに納得で

きない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「平成２年５月及び３年１月に会社を退職後、厚生年金保険から国民年金

への切替手続をそれぞれ行った。」と述べているが、その記憶が曖昧
あいまい

である上、オン

ライン記録によると、申立期間①及び②は、５年３月 17 日の資格得喪記録の追加によ

り、未加入期間から未納期間に整備されており、当該期間は、当時、未加入期間であり、

制度上、国民年金保険料を納付することができない期間である。 

また、申立期間②の直後の３年２月の保険料は、過年度納付されていることが確認で

き、前述の記録追加の処理日及び時効期限を踏まえると、申立期間の保険料は時効によ

り納付することができなかったものと考えられる。 

さらに、オンライン記録によれば、申立人が所持する年金手帳の記号番号が払い出さ

れたのは、昭和 59 年５月ごろであると推認され、申立人は、「現在所持する年金手帳

のほかに年金手帳を所持していたことはない。」と述べているなど、申立期間①及び②

当時、申立人に対して別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も

見当たらない。 

加えて、申立人が申立期間①及び②の保険料を納付していたことを示す関連資料（家

計簿、確定申告書等）が無く、申立人は、納付した保険料額の記憶が曖昧
あいまい

である。 

このほか、申立人が申立期間①及び②の保険料を納付していたことをうかがわせる周

辺事情も見当たらない。 



                      

  

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案8997      

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 63 年４月から平成３年６月までの国民年金保険料については、納付し

ていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和41年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和63年４月から平成３年６月まで 

私は、昭和 63 年３月に短期大学を卒業後、１年ぐらい経ったころに、将来年金を

受給するためには国民年金に加入しなければいけないと考え、自身で加入手続を行い、

そのときから国民年金保険料をすべて納付してきた。申立期間の保険料が未納とされ

ていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金手帳の記号番号は、申立期間後の平成５年７月ごろに払い出されて

おり、申立人は、現在所持する年金手帳以外に手帳を所持していた記憶は無く、申立期

間当時、申立人に対して別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情

も見当たらない。 

また、オンライン記録によると、前述の手帳記号番号払出し直後の平成５年８月から

７年４月にかけて、申立期間直後の３年７月から５年３月までの国民年金保険料を、ほ

ぼ毎月、時効により納付できなくなる直前に過年度納付していることが確認できる。 

さらに、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確

定申告書等）が無く、申立人は、申立期間に係る保険料の納付金額の記憶が曖昧
あいまい

であ

る。 

このほか、申立人が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も

見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 

 



                      

  

東京国民年金 事案8998                 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 61 年６月から平成３年３月までの国民年金保険料については、納付し

ていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和41年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和61年６月から平成３年３月まで                           

    私の父は、私が 20歳になった昭和 61年＊月ごろに私の国民年金の加入手続を行っ

た。また、私の申立期間の国民年金保険料は、私の母が納付してくれていた。申立

期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 申立人が所持する年金手帳には、国民年金に関して、初めて被保険者となった日とし

て平成３年４月１日と記載されており、申立人は、「申立期間当時、私は学生であっ

た。」と述べていることから、申立期間は任意加入対象期間であり、さかのぼって国民

年金の被保険者となることはできず、申立期間は国民年金の未加入期間であり、制度上、

国民年金保険料を納付することができない期間である。 

また、オンライン記録によれば、申立人が所持する年金手帳の記号番号が払い出され

たのは、平成３年４月ごろであると推認され、申立人は、「現在所持する年金手帳以外

に年金手帳を所持していた記憶が無い。」と述べており、申立期間以前に、申立人に対

して別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

さらに、申立人の母親が申立人の申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資

料（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人は、国民年金の加入手続及び保険料の納付

に関与しておらず、加入手続を行ったとする父親は、加入手続の時期及び国民年金手帳

に関する記憶が曖昧
あいまい

である。 

このほか、申立人の母親が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺

事情も見当たらない。 

 これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案8999 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 51年５月から 53月３月までの国民年金保険料については、納付してい

たものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和31年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和51年５月から53年３月まで 

私が 20 歳になったとき、勤務していた飲食店に区役所かどこかの方が来てくれて

国民年金の加入手続を行った。国民年金保険料は飲食店の給料から控除されていた。

申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

国民年金事務組合の事業団の国民年金記号番号簿によると、申立人の国民年金手帳の

記号番号は、昭和 53 年２月に払い出されており、同事業団による国民年金保険料の徴

収は 53 年４月から開始されていることが確認できる。また、申立人が申立期間の保険

料を納付するには、保険料をさかのぼって納付することになるが、申立人は、「保険料

をさかのぼって納付したことはないと思う。」と述べている。 

さらに、オンライン記録においても、53 年４月から保険料が納付されていることが

確認でき、国民年金事務組合の事業団の記録と符合する。               

加えて、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確

定申告書等）が無く、申立人は、保険料の納付に関与しておらず、保険料を納付したと

する申立人が勤務していた店の経営者は既に死亡しているため、申立期間当時の納付状

況等を確認することができない。 

このほか、申立人が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も

見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案9000             

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 47年 10月から平成３年１月までの国民年金保険料については、納付し

ていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和27年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和47年10月から平成３年１月まで 

私は、昭和47年10月ごろ、妻に勧められて国民年金に加入し、国民年金保険料も

前納で納付してきた。申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、当初、「私は昭和 47 年 10 月ごろに、妻に勧められて国民年金に加入し

た。」と述べている。 

しかしながら、申立人の国民年金手帳の記号番号は、平成５年２月ごろに払い出され

ており、その旨を説明すると申立人は、「平成２年の再婚後に妻に勧められて加入した。

昭和 47 年ごろは加入していなかったかもしれない。47 年から加入していたと思ったの

は、年金手帳の「初めて被保険者となった日」欄に 47 年 10 月 10 日と記載されている

からである。また、年金手帳は、現在所持する１冊のみであり、それ以外に別の年金手

帳を所持したことはない。」と述べており、５年２月以前に、申立人に対して別の手帳

記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

また、オンライン記録によれば、前述の記号番号の払出し後の平成５年３月及び同年

４月の２度に分けて、申立期間直後の３年２月から４年３月までの期間の国民年金保険

料は過年度納付されていることが確認できる上、付加保険料納付の申出が５年３月に行

われ、以後、付加保険料を納付していることが確認できる。 

さらに、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確

定申告書等）は無く、ほかに申立人が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわ

せる周辺事情も見当たらない。 

これらの申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案9001             

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 40年４月から 43年２月までの国民年金保険料については、納付してい

たものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和20年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和40年４月から43年２月まで 

私の母は、私が 20 歳になったときに、私の国民年金の加入手続を行い、国民年金

保険料を納付してくれていた。申立期間の保険料が未納とされていることに納得でき

ない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が所持している国民年金の手帳記号番号は、平成９年１月の基礎年金番号の付

番に基づくものであり、申立人は、「所持する年金手帳以外に国民年金手帳を所持して

いたことはない。」と述べており、同年同月以前に申立人に対して、国民年金の手帳記

号番号が払い出されたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

また、申立人は、申立期間当時においては学生で国民年金の任意加入対象者であり、

上述のとおり国民年金の加入手続が行われていないことから、申立期間は未加入期間と

なっており、制度上、国民年金保険料を納付することはできない。 

加えて、申立人が保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書

等）が無い上、申立人は国民年金の加入手続及び保険料の納付に関与しておらず、国民

年金の加入手続及び保険料納付をしたとする母親は既に死亡しているため、申立人の国

民年金の加入状況及び納付状況を確認することができない。 

このほか、申立人の母親が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺

事情は見当たらない。 

これらの申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案9002 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 62 年１月から平成２年３月までの国民年金保険料については、納付し

ていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和42年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和62年１月から平成２年３月まで 

私は、大学卒業後の平成２年４月に派遣社員として働き始めた際、国民年金に加入

し、その後、20 歳にさかのぼって国民年金保険料を納めるよう納付書が届いたので、

数回にわたり保険料を納付した。申立期間が国民年金に未加入で保険料が未納とされ

ていることに納得できない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金手帳の記号番号は、平成３年８月ごろに払い出されており、また、

申立人は、「申立期間は、大学生だった。」と述べていることから、申立期間は任意加

入適用期間であり、さかのぼって被保険者資格を取得することができず、申立期間は未

加入期間であることから、社会保険事務所（当時）から申立期間の納付書が送付される

こともなく、申立期間は国民年金保険料を納付することができない期間である。 

さらに、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確

定申告書等）が無く、申立人は、「送られてきた納付書を何回かに分けて納付した。」

と述べているが、申立人は申立期間に係る保険料の納付回数、納付金額等の記憶が

曖昧
あいまい

である。 

このほか、申立人が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も

見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 

 



                      

  

東京国民年金 事案9003 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和48年１月から平成17年12月までの国民年金保険料については、納付して

いたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和16年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和48年１月から平成17年12月まで 

    私は、昭和 36 年から 48 年まで自宅にいなかったが、国民年金保険料の未納の通知が

母のもとに数百通届いていた。48 年ごろに区役所に行って相談し、その後は保険料を納

付することとした。当初の１年間は私が郵便局で保険料を納付し、その後は元内縁の妻

及び妻が保険料を納付してくれていた。申立期間が国民年金に未加入で保険料が未納と

されていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人、申立人の元内縁の妻及びその妻が申立期間の国民年金保険料を納付していたこ

とを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、申立期間の大部分の保険料を納付し

ていたとされる元内縁の妻及び妻から当時の納付状況等を聴取することが困難であるため、

当時の状況が不明である。 

また、申立人は外国籍であり、昭和 56 年 12 月以前は、在日外国人は国民年金に加入す

ることはできなかったこと、申立人が当時居住していた区及び所轄社会保険事務所（当

時）において、申立人に国民年金手帳の記号番号が払い出された記録は無く、申立期間は

未加入期間のため、保険料を納付することができない期間であることなど、申立人、元内

縁の妻及び妻が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たら

ない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申立

人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案9004 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 36年５月から 41年３月までの国民年金保険料については、納付してい

たものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和13年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和36年５月から41年３月まで 

私は、昭和 36 年４月から町会長でもあるアパートの大家に、夫婦二人分の国民年

金保険料を家賃及び町会費と一緒に納付してきた。申立期間の保険料が未納とされて

いることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確

定申告書等）が無く、申立人は、当時居住していた区で町会長に夫婦二人分の保険料を

納付していたと主張しているが、申立人の国民年金手帳の記号番号は２回払い出されて

おり、一つ目の手帳記号番号は、昭和 36 年１月ごろに申立人の実家所在地の村で母親

及び兄と連番で払い出されていることが国民年金手帳記号番号払出簿から確認でき、当

該手帳記号番号では申立期間直前の同年４月分の保険料の納付記録しかないことが国民

年金被保険者台帳から確認できるほか、当該被保険者台帳の記載から、被保険者台帳は、

申立期間後の 42年９月 11日に実家所在地を管轄する社会保険事務所（当時）から一時

申立人の夫の実家所在地を管轄する社会保険事務所に移管され、その後 43年４月 15日

に上記の区を管轄する社会保険事務所に移管されていることが確認でき、同時点まで、

申立人は上記の区で当該手帳記号番号の被保険者として把握されていなかったと考えら

れる。 

また、二つ目の手帳記号番号は、申立期間後の昭和 41 年８月ごろに夫と連番で上記

区で払い出されていることが手帳記号番号払出簿から確認でき、当該払出時点では申立

期間の大部分は時効により保険料を納付することができない期間であること、当該払出

簿の夫の手帳記号番号欄には「重複」「取消」及び「廃棄」の記載があり、夫について

は、当該払出時点以前に居住していた区で既に払い出された手帳記号番号が存在し、こ

の手帳記号番号で保険料を納付していたことが確認できたことから、41 年８月ごろに



                      

  

払い出された手帳記号番号は取消等の処理がなされたと考えられるが、申立人について

は、上記のとおり、当該払出時点まで被保険者として把握されておらず、保険料が未納

であったことから夫と同様の手帳記号番号の取消等の処理が行われなかったと考えられ

ることなど、申立人が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も

見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案9005 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 48 年３月から同年８月までの国民年金保険料については、納付してい

たものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和25年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和48年３月から同年８月まで 

    私は、昭和 48 年３月に会社を退職後、すぐに国民年金の加入手続を区で行い、国

民年金保険料を納付したはずである。申立期間の保険料が未納とされていることに

納得できない。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確

定申告書等）が無く、申立人は、保険料額、保険料の納付時期及び納付方法についての

記憶が曖昧
あいまい

である。 

また、申立人は、婚姻前の会社退職後の昭和 48 年３月ごろに国民年金の加入手続を

し、申立期間の保険料を区の窓口で２回に分けて納付したと主張しているが、申立人

の国民年金手帳の記号番号は入籍した 48 年９月ごろに夫婦連番で払い出されているほ

か、申立人はさかのぼって保険料を納付した記憶は曖昧
あいまい

であること、申立期間の保険

料の一部（48 年３月分）は過年度保険料となるため当該区の窓口で納付することはで

きないこと、夫婦一緒に納付していたとする夫は、申立人と同様 48 年９月から保険料

の納付を開始しており、申立期間の保険料は未納になっていることなど、申立人が申

立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

さらに、申立人は、当該区から転出したことはなく、申立期間当時に別の手帳記号番

号が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 

 



                      

  

東京国民年金 事案9006 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 51年４月から 53年３月までの国民年金保険料については、納付してい

たものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和31年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和51年４月から53年３月まで 

    私の父は、私が 20歳になった昭和 51年＊月に国民年金の加入手続をし、申立期間

の国民年金保険料を納付してくれていた。申立期間の保険料が未納とされていること

に納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の父親が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計

簿、確定申告書等）が無く、申立人は、申立期間の国民年金の加入手続及び保険料の納

付に関与しておらず、保険料を納付していたとする父親から当時の納付状況等を聴取す

ることが困難であるため、当時の状況が不明である。 

また、申立人の国民年金手帳の記号番号は、申立期間後の昭和 55 年４月ごろに払い

出されており、当該払出時点で過年度納付が可能であった 53 年４月以降の保険料は納

付されているが、それより前の申立期間の保険料を納付するためには当時実施されてい

た第３回特例納付により納付する以外になく、申立人は、父親から特例納付で保険料を

納付したとは聞いていないと説明していることなど、申立人の父親が申立期間の保険料

を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

さらに、申立期間当時に申立人に別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかが

わせる事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案9007 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 51年３月から 54年３月までの国民年金保険料については、納付してい

たものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和31年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和51年３月から54年３月まで 

私の父は、私が 20 歳になった翌月に私の国民年金の加入手続を行い、私が就職す

るまでの国民年金保険料を納付してくれていた。申立期間の保険料が未納とされてい

ることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の父親が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計

簿、確定申告書等）が無く、申立人は、国民年金の加入手続及び申立期間の保険料の納

付に関与しておらず、保険料を納付していたとする父親から当時の納付状況等を聴取す

ることができないため、当時の状況が不明である。 

 また、申立人の国民年金手帳の記号番号は、申立人が第３号被保険者資格の取得の届

出をした昭和 63 年８月に払い出されており、当該払出時点で申立期間は学生の任意加

入適用期間の未加入期間であり、制度上、保険料を納付することができない期間である

こと、申立人が所持する年金手帳にも、初めて被保険者となった日は第３号被保険者資

格を取得した 62年 11月１日と記載されていることなど、申立人の父親が申立期間の保

険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

さらに、申立期間当時に、別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる

事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案9008 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 44年 11月から 46年４月までの期間及び昭和 47年１月から同年３月ま

での期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和24年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和44年11月から46年４月まで 

             ② 昭和47年１月から同年３月まで 

 私の父は、私が20歳のときに、国民年金の加入手続をし、申立期間①の国民年金保

険料を納付してくれていた。また、会社退職後の昭和47年１月以降の保険料は自身で

納付しており、申立期間②だけ未納のままにしておくことは考えられない。申立期間

の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、申立人の父親が当該期間の国民年金保険料を納付していたこ

とを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人は国民年金の加入手続及び

保険料の納付に関与しておらず、加入手続及び保険料を納付していたとする父親から当

時の納付状況等を聴取することができないため、当時の状況が不明である。また、申立

人の手帳記号番号は申立期間後の昭和 48 年４月に払い出され、申立人が所持する国民

年金手帳にも発行日が 48年３月 27日と記載されており、当該払出時点では、当該期間

の大部分は時効により保険料を納付することができない期間であること、当該期間当時

に申立人に別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらな

いことなど、申立人の父親が当該期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺

事情も見当たらない。 

申立期間②については、申立期間①と同様、当該期間の保険料を納付していたことを

示す関連資料が無く、申立人が所持する領収証書により、申立人は、当該期間直後の昭

和 47 年度の保険料を 48 年４月４日に現年度納付（厚生年金保険加入期間の 47 年５月

から同年 12 月については還付処理）していることが確認できるが、申立人は、保険料

の過年度納付に関する記憶が曖昧
あいまい

であるなど、申立人が当該期間の保険料を納付して

いたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 



                      

  

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人の父親及び申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



                      

  

東京国民年金 事案9011 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 59年４月から 61年９月までの期間及び 63年 10月から平成元年６月ま

での期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和38年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和59年４月から61年９月まで 

             ② 昭和63年10月から平成元年６月まで 

    私は、昭和 59 年３月に退職後、母に勧められて区役所出張所で国民年金の加入手

続を行い、金融機関か郵便局で国民年金保険料を納付していた。61年 10月に学生に

戻ったため資格喪失手続を行い、63 年９月に卒業した際は、再び加入手続を行い、

保険料の納付を再開した。申立期間の保険料が未納とされていることに納得できな

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確

定申告書等）が無く、申立人は申立期間の納付額に関する記憶が曖昧
あいまい

である。    

また、申立人の国民年金手帳の記号番号は、申立期間②より後の平成３年７月に払い

出されており、当該払出時点で、過年度納付することが可能な申立期間②直後の元年７

月以降の保険料が納付されていることが確認できるものの、当該払出時点では、申立期

間①及び②の大半の保険料は時効により納付することができないなど、申立人が申立期

間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   さらに、申立期間当時、申立人が居住していた区及び所轄社会保険事務所（当時）に

おいて、申立人に対して手帳記号番号が払い出された記録は無く、別の手帳記号番号が

払い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案9012 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 62年 10月から平成２年２月までの国民年金保険料については、納付し

ていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和42年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和62年10月から平成２年２月まで 

    私は、学生時代に、母が「なぜ学生は収入が無いのに国民年金保険料を払わなくて

はいけないのかしら。」と言っていたことを憶
おぼ

えており、母は私の学生時代の保険

料を納付してくれていた。また、就職時に会社の人事担当者から「国民年金に加入

していたが、これからは厚生年金保険一つになる。」と言われたことも記憶してい

る。申立期間が国民年金に未加入で保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の母親が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計

簿、確定申告書等）が無く、申立人は、国民年金の加入手続及び保険料の納付に関与し

ておらず、母親から当時の加入手続及び保険料納付の状況を聴取することができないた

め、当時の状況が不明である。 

また、申立期間は未加入期間であるため、制度上、保険料を納付することができない

期間であるなど、母親が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情

も見当たらない。 

   さらに、申立人は、申立期間当時に母親から年金手帳を受け取った記憶は無いと説明

しており、申立人が当時居住していた区及び所轄社会保険事務所（当時）においても、

申立期間当時に申立人に対して国民年金手帳の記号番号が払い出された記録は無いなど、

申立人に手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案9013 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 63 年４月から平成２年４月までの国民年金保険料については、納付し

ていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和42年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和63年４月から平成２年４月まで 

私は、国民年金保険料納付の督促状が届いたので、未納分の保険料として 20 数万

円を金融機関で納付した。申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確

定申告書等）が無く、申立人は、国民年金の加入手続を行った時期及び保険料の納付時

期についての記憶が曖昧
あいまい

である。 

   また、申立人は、平成２年１月から同年４月までの間に督促状が届いたため、申立期

間の保険料を納付したと説明するものの、申立人の国民年金手帳の記号番号は、当該時

期よりも後の４年６月に払い出されていることが確認でき、申立人が当時居住していた

区の電算記録にも、申立人は４年６月３日の資格取得届出により初めて国民年金に加入

した旨の記録が確認できる。 

さらに、申立人の手帳記号番号が払い出された時点では、申立期間は時効により保険

料を納付することができない期間である上、申立人は、当該払出時点から、時効期間内

で過年度納付することが可能であった２年５月分までさかのぼって納付しており、さか

のぼった期間の保険料額は、申立人が納付したと説明する金額とおおむね一致するなど、

申立人が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   加えて、申立人は現在所持する年金手帳以外の年金手帳を所持していた記憶は無いと

説明しているなど、申立人に別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる

事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案9014 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成 10年９月から 11年２月までの国民年金保険料については、納付してい

たものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和53年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成10年９月から11年２月まで 

私は、平成 11 年に区役所で国民年金保険料の免除申請手続を行った際、申立期間

の保険料を一括して納付した。申立期間の保険料が未納とされていることに納得でき

ない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確

定申告書等）が無く、申立人は、申立期間直後の平成11年４月に保険料の免除申請を行

い、その後も12年４月からは学生納付特例の申請を行っており、13年３月に厚生年金保

険に加入するまでの保険料の納付が免除されていることが確認できるが、申立人は、申

立期間の保険料の納付について「大きな金額だった」と説明するのみであり、納付金額、

納付すべき保険料額を知った経緯及び区役所で保険料を納付した際の状況に関する記憶

が曖昧
あいまい

であるなど、申立人が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周

辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 

 



                      

  

東京国民年金 事案9015 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成４年 12月から５年３月までの期間及び５年 12月から６年９月までの期

間の国民年金保険料については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和47年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成４年12月から５年３月まで 

             ② 平成５年12月から６年９月まで 

私の母は、私の国民年金の加入手続をして、国民年金保険料を納付してくれていた。

申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 
 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の母親が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計

簿、確定申告書等）が無く、申立人は、国民年金の加入手続及び保険料の納付に関与し

ておらず、加入手続を行い保険料を納付したとする母親は、加入手続の時期、手続の場

所、保険料の納付額、納付時期、納付場所及び納付方法の記憶が曖昧
あいまい

である。 

また、申立人が学生であった申立期間①については、申立人の二人の姉も、学生であ

った 20 歳から厚生年金保険に加入するまでの期間が未加入期間である上、オンライン

記録により、申立期間①及び②の資格取得及び資格喪失の記録は平成 12 年 11 月 16 日

に追加されていることが確認できるため、当該記録追加時点では、申立期間はいずれも

未加入期間であり、制度上、保険料を納付することができない期間であるなど、母親が

申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

さらに、申立人及びその母親は、申立期間当時に国民年金の年金手帳を交付された記

憶が無い上、申立期間当時に、申立人に対して国民年金手帳の記号番号が払い出された

記録は無いなど、申立人に手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も

見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案9016 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 63年 10月から平成元年５月までの国民年金保険料については、納付し

ていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和35年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和63年10月から平成元年５月まで 

    私は、昭和 63 年９月まで勤めていた会社を退職した後、市役所で国民健康保険の

加入手続を行うとともに、市役所年金課の窓口で国民年金の加入手続も行い、その後、

平成元年３月までの国民年金保険料をまとめて納付した。元年４月及び同年５月の保

険料は、母が納付してくれたと思う。申立期間が国民年金に未加入で、保険料が未納

とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人及びその母親が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人は、申立期間の納付額の記憶が曖昧
あいまい

である。 

また、申立期間のうち平成元年４月及び同年５月については、母親から当時の納付状

況等を聴取することが困難であるため、当時の状況が不明である上、申立期間は未加入

期間であり、制度上、保険料を納付することができない期間であるなど、申立人及びそ

の母親が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

さらに、申立人は、現在所持する厚生年金保険の記号番号が記載された年金手帳以外

の手帳を所持していた記憶が曖昧
あいまい

であり、申立人が当時居住していた市及び所轄社会

保険事務所（当時）において、申立人の国民年金手帳の記号番号が払い出された記録は

無く、手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 

 



                      

  

東京国民年金 事案9017 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間の国民年金保険料については、納付されていたものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和23年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和43年10月から45年４月まで 

②  昭和45年５月から49年９月まで 

    私は、昭和 45 年４月の婚姻後、夫に勧められて国民年金に加入し、申立期間②の

国民年金保険料を納付してきた。その後、昭和 49年 10月ころ訪問してきた集金人に

20 歳からの未納分をさかのぼって納付できると言われ、その場で申立期間①の保険

料を納付した。申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 申立期間①について、申立人が転居先に訪問してきた集金人に国民年金保険料を納付

したとする昭和 49 年 10 月は、第２回特例納付の実施期間であり、さかのぼって納付

することは可能であるが、申立人が居住していたＡ県発行の「国民年金事業年報 74

（昭和 50 年７月）」によれば、第２回特例納付で重点的に納付勧奨する対象としてい

たのは、「時効消滅した保険料を納付しないと老齢年金の受給資格要件を満たし得な

い者」であり、申立人はその対象外であったことが推認される。 

加えて、申立人が申立期間①に保険料を納付していたことを示す家計簿、確定申告書

等の関連資料は無い上、申立人は、当該期間①の 20 歳からの分をさかのぼって納付し

たとする保険料額に関する記憶が曖昧
あいまい

である。 

このほか、申立人が申立期間①の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情

は見受けられない。 

申立期間②について、申立人は、「送付されてきた納付書により近くの金融機関で保

険料を納付していた。」と述べているが、申立期間は 53 か月に及んでおり、申立期間

②当時に申立人が保険料を納付していたとする金融機関及び申立期間②当時に申立人が

居住していた区の双方において、53 か月にわたって保険料の収納事務の誤りがあった

とは考え難い。 



                      

  

加えて、申立人が申立期間②に保険料を納付していたことを示す家計簿、確定申告書

等の関連資料は無い上、申立人は、申立期間②の保険料を納付したとする保険料額の記

憶が曖昧
あいまい

である。 

このほか、申立人が申立期間②の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情

は見受けられない。 

これらの申立内容並びにこれまで収集した関連資料及び周辺事情を総合的に判断する

と、申立人の申立期間①及び②の国民年金保険料については、納付されていたものと認

めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案9018 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間の国民年金保険料については、納付されていたものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和36年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和58年12月から60年12月まで 

    昭和 61 年１月ごろ区役所から国民年金の未納の通知書が届き、私が夫婦二人の国

民年金の加入手続を行い、二人分の国民年金保険料を２年さかのぼって一括で納付し

た。納付額は、二人併せて 40 万円くらいだった。申立期間の保険料が未納とされて

いることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「昭和 61 年１月ごろ区役所から国民年金の未納の通知書が届き、自身が

国民年金の加入手続を行った。」と主張しているが、申立人の国民年金手帳の記号番号

は、昭和 63 年１月ごろに夫婦連番で払い出されており、それ以前に別の手帳記号番号

が払い出されていたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

また、申立人の夫も申立人の申立期間と同じ期間の国民年金保険料が未納となってお

り、申立人が一括で二人分の保険料を納付したとする金額は、前述の手帳記号番号が払

い出された時点で、申立期間直後の保険料を過年度納付及び現年度納付したときの納付

済金額とおおむね一致するものの、申立期間の保険料額とは相違する。 

加えて、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す家計簿、確定申告書等

の関連資料が無い。 

このほか、申立人が、申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情

は見受けられない。 

これらの申立内容並びにこれまで収集した関連資料及び周辺事情を総合的に判断する

と、申立人の申立期間の国民年金保険料については、納付されていたものと認めること

はできない。 



                      

  

東京国民年金 事案9019 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間の国民年金保険料については、納付されていたものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和31年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和54年４月から61年６月まで 

    私は、22 歳だった昭和 54 年に市役所で国民年金の加入手続を行い、自身で申立期

間の国民年金保険料を納付していた。申立期間の保険料が未納とされていることに納

得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「昭和 54 年に国民年金の加入手続をしたときの市役所の建物は現在と同

じで、国民年金保険料を納付した金融機関も同じ建物内にあった。」と回答しているが、

加入手続や保険料納付に係る建物についての整合性が認められず、また、申立人が納付

したとする保険料額及び納付方法についても申立期間当時の状況と相違している。 

さらに、申立人の国民年金手帳の記号番号は、オンライン記録によれば、昭和 63 年

８月ごろに払い出されたものと推認され、また、申立人は、現在所持する年金手帳以外

の手帳を受領した記憶が無いことから、申立期間以前に別の手帳記号番号が払い出され

ていたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

加えて、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す家計簿、確定申告書等

の関連資料は無い。 

このほか、申立人は申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情は

見受けられない。 

これらの申立内容並びにこれまで収集した関連資料及び周辺事情を総合的に判断する

と、申立人の申立期間の国民年金保険料については、納付されていたものと認めること

はできない。 



                      

  

東京国民年金 事案9020 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間の国民年金保険料については、納付されていたものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和26年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和52年５月から52年12月まで 

    私は、昭和 52 年５月の婚姻時に、母に勧められ、母と一緒に区役所出張所に行っ

て、国民年金の加入手続を行い、申立期間の国民年金保険料を納付していた。申立期

間が国民年金に未加入とされ、保険料が未納とされていることに納得できない。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金手帳の記号番号は、申立人が申立期間当時居住していた区を管轄す

る社会保険事務所（当時）ではない別の社会保険事務所において昭和 61 年７月に払い

出されており、申立期間当時に別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせ

る事情も見当たらない。 

また、オンライン記録によれば、申立期間を含む昭和 52年３月から同年 12月までの

期間は、平成９年５月に資格得喪の記録が追加されたことにより、52 年３月及び同年

４月の期間は未納期間に、同年５月から同年 12 月までの期間は婚姻期間であり任意加

入期間となるため未加入期間にそれぞれ整備されたものであり、さらに、当該整備の時

点までは、申立人が婚姻していることが把握されておらず、申立期間は当初から国民年

金の未加入期間であったものと推認される。 

加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す家計簿、確定

申告書等の関連資料が無い上、申立人は、国民年金の加入手続並びに保険料の納付方法、

納付場所及び納付金額に関する記憶が曖昧
あいまい

である。 

このほか、申立人が申立期間において国民年金に加入し、国民年金保険料を納付して

いたことをうかがわせる周辺事情は見当たらない。 

これらの申立内容並びにこれまで収集した関連資料及び周辺事情を総合的に判断する

と、申立人の申立期間の国民年金保険料については、納付されていたものと認めること

はできない。 



                      

  

東京国民年金 事案9021 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間の国民年金保険料については、免除されていたものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和46年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成３年11月から９年２月まで 

私は、母に勧められて平成３年 11 月に国民年金の加入手続を行い、申立期間の国

民年金保険料は申請免除を受けていた。申立期間の保険料が免除とされておらず、未

納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間のうち、平成３年 11 月から５年７月までの期間については、オンライン記

録によれば、申立人の国民年金手帳の記号番号は５年９月に払い出されたものと推認さ

れることから、手帳記号番号の払出時点では、当該期間の免除申請をすることができな

い期間である。 

申立期間のうち、平成５年８月から７年３月までの期間については、申立人は大学生

であり、当時の「学生に係る保険料免除基準」によれば、当該免除の適否判断に際し、

親元の世帯の世帯員と同居しているか、別居しているかに関わらず、親元の世帯の所得

状況も考慮することとされており、また、実家の両親は申立期間の国民年金保険料を納

付している。これらの状況を考慮すると、申立人は免除申請を行っていなかったと考え

るのが自然である。 

申立期間のうち、平成７年４月から９年２月までの期間については、申立人は、「申

立期間の保険料については、低収入のため納付できなかったため、免除申請手続を毎年

行っていた。」と述べている。しかし、申立期間直後の免除申請は、９年４月１日に行

われ、前月の同年３月分の免除が承認されていることが確認でき、制度上、免除の承認

期間は、申請月の前月以降の保険料とされていることから、当該申請時点では、当該期

間の免除申請を行うことはできなかったものと考えられる。また、申立期間は、合計

64 か月と長期間に及んでおり、行政側において、年度ごとに行われる国民年金保険料

の免除申請手続について、申立期間に係る複数回のすべてに不適切な事務処理が生じた



                      

  

とは考え難い。 

加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料が免除されていたことを示す家計簿、確

定申告書等の関連資料が無い上、申立人は国民年金の加入時期等の記憶が曖昧
あいまい

である。 

このほか、申立人の申立期間の保険料が免除されていたことをうかがわせる周辺事情

は見当たらない。 

これらの申立内容並びにこれまで収集した関連資料及び周辺事情を総合的に判断する

と、申立人の申立期間の国民年金保険料については、免除されていたものと認めること

はできない。 

 



                      

  

東京国民年金 事案9022 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間の国民年金保険料については、納付されていたものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和44年生 

住    所 ：  

              

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成元年１月から３年３月まで 

② 平成15年８月から同年12月まで 

私の母は、私が 20 歳になった平成元年＊月に私の国民年金の加入手続を行い、大

学生であった申立期間①の国民年金保険料を納付した。結婚後の申立期間②の保険料

は、私が納付した。申立期間①及び②が国民年金に未加入で、保険料が未納とされて

いることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、当時、申立人は大学生であり、学生の強制加入制度が実施され

る平成３年４月より前の任意加入期間となり、当時の制度では、学生だった申立人は任

意加入手続により国民年金に加入できるが、申立期間①当時に申立人に国民年金手帳の

記号番号が払い出された記録は見当たらず、当該期間は、オンライン記録において未加

入期間となっているため、制度上、国民年金保険料を納付することができない期間であ

る。 

加えて、申立人は、「母が、自分が 20 歳になった平成元年＊月に加入手続を行っ

た。」と主張しているが、申立人の母が申立期間①の国民年金保険料を納付していたこ

とを示す家計簿、確定申告書等の関連資料が無い上、申立人は国民年金の加入手続及び

保険料の納付に関与しておらず、申立人の国民年金の加入手続を行い、申立期間①の保

険料を納付してくれていたとする母は、申立人の国民年金手帳に関する記憶が曖昧
あいまい

で

ある。 

このほか、申立人の母が、申立人の申立期間①の保険料を納付していたことをうかが

わせる周辺事情は見受けられない。 

申立期間②について、戸籍の附票によれば、申立人の住所地が申立期間②において海

外にあったことが確認でき、申立期間当時、海外在住の邦人は任意加入期間となり、ま



                      

  

た、申立人は「国民年金の任意加入の手続を行っていない。」と述べていることから、

申立期間②は未加入期間で保険料を納付することができない期間である。 

加えて、申立人が、申立期間②の保険料を納付していたことを示す家計簿、確定申告

書等の関連資料が無い上、申立人は、保険料の納付に関する記憶が曖昧
あいまい

である。 

このほか、申立人が、申立期間②の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事

情は見受けられない。 

これらの申立内容並びにこれまで収集した関連資料及び周辺事情を総合的に判断する

と、申立人の申立期間①及び②の国民年金保険料については、納付されていたものと認

めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案9023 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間の国民年金保険料については、納付されていたものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和32年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和52年２月から55年３月まで 

私の父は、私が学生だったころに私の国民年金の加入手続を行い、20 歳になった

昭和 52 年＊月からの国民年金保険料を納付してくれた。申立期間が国民年金に未加

入で、保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間当時は大学生であり、申立期間は学生の強制加入制度が実施され

る平成３年４月より前の任意加入期間となり、オンライン記録では未加入期間となって

いることから、申立期間は、制度上、さかのぼって国民年金保険料を納付することがで

きない期間である。 

さらに、申立人の国民年金手帳の記号番号は、オンライン記録によれば、昭和 55 年

10 月に払い出されたものと推認され、また、申立人は、同年４月にさかのぼって資格

取得していることが確認でき、申立期間以前に別の手帳記号番号が払い出されていたこ

とをうかがわせる事情も見当たらない。 

加えて、申立人の父が申立人の申立期間の保険料を納付していたことを示す家計簿、

確定申告書等の関連資料が無い上、申立人は、国民年金の加入手続及び保険料の納付に

関与しておらず、申立人の国民年金の加入手続を行い、申立期間の保険料を納付してく

れたとする父は死亡しているため、申立人の国民年金の加入状況及び納付状況を確認す

ることができない。 

このほか、申立人の父が申立人の申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせ

る周辺事情は見受けられない。 

これらの申立内容並びにこれまで収集した関連資料及び周辺事情を総合的に判断する

と、申立人の申立期間の国民年金保険料については、納付されていたものと認めること

はできない。 



                      

  

東京国民年金 事案9024 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間の国民年金付加保険料については、納付されていたものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和30年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成８年７月 

私の妻は、私が会社を退職した直後の平成８年７月に区役所出張所で私と妻の国民

年金加入手続を行い、夫婦二人分の国民年金保険料及び付加保険料を一緒に納付して

きた。申立期間の付加保険料が未納とされていることに納得できない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

     申立人の妻は、「平成８年７月に国民年金の加入手続を行い、夫婦二人分の国民年

金保険料及び付加保険料を一緒に納付してきた。」と述べているが、オンライン記録

によれば、申立人の妻の付加保険料納付の申出日は平成８年７月31日に行われている

ことが確認できるものの、申立人の付加保険料納付の申出は平成８年８月５日に行わ

れており、申立期間の付加保険料をさかのぼって納付することはできない。また、申

立人の国民年金手帳の記号番号は、同記録によれば、平成８年８月20日から同年８月

22 日の間に払い出されたものと推認されることから、申立期間当時に別の手帳記号番

号が払出されていたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

    加えて、申立人の妻が申立期間の国民年金付加保険料を納付していたことを示す家

計簿、確定申告書等の関連資料は無い。 

このほか、申立人が申立期間の付加保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事

情は見受けられない。 

これらの申立内容並びにこれまで収集した関連資料及び周辺事情を総合的に判断する

と、申立人の申立期間の国民年金付加保険料については、納付されていたものと認める

ことはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案9027                       

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 62 年４月から平成３年３月までの国民年金保険料については、納付し

ていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和38年生 

住    所 ：  

         

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和62年４月から平成３年３月まで 

私は、大学に編入するため会社を退職した後の昭和 62 年４月に、市役所で国民年

金の加入手続を行い、平成３年４月に再就職するまでの期間の国民年金保険料を納付

していた。申立期間が国民年金に未加入で、保険料が未納とされていることに納得で

きない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確

定申告書等）が無く、申立人は申立期間の保険料の納付場所、納付方法等の記憶が

曖昧
あいまい

である。 

また、申立人は昭和 62 年４月に、当時居住していた市役所で国民年金の加入手続を

行ったと説明しているが、申立人に国民年金手帳の記号番号が払い出された記録は無く、

当該市役所が独自に作成した「国民年金手帳番号払出表」においても、申立人に対して

国民年金手帳の記号番号が払い出されていたことを示す記載が無いほか、申立人は申立

期間当時に年金手帳を所持していた記憶が無いと説明するなど、申立人に手帳記号番号

が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

さらに、申立人は、申立期間当時は大学生及び大学院生であり、申立期間は国民年金

の任意加入適用期間の未加入期間であるため、保険料を納付することができないなど、

申立人が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案9028 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 63 年９月から平成４年３月までの国民年金保険料については、納付し

ていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和43年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和63年９月から平成４年３月まで 

    私は、申立期間当時は大学生で下宿していた。時期は定かでないが、実家に届いた

年金の通知を母から受け取り、自身で国民年金の加入手続を行い、国民年金保険料を

納付していた。申立期間が国民年金に未加入で保険料が未納とされていることに納得

できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確

定申告書等）が無く、申立人は、国民年金の加入手続及び保険料の納付金額、納付頻度、

納付書等に関する記憶が曖昧
あいまい

である。 

また、大学生は、申立期間当初は国民年金の任意加入対象者であり、平成３年４月以

降に強制加入対象者となっているが、申立人はいずれの期間とも国民年金に未加入であ

り、保険料を納付することができないほか、申立人は、国民年金に加入した記録が無く、

年金手帳に関する記憶も曖昧
あいまい

であるなど、申立人に国民年金手帳の記号番号が払い出

されていたことをうかがわせる事情も見当たらず、申立期間の保険料を納付していたこ

とをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 

 



                      

  

東京国民年金 事案9029                        

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 63 年２月から同年５月までの国民年金保険料については、納付してい

たものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和42年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和63年２月から同年５月まで 

私は、会社を退職後、区役所へ行き国民年金の加入手続を行い、国民年金保険料を

納付していた。就職していない間は、国民年金の納付書と国民健康保険の納付書が届

いていたことを覚えている。申立期間の保険料が未納とされていることに納得できな

い。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確

定申告書等）が無く、申立人は、昭和 63 年２月当時居住していた区の区役所で国民年

金の加入手続を行ったと説明しているが、申立人の国民年金手帳の記号番号は平成２年

11 月ごろに払い出されており、当該払出時点で、申立期間の保険料は時効により納付

することができないなど、申立人が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせ

る周辺事情も見当たらない。 

また、申立人は別の年金手帳を所持していた記憶が曖昧
あいまい

であるなど、別の手帳記号

番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案9030                            

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成５年 12月から９年３月までの期間及び 15年 12月から 17年１月までの

期間の国民年金保険料については、免除されていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和48年生 

住    所 ：  

          

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成５年12月から９年３月まで 

             ② 平成15年12月から17年１月まで 

私は、平成５年 12 月に勤めていた会社を退職し、大学の夜間部から昼間部に転入

する６年４月までの間に、国民年金の加入手続を行い、国民年金保険料の免除申請を

行った。また、15 年 12 月から 17 年１月の間は、会社を退職し収入が無かったため、

免除申請を行った。申立期間①が国民年金の申請免除ではなく未加入とされ、申立期

間②の保険料が免除ではなく未納とされていることに納得できない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間の国民年金保険料を免除されていたことを示す関連資料が無く、申

立人はそれぞれの申立期間中に免除申請の手続を各１度ずつ行ったと説明しているが、

申立期間当時の免除申請は年度ごとに行う必要があったほか、申立人は免除申請後に免

除に関する通知を受けた記憶は無いと説明している。 

また、申立期間①については、申立人の基礎年金番号は平成９年６月に付番されてお

り、当該期間当時に申立人に対し国民年金手帳の記号番号が払い出されていたことは確

認できず、申立人は現在所持している厚生年金保険の記号番号のみが記載された年金手

帳以外に年金手帳を所持していた記憶が曖昧
あいまい

であるなど、当該期間当時に申立人に別

の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらないなど、申立

期間の保険料が免除されていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

さらに、申立期間②については、申立人は当該期間の申請免除を行った後に保険料の

納付書が送付されてきたと説明していることから、当該期間当時に申立人が保険料を免

除されていたとは考えにくいほか、申立人が当時居住していた市が管理している記録で

は、申立人に係る当該期間の免除申請を受け付けた記録が無いなど、申立期間の保険料

が免除されていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 



                      

  

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を免除されていたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案9031 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 57年５月から 63年８月までの国民年金保険料については、納付してい

たものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和31年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和57年５月から63年８月まで 

    私は、昭和 57 年ごろ会社が倒産したため、国民年金の加入手続を行い、国民年金

保険料を納付していた。その後勤めた会社が 63 年に厚生年金保険適用事業所になっ

た際、書類作成で国民年金番号を記載したような記憶がある。申立期間が国民年金に

未加入で保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確

定申告書等）が無く、申立人は国民年金保険料の納付金額、納付頻度に関する記憶が

曖昧
あいまい

である。 

また、申立人の国民年金手帳の記号番号が払い出された記録が無く、申立人は現在所

持する厚生年金保険番号が記載された年金手帳以外の手帳の記憶は無いと説明している

など、申立期間当時に申立人に国民年金手帳の記号番号が払い出されていたことをうか

がわせる事情も見当たらず、申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺

事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 

 



                      

  

東京国民年金 事案9032（事案3080の再申立て）                      

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 39年３月から 42年４月までの国民年金保険料については、納付してい

たものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和12年生 

住    所 ：  

                   

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和39年３月から42年４月まで              

私は、申立期間当時の国民年金手帳も所持しており、婚姻前は自身で、婚姻後は妻

が国民年金保険料を納付したはずである。申立期間の保険料が未納とされていること

に納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、申立人及びその妻が申立期間の国民年金保険料を

納付していたことを示す関連資料(家計簿、確定申告書等)が無く、申立人及びその妻は、

申立期間当時の保険料の納付金額及び納付場所等に関する記憶が曖昧
あいまい

であり、申立期

間当時は印紙検認方式により保険料が収納されていたが、印紙検認による納付に関する

記憶が無いほか、保険料を納付していたとされる申立人の妻も申立期間の大部分が国民

年金に未加入であるなど、申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事

情も見当たらないとして、既に当委員会の決定に基づく平成 21年２月 12日付け年金記

録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

これに対し申立人は、当該期間の保険料を納付したと主張しているが、当初の決定を

変更すべきことを検討するような新たな資料の提供や具体的な説明は無く、その他に委

員会の当初の決定を変更すべき新たな事情も見当たらないことから、申立人が申立期間

の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない 



                      

  

東京国民年金 事案9034   

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和57年５月から61年３月までの国民年金保険料については、納付してい

たものと認めることはできない。 

  

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和25年生 

住    所 ：  

                                        

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和57年５月から61年３月まで 

    私は、将来のことを考え、市役所で国民年金に加入した。結婚後も任意加入手続を

行い、国民年金保険料の納付を続けており、被保険者資格の喪失手続を行った記憶は

無い。申立期間が国民年金に未加入で保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確

定申告書等）は無く、申立人は保険料を集金人に納付していたと説明しているが、当時

居住していた市では昭和46年４月から納付書制度が実施されている。 

また、申立人の所持する国民年金手帳には、昭和57年５月12日に被保険者資格を喪失

したことが記載されており、当該資格喪失日は、オンライン記録、特殊台帳及び国民年

金被保険者名簿の資格喪失日とも一致していること、当該資格喪失日から第３号被保険

者資格を取得する前の61年３月までの申立期間は未加入期間で、保険料を納付すること

ができない期間であることなど、申立人が申立期間の保険料を納付していたことをうか

がわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案9035（事案1575の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 42 年４月から 51 年 11 月までの国民年金保険料については、納付して

いたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和19年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和42年４月から51年11月まで 

    私は、会社退職後、国民年金の加入手続を行い、私の母が国民年金保険料を納付し

てくれていた。申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。再申立て

に当たり、申立期間当時に母が記入していた預金のメモを提出するので、改めて審議

をしていただきたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   本件申立てについては、申立期間当時の国民年金保険料の納付状況等が曖昧
あいまい

であり、

国民年金手帳の記号番号が連番で払い出されている元妻も申立期間の保険料が未納とな

っているほか、申立人の手帳記号番号が払い出された昭和 51 年９月時点では、申立期

間の大半は時効により納付できない期間であり、別の手帳記号番号が払い出されていた

ことをうかがわせる事情も見当たらないとして、既に当委員会の決定に基づく平成 20

年10月29日付け年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

   申立人は、申立期間の保険料の納付を示す新たな資料として、申立期間当時に申立人

の母親が記入したとする預金のメモを提出しているが、その内容は申立期間の保険料の

納付に関するものではなく、その他に委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見

当たらないことから、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認める

ことはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案9036   

  

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 47 年２月から 49 年 12 月までの国民年金保険料については、納付して

いたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和24年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和47年２月から49年12月まで 

    私は、会社退職後の昭和 47 年２月に区役所で国民年金の加入手続を行い、国民年

金保険料を納付してきた。申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確

定申告書等）は無く、申立人は、会社退職後の昭和 47 年２月に国民年金の加入手続を

行ったと説明しているが、国民年金手帳記号番号払出簿から、申立人の国民年金手帳の

記号番号は、申立期間後の 56 年５月に払い出されていることが確認でき、当該払出時

点で過年度納付することが可能な厚生年金保険加入期間後の 55年７月から 56年３月ま

での保険料を過年度納付していることが申立人の所持する領収証書により確認できるが、

申立期間は時効により保険料を納付することができない期間であるなど、申立期間の保

険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。    

また、申立人は、現在所持する国民年金手帳以外の年金手帳を受領、所持した記憶は

無いなど、別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらな

い。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案9037   

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 39年 12月から 49年 12月までの国民年金保険料については、納付して

いたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和19年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和39年12月から49年12月まで 

    私は、昭和 49 年ごろに、区報や区役所の掲示物などを見て、過去の未納分の国民

年金保険料をまとめて納付できることを知り、夫婦二人分の未納期間の保険料を近

くの金融機関で納めたはずである。申立期間の保険料が未納とされていることに納

得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が、申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、

確定申告書等）は無く、申立人は、昭和 49 年ごろに夫婦の未納保険料をさかのぼって

十数万円納付し、すべて納付済みとしたと説明しているが、申立人の国民年金手帳の記

号番号は、申立期間後の 50年 11月に夫婦連番で払い出されていることが確認でき、申

立期間のうち 48 年４月から同年９月までの期間は、払出し当時実施されていた第２回

特例納付の対象期間ではなく、当該払出時点では、申立期間は時効により保険料を過年

度納付することができない期間である。 

また、申立人は、区職員から今から 60 歳になるまで保険料をすべて納付すれば、将

来年金が支給されることを教えてもらったと説明しており、申立人は手帳記号番号払出

時点で特例納付をしなくても 60 歳到達時まで保険料を納付すれば、年金の受給資格を

満たすことが可能であり、特例納付しなければならない状況になかったこと、申立人の

夫も、20 歳到達時の昭和 44 年＊月から 50 年３月までの期間の保険料は未納となって

いることなど、申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当た

らない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 

 



                      

  

東京国民年金 事案9038    

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 53年４月から 54年３月までの期間及び 54年６月から 56年３月までの

期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和26年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和53年４月から54年３月まで 

② 昭和54年６月から56年３月まで 

私は、昭和 51 年の転居した際に国民年金の加入手続をして以降、申立期間の国民

年金保険料を納付しているはずである。申立期間の保険料が未納とされていること

に納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確

定申告書等）は無く、申立人は、保険料の納付場所、納付方法及び納付金額等に関する

記憶が曖昧
あいまい

であること、申立人の国民年金手帳の記号番号は、昭和 51 年２月に夫と連

番で払い出されており、夫は、申立期間を含む昭和 52年度から 55年度までの保険料は

未納となっており、申立期間②直後の 56 年度の保険料は、当時は夫婦とも申請免除期

間となっていること、59 年６月までの納付状況が記載された年度別納付状況リストで

は、申立期間の保険料は未納とされていることなど、申立人が申立期間の保険料を納付

していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 

 

 

 



                      

  

東京国民年金 事案9041 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成５年４月から同年６月までの国民年金保険料については、納付していた

ものと認めることはできない。 

  

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和39年生 

住    所 ：  

              

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成５年４月から同年６月まで 

私は、平成７年８月に、国民年金の第３号被保険者の種別変更手続をするため市役

所へ行った際、３か月間の国民年金保険料の未納期間があると指摘され、保険料を納

付した。申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確

定申告書等）が無く、申立人は、市役所で平成７年８月に第３号被保険者への種別変更

手続を行った際、申立期間の保険料の未納を指摘され、未納保険料を窓口で納付したと

説明しているが、当該市では、当時過年度保険料の納付書は発行していたが、収納はし

ていなかったと説明しており、申立人は、納付場所及び納付状況等に関する記憶が

曖昧
あいまい

である上、申立人が納付したとする保険料額は、申立期間の保険料額と大きく相

違する。 

また、オンライン記録により当該種別変更手続は、平成７年 11 月に行われているこ

とが確認でき、当該種別変更手続時点では、申立期間は時効により保険料を納付するこ

とができない期間であるなど、申立人が申立期間の保険料を納付していたことをうかが

わせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案9042 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 36年４月から 42年６月までの国民年金保険料については、納付してい

たものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和15年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和36年４月から42年６月まで 

    私の母は、私の国民年金の加入手続を行い、区の集金人を通じて国民年金保険料を

納付してくれていた。事業所を法人化した昭和 42 年ごろに、妻が十数万円の保険料

を納付してくれたことも憶
おぼ

えている。申立期間の保険料が未納とされていることに

納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の母親及びその妻が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人は、国民年金の加入手続及び保険料の納

付に関与しておらず、保険料を納付したとする母親から当時の納付状況等を聴取するこ

とができないため、母親が納付していたとされる時期の状況が不明である。 

また、申立人の妻は、事業所を法人化した昭和 42 年７月ごろ集金人に十数万円の保

険料を納付したと説明しているが、納付したとする金額は申立期間の保険料額と大きく

相違すること、申立人の国民年金手帳の記号番号は、申立期間後の 43 年５月ごろに払

い出されており、当該払出時点では申立期間の大部分は時効により保険料を納付するこ

とができない期間であることなど、申立人の母親及びその妻が申立期間の保険料を納付

していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

さらに、申立人は、上記記号番号の手帳以外の手帳を所持していたことはないと説明

しており、申立期間当時に申立人に別の手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせ

る事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案9043 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 48年３月から 50年３月までの期間及び 54年４月から 55年５月までの

期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和27年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和48年３月から50年３月まで 

             ② 昭和54年４月から55年５月まで 

    私の母は、昭和 48 年４月に私の国民年金の加入手続をし、申立期間の国民年金保

険料を納付してくれていた。申立期間が国民年金に未加入で保険料が未納とされてい

ることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の母親が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計

簿、確定申告書等）が無く、申立人は、国民年金の加入手続及び保険料の納付に関与し

ておらず、加入手続及び保険料を納付していたとする申立人の母親から当時の納付状況

等を聴取することができないため、当時の状況が不明である。 

また、申立人は、国民年金手帳を母親から受け取った記憶が無く、申立人が居住して

いる区及び所轄社会保険事務所（当時）において申立人に国民年金手帳の記号番号が払

い出された記録は無く、申立期間当時に申立人に手帳記号番号が払い出されたことうか

がわせる事情は見当たらないなど、申立人の母親が申立期間の保険料を納付していたこ

とをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案9045 

                                  

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 58年 10月から平成３年８月までの国民年金保険料については、納付し

ていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男（死亡） 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和19年生 

住    所 ：  

                       

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和58年10月から60年３月まで  

             ② 昭和60年４月から同年12月まで 

             ③ 昭和61年１月から平成３年８月まで    

    私の妻は、私が電気関係の事業を立ち上げた昭和 58年 10月ごろに、夫婦の国民年

金の加入手続を行い、国民年金保険料を一緒に納付してきた。申立期間の保険料が未

納とされていることに納得できない。 

（注） 申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の納付記録の訂正を求めて行った

ものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の妻が、申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定

申告書等）が無く、申立人及びその妻の国民年金手帳の記号番号は、夫婦連番で平成４

年 10 月に払い出されていることが確認でき、当該払出時点では、申立期間①、②及び

③の大半の期間は時効により保険料を納付することができない上、申立期間①及び③に

ついては、一緒に保険料を納付したとする妻も未納となっており、申立期間②は未加入

期間であるため、制度上、保険料を納付することができない期間である。 

また、オンライン記録によると、申立期間③直後の平成３年９月の保険料は、５年

10 月に時効を超えて納付された３年７月分の保険料が充当処理されたものであること

から、当該納付時点で、申立期間③のうち同年７月の保険料は未納であったことが確認

できるなど、申立人が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も

見当たらない。 

さらに、申立人が居住する市及び所轄社会保険事務所（当時）において、申立期間当

時、申立人に対して国民年金手帳の記号番号が払い出された記録は無く、別の手帳記号

番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらない。 



                      

  

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案9046 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 60 年４月から 63 年 11 月までの国民年金保険料については、納付して

いたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和40年生 

住    所 ：  

              

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和60年４月から63年11月まで 

    私の父は、私の国民年金の加入手続を行い、私が平成５年４月に就職するまでの国

民年金保険料を納付してくれていた。会社に年金手帳を提出するために父から手帳

を受け取った際「お前が成人してからきちんと保険料を納付している。」と言われ、

手帳にも国民年金の資格取得日が昭和 60 年４月 16 日と記載されている。申立期間

の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の父親が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計

簿、確定申告書等）が無く、申立人は、国民年金の加入手続及び保険料の納付に関与し

ておらず、加入手続を行い、保険料を納付したとする父親から当時の納付状況等を聴取

することができないため、当時の状況が不明であり、オンライン記録によると、申立期

間は未加入期間であり、制度上、保険料を納付することができない期間である。 

   また、申立期間当時、申立人と同居しており、父親が申立人と同様に保険料を納付し

ていたとする申立人の妹は、20 歳から厚生年金保険に加入するまでの期間が国民年金

に未加入であり、国民年金手帳の記号番号は、厚生年金保険の資格を喪失した昭和 63

年 12 月に申立人と連番で払い出されているなど、父親が申立期間の保険料を納付して

いたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

さらに、申立人は、父親から受け取った年金手帳は現在所持しているもののみである

と説明しており、申立期間当時、申立人が居住していた市及び所轄社会保険事務所（当

時）において、申立人に対して手帳記号番号が払い出された記録は無く、別の手帳記号

番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

加えて、申立人は、所持する年金手帳に、初めて被保険者となった日として、昭和

60 年４月 16 日の記載があることから、同年度から保険料を納付していたはずであると



                      

  

主張しているが、この資格取得年月日は、加入手続時期にかかわらず、強制加入期間の

初日までさかのぼって記載されるものであり、保険料納付の始期を特定するものではな

い。 

なお、当該年金手帳の国民年金の記録のページの記載によると、申立人は当初強制加

入被保険者である第１号国民年金被保険者とされていたが、後日、任意加入被保険者に

訂正されていることが確認できる。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案9047 

 

第１ 委員会の結論  

 申立人の昭和 36年４月から 41年３月までの期間、45年４月から 47年９月までの期

間及び 48 年１月から同年３月までの期間の国民年金保険料については、納付していた

ものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和９年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ①  昭和36年４月から41年３月まで 

                          ② 昭和45年４月から47年９月まで 

             ③ 昭和48年１月から同年３月まで 

    私の母は、昭和 36年４月に国民年金の加入手続を行い、私が結婚した 39年３月ま

での国民年金保険料を納付してくれていた。また、結婚後の未納分の保険料は、私が

区役所に採用された年の夏のボーナスで、夫が 48 年６月に一括納付してくれた。申

立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の母親及び申立人の夫が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す

関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人は、国民年金の加入手続及び保険料

の納付に関与しておらず、当時の納付状況については、保険料を納付していたとする母

親から聴取することができず、一括納付したとする申立人の夫からは聴取することが困

難であるため、当時の状況が不明である。 

また、申立期間①のうち、昭和36年４月から39年３月までの期間については、当時同

居していた母親及び申立人の弟の国民年金手帳の記号番号は、40年12月に申立人の手帳

記号番号と連番で払い出されていることが確認でき、オンライン記録によると、母親は

36年４月から39年３月までの保険料が納付済みとなっているが、当該納付済期間の保険

料は手帳記号番号払出し以降にさかのぼって納付したものと考えられる上、弟は所持す

る領収証書により36年４月から42年３月までの保険料を48年11月にさかのぼって納付し

ていることが確認できる。 

さらに、申立期間①のうち昭和39年４月から41年３月までの期間、申立期間②及び申

立期間③については、夫が未納分の保険料を一括納付したとする48年６月は、特例納付



                      

  

の実施期間ではなく、納付したと説明する金額はこれらの期間の保険料を特例納付によ

り納付した場合の保険料額と一致しないなど、母親及び夫が申立期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案9048 

 

第１ 委員会の結論  

 申立人の昭和 49年６月から 53年８月までの国民年金保険料については、納付してい

たものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和29年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和49年６月から53年８月まで                           

    私の父は、私が 20 歳になったときに国民年金の任意加入手続をして、私が大学を

卒業するまで国民年金保険料を納付してくれていた。大学を卒業した翌月からは私自

身が保険料を納付してきた。申立期間が国民年金に未加入で保険料が未納とされてい

ることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人及びその父親が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）が無く、申立期間のうち、大学卒業以前の期間については、

申立人は、国民年金の加入手続及び保険料の納付に関与しておらず、保険料を納付して

いたとする父親から当時の納付状況等を聴取することができないため、当時の状況が不

明である。 

また、申立期間のうち、大学卒業後の期間については、申立人は保険料額、任意加入

から強制加入への切替手続及び氏名、住所の変更手続に関する記憶が曖昧
あいまい

である。 

さらに、申立人は、大学入学に際して、実家から当時の住所地に住民登録を移したと

しているため、大学在学中は、父親が実家の所在市で申立人の保険料を納付することは

できなかったものと考えられる。 

加えて、申立人の所持する年金手帳により、申立人は、申立期間直後の昭和53年９月

21日に任意加入していることが確認でき、申立期間は未加入期間であるため、制度上、

保険料を納付することができない期間であるなど、申立人及びその父親が申立期間の保

険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案9049 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 63 年４月から平成３年２月までの国民年金保険料については、納付し

ていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和43年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和63年４月から平成３年２月まで 

私の母は、私が20歳になった昭和63年＊月ごろに、国民年金への加入意思を確認

する通知が届いたので、私の国民年金の加入手続を行い、国民年金保険料を納付して

くれていた。申立期間が国民年金に未加入で保険料が未納とされていることに納得で

きない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の母親が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計

簿、確定申告書等）が無く、申立人自身は国民年金の加入手続及び保険料納付に関与し

ておらず、保険料を納付していたとする母親は、当時の納付書は３か月分ずつ納付する

様式であったと説明しているが、申立人が当時居住していた区の納付書は当時１か月分

ずつ納付する様式であり、納付書の様式が合致しない。 

また、申立人が所持する年金手帳には、厚生年金保険の記号番号が基礎年金番号とし

て平成９年１月に付番されており、当該年金手帳の国民年金の記録ページには、最初の

資格取得日が申立期間よりも後の８年12月21日と記載されていることから、申立期間は

未加入期間であり、制度上、保険料を納付することができない期間であるなど、母親が

申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

さらに、申立人及びその母親は、現在所持する年金手帳以外の手帳を所持していた記

憶が無い上、申立人が当時居住していた区及び所轄社会保険事務所（当時）において、

申立人に対して国民年金手帳の記号番号が払い出された記録は無く、手帳記号番号が払

い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案9050 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 50年３月から同年 12月までの国民年金保険料については、納付してい

たものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和23年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和50年３月から同年12月まで 

私たち夫婦は、婚姻後に夫が私の国民年金の再加入手続を行ってくれたので、その

後、遅れがちではあったが、さかのぼって夫婦二人分の国民年金保険料を納付してい

た。申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人及びその夫が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人及びその夫は、申立期間の保険料の納付時期

及び納付方法に関する記憶が曖昧
あいまい

である。 

また、申立人が所持する領収証書により、申立期間直後の昭和 51 年１月から同年３

月までの保険料が 53 年４月に納付されていることが確認でき、当該納付時点では、申

立期間は時効により保険料を納付することができない期間であるなど、申立人及びその

夫が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 

 



                      

  

東京国民年金 事案9051 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 51 年 12 月から 54 年３月までの国民年金保険料については、納付して

いたものと認めることはできない。また、平成 14 年７月から 20 年 10 月までの保険料

については、免除されていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和23年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ：  ① 昭和51年12月から54年３月まで 

             ② 平成14年７月から20年10月まで 

私は、申立期間①については、国民年金に加入して国民年金保険料を納付していた。

また、申立期間②については、保険料を免除申請していた。申立期間①の保険料が未

納とされ、申立期間②の保険料が免除とされていないことに納得できない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、申立人が当該期間の国民年金保険料を納付していたことを示

す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人は、加入手続の時期、保険料の納

付時期及び納付額に関する記憶が曖昧
あいまい

であるなど、申立人が当該期間の保険料を納付

していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

また、申立期間②については、申立人が当該期間の保険料を免除されていたことを確

認できる資料が無く、申立人は当該期間の再加入手続及び免除手続の時期に関する記憶

が曖昧
あいまい

である。 

さらに、オンライン記録によると、当該期間当初の平成 14 年７月９日に厚生年金保

険被保険者資格を喪失したことにより国民年金の加入勧奨事象が発生しており、加入勧

奨が行われたものの、16 年２月 24 日に勧奨関連対象者一覧が作成されていることから、

当該時点まで申立人は厚生年金保険から国民年金への切替手続を行っていなかったこと

が確認できる。 

加えて、その後の平成 22 年１月 22 日に過年度納付書が作成され、同年１月 28 日に

19年 12月から 20年 10月までの保険料が過年度納付されていることが確認できるもの

の、当該納付時点では、制度上、申立期間②の保険料を免除申請することはできないな

ど、当該期間の保険料を免除されていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 



                      

  

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間①の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできず、また申

立期間②の保険料を免除されていたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案9052 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 55 年 10 月から 61 年３月までの国民年金保険料については、納付して

いたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和35年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和55年10月から61年３月まで 

    私の母は、私が 20 歳になったときに私の国民年金の加入手続を行い、国民年金保

険料を納付してくれていた。申立期間の保険料が未納とされていることに納得できな

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の母親が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計

簿、確定申告書等）が無く、申立人は国民年金の加入手続及び保険料の納付に関与して

おらず、保険料を納付したとする母親は、国民年金の加入手続の時期、手続場所、保険

料の納付方法及び納付額の記憶が曖昧
あいまい

である。 

また、申立期間当時、申立人と同居していた弟も、申立人と同様に 20 歳到達時から

昭和 61 年３月までの保険料が未納であり、母親はさかのぼって保険料を納付した記憶

は無いと説明している上、申立人の国民年金手帳の記号番号が払い出された 61 年７月

時点で申立期間のうち、59 年３月以前の保険料は時効により納付することができない

期間であるなど、母親が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情

も見当たらない。 

さらに、申立期間当時に、申立人が居住していた市及び所轄社会保険事務所（当時）

において、申立人に対して別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる周

辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案9054 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成６年４月及び９年２月から 10 年３月までの期間の国民年金保険料につ

いては、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和49年生 

住    所 ：  

          

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成６年４月 

② 平成９年２月から10年３月まで 

    私は、平成９年２月に会社を退職してアルバイトをしていた時、国民年金保険料の

納付書が届いたことから、申立期間の保険料を一括して納付した。申立期間が国民年

金に未加入で保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確

定申告書等）が無く、申立人は、国民年金の加入手続及び保険料納付に関する記憶が

曖昧
あいまい

である。 

また、申立人は、平成９年２月以降に申立期間の納付書を受け取り、申立期間の保険

料を納付したと説明しているが、申立人が一括して納付したとする金額は、申立期間の

保険料額と大きく異なること、オンライン記録から、申立人は、15 年３月以降の第３

号被保険者資格の取得に係る手続を同年５月に行ったことにより、国民年金に初めて加

入していることが確認でき、申立期間当時に申立人に国民年金手帳の記号番号が払い出

された記録は無く、申立期間は未加入期間であり、制度上、保険料を納付することがで

きない期間であることなど、申立人が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわ

せる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 

 



                      

  

東京国民年金 事案9055 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 41年８月から 51年９月までの期間、55年１月から 58年１月までの期

間及び平成４年１月から同年８月までの期間の国民年金保険料については、納付してい

たものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和21年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和41年８月から51年９月まで 

             ② 昭和55年１月から58年１月まで 

             ③ 平成４年１月から同年８月まで 

私の母は、私の国民年金の加入手続を行い、結婚するまでの間の国民年金保険料を

納付してくれていたと思う。結婚後は、妻が夫婦二人分の保険料を納付しており、さ

かのぼって保険料を納付したこともある。申立期間が国民年金に未加入で保険料が未

納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の母親及びその妻が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無い。 

申立期間①については、申立人は、当該期間の国民年金の加入手続及び婚姻前の保険

料納付に関与しておらず、加入手続及び保険料納付をしてくれたとする母親から当時の

納付状況等を聴取することができないため、当時の状況が不明である。また、婚姻する

まで同居していた妹も、婚姻するまでの期間は国民年金に未加入であること、申立人が

結婚後に保険料を一緒に納付していたとする妻も、当該期間のうち婚姻後の期間は未納

であること、申立人の国民年金手帳の記号番号は昭和53年７月に払い出されており、当

該期間に申立人に別の手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情も見当たら

ないことなど、申立人の母親及びその妻が当該期間の保険料を納付していたことをうか

がわせる周辺事情も見当たらない。 

申立期間②については、申立人の所持する年金手帳の国民年金の記録欄には、当該期

間に係る被保険者資格取得の記載が無いこと、当該期間は未加入期間であり、制度上、

保険料を納付することができない期間であることなど、申立人の妻が当該期間の保険料



                      

  

を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

申立期間③については、オンライン記録から、当該期間直後の平成４年９月から６年

３月までの申立人及びその妻の保険料が同年10月に納付されていることが確認でき、当

該納付保険料額は申立人がさかのぼって納付したとする金額におおむね一致すること、

当該納付時点で当該期間は時効により保険料を納付することができない期間であること、

当該期間について、保険料を一緒に納付したとする妻も未納であることなど、申立人の

妻が当該期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案9056 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成 13年４月から 14年６月までの国民年金保険料については、納付してい

たものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和54年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成13年４月から14年６月まで 

私は、納付していなかった申立期間の国民年金保険料を転居する前にまとめて納付

した。申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確

定申告書等）が無く、申立人は、申立期間の保険料の納付額に関する記憶が曖昧
あいまい

であ

る。 

また、申立人は、平成 16年 10月に転居することになったことから、納付していなか

った申立期間の保険料をまとめて納付したと説明しているが、オンライン記録から、申

立人は、申立期間直後の 14 年７月から 16 年３月までの保険料を 16 年９月１日に過年

度納付していることが確認でき、当該過年度納付時点で、申立期間は時効により保険料

を納付することができない期間であるなど、申立人が申立期間の保険料を納付していた

ことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案9057 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 55年１月から 62年３月までの国民年金保険料については、納付してい

たものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和35年生 

住    所 ：  

     

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和55年１月から62年３月まで 

私の母は、私が 20 歳になったころに市役所で国民年金の加入手続を行い、口座振

替で国民年金保険料を納付してくれていた。申立期間の保険料が未納とされているこ

とに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

申立人の母親が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計

簿、確定申告書等）が無く、申立人は国民年金の加入手続及び申立期間の保険料の納付

に関与しておらず、保険料を納付していたとする母親は、申立人の年金手帳を受け取っ

た時期及び保険料額について記憶が曖昧
あいまい

である。 

また、申立人は、申立期間中の昭和 58年３月から 61年３月まで実家所在地の市から

別の市に転居していることが戸籍の附票から確認できるが、申立人及びその母親は、転

居先の市において国民年金に係る住所変更手続を行った記憶が無く、申立人の国民年金

の記号番号は、申立期間後の 62 年４月に払い出されており、申立期間の大部分は時効

により保険料を納付することができない期間である。 

さらに、当該払出時点で申立期間のうち一部の期間の保険料は過年度納付することが

可能であるが、母親は、保険料をさかのぼって納付したとは主張しておらず、申立人と

同様に母親が加入手続及び保険料納付をしてくれたとする申立人の姉及び妹は、国民年

金の記号番号が 61 年６月ごろに連番で払い出され、いずれも同年４月以降の現年度保

険料から納付を開始していること、申立人は、母親から受け取った年金手帳は国民年金

の記号番号が記載されたもの 1冊であるとしており、申立期間当時に申立人に別の手帳

記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらないことなど、申立人

の母親が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申



                      

  

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案9058 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成 10年 12月から 12年 11月までの国民年金保険料については、納付して

いたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和52年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成10年12月から12年11月まで 

私の母は、平成 12 年 11 月ごろ、私の 20 歳以降の未納となっていた国民年金保険

料のうち、納付可能な２年分の保険料を納付してくれた。申立期間の保険料が未納と

されていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の母親が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計

簿、確定申告書等）は無く、母親は、平成 12年 11月ごろに区役所事務所の窓口で申立

期間の保険料をまとめて納付したと主張しているが、当該時点では、申立期間のうち同

年３月以前の期間の保険料は過年度保険料となり、区役所事務所の窓口では納付するこ

とができない。 

また、申立人は、平成 14 年３月に同年１月から３月までの保険料を現年度納付した

後、順次保険料の現年度納付を行っていたが、15 年１月 14 日に申立期間直後の 12 年

12 月から 13 年３月までの保険料を、15 年３月 14 日にその後の 13 年４月から同年 12

月まで保険料をそれぞれ過年度納付していることがオンライン記録から確認でき、当該

過年度納付時点で、申立期間は時効により保険料を納付することができない期間である

ことなど、申立人の母親が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事

情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案9059 

                                    

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 57 年 11 月から 58 年７月までの国民年金保険料については、納付して

いたものと認めることはできない。また、申立人の昭和 60年 12月の国民年金保険料に

ついては、還付されていないものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和33年生 

住    所 ：   

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和57年11月から58年７月まで 

               ② 昭和60年12月 

    私は、昭和 57年 10月の結婚の翌月に国民年金に加入し、国民年金保険料を納付し

てきた。申立期間①の保険料が未納とされていることに納得できない。また、申立期

間②の保険料は還付されたと説明を受けたが保険料の還付を受け取っていないので納

付済みとしてほしい。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、申立人が当該期間の国民年金保険料を納付していたことを示

す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人は国民年金の加入時期、加入場所

及び保険料の納付額に関する記憶が曖昧
あいまい

であり、申立人の夫も当該期間の自身の保険

料は未納である。また、申立人の国民年金手帳の記号番号は昭和 61 年６月に払い出さ

れており、当該払出時点では、申立期間は時効により保険料を納付することができない

期間であり、別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当たら

ないなど、申立人が申立期間①の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も

見当たらない。 

申立期間②については、申立人は当該期間の保険料の還付を受けた記憶は無いと説明

しているが、オンライン記録には還付対象期間、還付金額、還付決議日、還付対象者の

申立人の氏名・住所、送金通知書の作成日及び振込口座番号が記録されており、この記

録内容に不合理な点は無く、当該期間の保険料の還付の事務処理は適切に行われたもの

と認められるほか、申立人に対する保険料の還付を疑わせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間①の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。また、



                      

  

申立期間②の保険料については、還付されていないものと認めることはできない。 

 



                      

  

東京国民年金 事案9060 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 63 年７月から平成３年３月までの国民年金保険料については、納付し

ていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和43年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和63年７月から平成３年３月まで 

    私は、20 歳になった時に国民年金に加入し、就職するまでの期間の国民年金保険

料は、母と私のどちらかが毎月納付していた。申立期間が国民年金に未加入で保険料

が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人及びその母親が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人及びその母親は、国民年金の加入手続及び保

険料の納付場所、納付金額等に関する記憶が曖昧
あいまい

である。 

また、申立期間当時の制度では、大学生であった申立人は任意加入手続により国民年

金に加入できるが、申立期間に国民年金に加入した記録は無く、申立人の国民年金手帳

の記号番号は平成８年５月ごろに払い出されているため、保険料を納付することができ

ないほか、母親が国民年金の加入手続及び保険料の納付を行っていたとする申立人の姉

も大学生であった期間は未加入期間である。 

また、申立人は、現在所持している年金手帳以外の手帳に関する記憶は無いと説明し

ており、申立期間当時に申立人に別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわ

せる事情も見当たらないなど、申立人及びその母親が申立期間の保険料を納付していた

ことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案9061 

                                    

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 53年９月から 62年３月までの国民年金保険料については、納付してい

たものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和33年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和53年９月から62年３月まで 

    私は、20 歳のときに国民年金に加入し、私が結婚するまでの国民年金保険料は、

私の母が定期的に納付してくれていた。申立期間の保険料が未納とされていることに

納得できない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の母親が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計

簿、確定申告書等）が無く、申立人は国民年金の加入手続及び保険料の納付に関与して

おらず、加入手続及び保険料を納付していたとする母親から当時の納付状況を聴取する

ことができないため、当時の状況が不明である。 

また、申立人の国民年金手帳の記号番号が払い出された昭和 62 年１月から同年４月

時点では、申立期間の大半は時効により保険料を納付することができない期間であり、

申立人に別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらない

など、申立人の母親が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も

見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案9062 

                                    

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 59年９月から 62年３月までの国民年金保険料については、納付してい

たものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和39年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和59年９月から62年３月まで 

    私の母は、私が大学生のときに私の国民年金の加入手続をし、最初の数回の国民年

金保険料を納付書で納付し、その後は口座振替で納付してくれていた。申立期間が国

民年金に未加入で保険料が未納とされていることに納得できない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の母親が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計

簿、確定申告書等）が無く、国民年金の加入手続及び申立期間の保険料納付を行ったと

する母親は、保険料の納付額等に関する記憶が曖昧
あいまい

であり、申立期間の保険料を最初

の数回は納付書で、その後は口座振替で納付したと説明していたが、母親自身による金

融機関への問い合わせの結果、保険料の口座振替の事実は無いことが確認できた。 

また、申立期間当時の制度では、大学生であった申立人は任意加入手続により国民年

金に加入できるが、申立期間に国民年金に加入した記録が無く、申立人の国民年金手帳

の記号番号は申立人が大学を卒業した後の昭和 63 年６月ごろに払い出されているため、

保険料を納付することができないなど、申立人の母親が申立期間の保険料を納付してい

たことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案9063 

                                    

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 62 年４月から 63 年 12 月までの国民年金保険料については、納付して

いたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和41年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和62年４月から63年12月まで 

私の母は、私の国民年金の加入手続をし、その後１年か２年の間、毎月２か月分ず

つ、私の国民年金保険料を納付してくれていた。申立期間の保険料が未納とされてい

ることに納得できない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の母親が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計

簿、確定申告書等）が無く、国民年金の加入手続及び保険料納付をしていたとする母親

は、国民年金の加入手続の時期及び保険料の納付場所、納付金額に関する記憶が曖昧
あいまい

である。 

また、申立人の国民年金手帳の記号番号は平成３年５月ごろに払い出されており、申

立期間直後の平成元年１月以降の保険料は過年度納付されていることがオンライン記録

で確認できるものの、申立期間は時効により保険料を納付できない期間であるなど、申

立人が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

さらに、申立人は、現在まで所持する手帳は１冊であり、ほかの手帳を所持していた

記憶は無いと説明しているなど、申立期間当時に別の手帳記号番号が払い出されたこと

をうかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案9064                           

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 61 年７月から平成２年１月までの期間の国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和41年生 

住    所 ：   

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和61年７月から平成元年３月まで 

② 平成元年４月から２年１月まで 

私の父が、私の国民年金の加入手続をしてくれ、母がさかのぼって 20 歳からの国

民年金保険料を納付してくれていた。申立期間①が国民年金に未加入で保険料が未納

とされ、申立期間②の保険料が未納とされていることに納得できない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の母親が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計

簿、確定申告書等）が無く、申立人の保険料をさかのぼって納付したとする母親は保険

料の納付額、納付時期に関する記憶が曖昧
あいまい

であり、申立期間①は、当時の制度では、

学生であった申立人は任意加入手続により国民年金に加入できるが、当該期間に国民年

金に加入した記録が無く、さかのぼって保険料を納付することはできない期間である。 

また、申立人の国民年金手帳の記号番号は平成４年２月ごろに払い出されており、申

立期間直後の２年２月から同年４月までの保険料は４年３月に納付されていることがオ

ンライン記録で確認でき、当該納付時点では、申立期間②は時効により保険料を納付す

ることができない期間であるなど、申立人の母親が申立期間の保険料を納付していたこ

とをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

さらに、申立人の母親は、上記手帳記号番号が記入された年金手帳が申立人の最初の

年金手帳であると説明しているなど、申立期間当時に申立人に別の手帳記号番号が払い

出されていたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案9065                           

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 57年４月から同年８月までの期間及び 58年７月の国民年金保険料につ

いては、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和36年生 

住    所 ：   

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和57年４月から同年８月まで 

② 昭和58年７月 

私の母は、国民年金保険料をさかのぼって納付するようにとの手紙が届いたため、

私の未納期間の保険料を納付してくれた。申立期間の保険料が未納とされていること

に納得できない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の母親が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計

簿、確定申告書等）が無く、申立人は、国民年金の加入手続及び保険料の納付に関与し

ておらず、申立人の国民年金の加入手続及び保険料を納付していたとする母親から当時

の納付状況を聴取することが困難であるため、当時の状況が不明である。 

また、申立人の国民年金手帳の記号番号は昭和 62 年３月ごろに払い出されており、

当該払出時点では申立期間は時効により保険料を納付できない期間であり、申立期間当

時に申立人に別の手帳記号番号が払い出されていたことをうがわせる事情も見当たらな

いなど、申立人の母親が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情

も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案9066 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 60年３月から 63年３月までの国民年金保険料については、納付してい

たものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和40年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和60年３月から63年３月 

    私は、20 歳になったことをきっかけに国民年金に加入し、国民年金保険料を納付

していた。申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確

定申告書等）が無く、申立人は、国民年金の加入手続の時期、場所及び保険料の納付方

法、納付場所、納付額に関する記憶が曖昧
あいまい

である。 

また、申立人の国民年金手帳の記号番号は平成２年６月ごろに払い出されており、申

立期間直後の昭和 63 年４月の保険料は平成２年７月に過年度納付されていることがオ

ンライン記録で確認でき、当該納付時点では、申立期間は時効により保険料を納付でき

ない期間であるなど、申立人が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周

辺事情も見当たらない。 

さらに、申立人は、現在までに所持する年金手帳は１冊であり、申立期間当時に別の

手帳を所持していた記憶は無いと説明しているなど、申立人に別の手帳記号番号が払い

出されたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 

 



                      

  

東京厚生年金 事案12891 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和10年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和29年３月８日から33年８月10日まで 

Ａ社に勤務した申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。高校を卒業してすぐに

同社Ｂ出張所に勤め始め、Ｃ工事で資材運搬業務の事務に従事していたので、申立期

間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間当時のＡ社Ｂ出張所の上司及び従業員の回答により、期間は特定できないも

のの、申立人が同社同出張所の工事現場での仕事に従事していたことはうかがえる。 

しかしながら、Ａ社は、｢当社の従業員名簿に名前が無いため、申立人は正社員では

なかったと思われる。また、当時、正社員以外も、厚生年金保険に加入させている記録

があるが、申立人の名前は、加入名簿に記載が無い。さらに、厚生年金保険加入者以外

から、厚生年金保険料を控除することは考え難い。｣と回答している。 

また、申立人が名前を記憶しているＡ社の上司は、｢申立人と一緒に仕事をしたが、

申立人は、下請会社であるＤ社の社員だった。｣と供述している。 

さらに、申立期間に、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿に記載されてい

る従業員 11 人に対して、申立人の勤務状況を照会したところ、そのうち３人から回答

があったが、いずれも申立人を記憶していない。 

一方、Ｄ社は、「申立期間は申立人の当社入社以前の期間である。」と回答しており、

同社から提出された人事記録によれば、申立人の同社への入社は昭和 34 年５月９日で

あることが確認できる。 

また、上述のＡ社の上司が記憶している、Ｄ社の申立人の上司は、｢申立人は、現場

採用であり、正社員ではなかった。｣と供述している。 

さらに、申立期間においてＤ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿に記載され

ている従業員 21 人に対して、申立人の勤務状況と厚生年金保険加入状況を照会したと



                      

  

ころ、10 人から回答があったが、そのうちの二人は、｢申立人がＣ工事現場に勤務して

いたことを知っている。申立人は自分と同様に現場採用であったが、現場採用は、すぐ

には正社員にはなれず、その後、正社員になり、厚生年金保険の被保険者となった。｣

と供述していることから、申立人はＤ社の現場採用の従業員であったと考えられる上、

同社では、申立期間当時、現場採用の従業員については、正社員になるまでは厚生年金

保険に加入させていなかったものと推測される。 

なお、Ａ社及びＤ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿に、健康保険の整理番

号の欠番は無く、申立人の記録が欠落したとは考え難い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案12892 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和13年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和31年春から同年秋まで 

             ② 昭和31年秋から33年春まで 

Ａ社（Ｂ班）で土工としてＣ工事に従事した申立期間①及び同社（Ｄ班）でとび職

としてＥ工事に従事した申立期間②の加入記録が無い。同社のそれぞれの班で、それ

ぞれの工事に従事していたので、各申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認

めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①については、申立人は、Ａ社（Ｂ班）で土工としてＣ工事に従事したと

供述している。 

しかしながら、Ａ社は、｢当社の従業員名簿に名前が無いため、申立人は正社員で

はなかったと思われる。また、当時、正社員以外も、厚生年金保険に加入させている

記録があるが、申立人の名前は、加入名簿に記載が無い。さらに、厚生年金保険加入

者以外から、厚生年金保険料を控除することは考え難い。｣と回答している。 

また、申立人は同僚の名前を覚えておらず、このため、Ａ社に係る健康保険厚生年

金保険被保険者名簿において、申立期間に被保険者であり、住所が判明した 36 人に

対して、申立人の勤務状況と厚生年金保険加入状況を照会したところ、22 人から回

答があり、そのうちの４人がＣ工事現場に勤務していたとしているが、｢班は下請の

ようなものであり、そこに属する者とＡ社とは直接雇用関係が無い。｣と供述してい

ることから、申立人はＡ社に雇用されていなかったことがうかがわれ、また、同社で

は、厚生年金保険に加入させていなかったものと推測される。 

さらに、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿に、健康保険の整理番号の

欠番は無いことから、申立人の記録が欠落したとは考え難い。 

このほか、申立人の申立期間①における厚生年金保険料の控除について確認できる



                      

  

関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が、

厚生年金保険の被保険者として申立期間①に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことを認めることはできない。 

２ 申立期間②については、申立人は、Ａ社（Ｄ班）でとび職としてＥ工事に従事した

と供述している。 

しかしながら、Ａ社は、｢当社の従業員名簿に名前が無いため、申立人は正社員で

はなかったと思われる。また、当時、正社員以外も、厚生年金保険に加入させている

記録があるが、申立人の名前は、加入名簿に記載が無い。さらに、厚生年金保険加入

者以外から、厚生年金保険料を控除することは考え難い。｣と回答している。 

また、申立人が同僚として記憶している、所属班の班長の子の名前は、Ａ社に係る

健康保険厚生年金保険被保険者名簿に記載が無く、オンライン記録においても該当す

る人物は見当たらなかった。 

さらに、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申立期間に被保

険者であり、住所が判明した 36 人に対して、申立人の勤務状況と厚生年金保険加入

状況を照会したところ、22 人から回答があったが、申立人を知っている従業員はい

なかった。また、回答を得た 22 人のうち９人がＥ工事現場に勤務していたとしてい

るが、そのうち４人は、｢班は下請のようなものであり、そこに属する者とＡ社とは

直接雇用関係が無い。｣と供述していることから、申立人は同社に雇用されていなか

ったことがうかがわれ、また、同社では、厚生年金保険に加入させていなかったもの

と推測される。 

加えて、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿に、健康保険の整理番号の

欠番は無いことから、申立人の記録が欠落したとは考え難い。 

このほか、申立人の申立期間②における厚生年金保険料の控除について確認できる

関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が、

厚生年金保険の被保険者として申立期間②に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案12893 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女（死亡） 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 明治42年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和40年４月１日から49年11月１日まで 

             ② 昭和50年11月３日から51年６月30日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。申立人

が同社に勤務していたことは事実なので、厚生年金保険の被保険者として認めてほ

しい。 

（注）申立ては、死亡した申立人の子が、申立人の年金記録の訂正を求めて行った

ものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人の子は、「Ａ社の工事現場の賄い婦として働いてい

た。」と主張しているところ、雇用保険の加入記録から、申立人は同社Ｂ支店作業所

において、昭和 46年 10月 21日から 50年 11月１日まで勤務していたことが確認で

き、複数の従業員が、「申立人を覚えている。」と供述していることから、申立人は

申立期間①の一部において、同社に勤務していたことはうかがえる。 

しかしながら、申立人の雇用保険加入手続を行ったＡ社Ｂ支店作業所の事務担当者

によると、「所長権限で現場採用した従業員は雇用保険には加入させていたが、一般

的には厚生年金保険には加入させていなかったと思う。現場採用の従業員は本社では

把握しておらず、当該従業員の状況は本社では把握できない。」と供述している。 

また、申立人についてＡ社に照会したところ、「会社設立時より、１年に１回社員

名簿を作成していたが、申立期間①について、申立人の名前を探したが、申立人は記

載されていなかった。現場で賄いの業務に従事している者は名簿に載っていない。」

との回答であった。このことについて、同社の複数の従業員が、現場雇用で賄い婦を

雇っていたとしており、そのうちの一人は「雇用保険や厚生年金保険の加入は現場所

長の裁量なので、現場以外では事情が分からないかもしれない。」と供述している。



                      

  

また、申立期間①当時、現場所長であった一人は、「賄いの方の採用は所長の裁量だ

った。作業所を閉鎖すると書類は引き上げるが、何十年も前の書類は処分されている

と思う。当時のことを知っている人もほとんどいない。」と供述しており、申立期間

①当時、同社では、現場採用の従業員を雇用保険や厚生年金保険に加入させるか否か

については所長裁量であったことがうかがえる。 

さらに、申立人は、申立期間①のうち、40 年４月１日から 46 年３月まで国民年金

に加入しており、保険料を納付済みであることが確認できる。 

このほか、申立人の申立期間①における厚生年金保険料の控除について確認できる

関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

２ 申立期間②について、申立人の子は、「当時の勤務場所はＣ県及びＤ県である。」

と供述しているが、申立期間②当時、Ａ社Ｂ支店に勤務していた従業員 60 人のうち、

住所の判明した 36 人に照会したが、申立人を知っている者はおらず、これらの者か

ら申立人の具体的な勤務時期や勤務場所が特定できない上、当該期間における勤務実

態や厚生年金保険の取扱いを確認することができない。 

なお、申立人のＡ社Ｂ支店における厚生年金保険の資格喪失日は昭和50年11月３

日と記録され、雇用保険の離職日である同年11月１日とほぼ一致する。 

このほか、申立人の申立期間②における厚生年金保険料の控除について確認できる

関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

３ これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が

厚生年金保険の被保険者として、申立期間①及び②に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案12905 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和21年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和45年８月10日から46年３月21日まで 

平成 16 年６月に、年金記録を確認したところ、申立期間について脱退手当金を受

給していることを知った。 

しかし、申立期間前に勤務していた被保険者期間については、Ａ社を退職後に、脱

退手当金を受給したが、申立期間の事業所では、脱退手当金を受給していないので、

厚生年金保険被保険者期間として回復してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、オンライン記録上、申立期間と合算して脱退手当金が支給されたこととな

っている申立期間前の被保険者期間の脱退手当金をＡ社を退職後に受給したと主張して

いるが、申立期間以前に脱退手当金の支給記録は無いほか、脱退手当金を受給していた

ことをうかがわせる事情も見当たらない。 

また、申立期間に係る事業所の健康保険厚生年金保険被保険者名簿には、脱退手当金

を支給した旨が記載されている上、申立人の脱退手当金は、オンライン記録上、申立期

間の後に、申立期間と申立人が受給を認めている三つの被保険者期間を基礎として脱退

手当金が支給されており、当該脱退手当金の支給額に計算上の誤りは無く、申立期間に

係る厚生年金保険被保険者資格喪失日から約３か月後の昭和 46 年６月８日に支給決定

されているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

さらに、申立人から聴取しても、申立期間を含む脱退手当金を受給したことを疑わせ

る事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係る

脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案12906（事案2123の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和７年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和27年７月１日から30年９月１日まで 

             ② 昭和30年12月 10日から34年12月１日まで 

私は、脱退手当金の請求を行った覚えは無く、受給した記憶も無いので、年金とし

て受けられるようにしてほしいと第三者委員会に申し立てたが、脱退手当金を受給し

ていないことをうかがわせる事情が見当たらないなどの理由から認められなかった。 

しかし、前回の調査結果に納得ができないので、改めて審議してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、ⅰ）申立人の厚生年金保険被保険者台帳には、脱

退手当金が支給されたとする昭和 35 年３月 29 日の直前の同年２月 10 日に、脱退手当

金の算定のために必要となる標準報酬月額等を厚生省（当時）から当該脱退手当金の裁

定庁へ回答したことが記録されている上、当時が通算年金制度創設前であったことを踏

まえると、脱退手当金の請求があったと考えるのが自然であること、ⅱ）申立人の健康

保険厚生年金保険被保険者名簿には脱退手当金の支給を意味する「脱」の表示が記され

ているとともに、申立期間の脱退手当金は支給額に計算上の誤りは無く、申立期間に係

る厚生年金保険被保険者資格喪失日から約４か月後に支給決定されているなど、一連の

事務処理に不自然さはうかがえないこと、ⅲ）申立人から聴取しても、受給した記憶が

無いというほかに脱退手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない

ことなどから、既に当委員会の決定に基づく年金記録の訂正は必要でないとする平成

21年５月27日付け通知が行われている。 

今回、申立人は、脱退手当金という言葉すら知らない上、受給をしていないと再度申

し立てている。  

ところで、年金記録確認第三者委員会は、「年金記録に係る申立てに対するあっせん

に当たっての基本方針」（平成 19年７月 10日総務大臣決定）に基づき、公正な判断を

示すこととしており、判断の基準は、「申立ての内容が、社会通念に照らし『明らかに



                      

  

不合理ではなく、一応確からしいこと』」とされている。 

脱退手当金の申立事案は、年金の記録には脱退手当金が支給されたことになっている

が申立人は脱退手当金を受け取っていないというものである。脱退手当金が支給される

場合は、所定の書面等による手続が必要とされているが、本事案では保存期間が経過し

てこれらの書面等は現存していない。それゆえ、脱退手当金の支給を直接証明づけられ

る資料が無い下で、年金の記録の真実性を疑わせるような記録内容の不自然な矛盾が存

しないか、脱退手当金を受け取っていないことをうかがわせる事情が無いかなどいわゆ

る周辺の事情から考慮して判断をしなければならない事案である。  

本事案では、年金の記録の真実性を疑わせるような記録内容の不自然な矛盾は見当た

らず、申立人の厚生年金保険被保険者台帳には、脱退手当金の算定のために必要となる

標準報酬月額等を裁定庁へ回答したことが記録されている上、健康保険厚生年金保険被

保険者名簿には、脱退手当金が支給されていることを意味する表示が記されていること、

支給額に計算上の誤りが無いことなどから、むしろ脱退手当金が支給されていることを

うかがわせる周辺事情が存在し、一方で申立人が脱退手当金を受け取っていないことを

うかがわせる周辺事情が見当たらない。  

したがって、申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案12907 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和18年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和37年11月１日から38年７月１日まで 

             ② 昭和40年１月１日から42年３月26日まで 

             ③ 昭和42年７月26日から43年３月４日まで 

             ④ 昭和44年２月15日から同年11月１日まで 

年金記録を確認したところ、申立期間について脱退手当金を受給していることを知

った。 

しかし、申立期間について脱退手当金を受給した覚えは無いので、厚生年金保険被

保険者期間として回復してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の申立期間に係る最終事業所の事業所別被保険者名簿には、脱退手当金が支給

されていることを意味する「脱」の表示が記されているとともに、申立期間の脱退手当

金は支給額に計算上の誤りは無く、申立期間④に係る厚生年金保険被保険者資格喪失日

から約７か月後の昭和 45年６月 10日に支給決定されているなど、一連の事務処理に不

自然さはうかがえない。 

また、申立人の厚生年金保険被保険者期間の被保険者記号番号は、申立期間①から④

までの被保険者期間は同一番号で管理されているにもかかわらず、申立期間後の被保険

者期間は別の番号となっており、脱退手当金を受給したために番号が異なっているもの

と考えるのが自然である上、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱

退手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係る

脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案12908 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和12年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和33年３月１日から42年４月１日まで 

平成 22 年３月ごろに、年金記録を確認したところ、申立期間について脱退手当金

を受給していることを知った。 

しかし、脱退手当金の書類を見たことも無く、受給していないので、年金記録を回

復してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の申立期間に係る事業所の事業所別被保険者名簿には、脱退手当金が支給され

ていることを意味する「脱」の表示が記されているとともに、申立期間の脱退手当金は

支給額に計算上の誤りは無く、申立期間に係る厚生年金保険被保険者資格喪失日から約

６か月後の昭和 42年９月 22日に支給決定されているなど、一連の事務処理に不自然さ

はうかがえない。 

また、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当金を受給して

いないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係る

脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案12912 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和２年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和26年８月10日から27年３月15日まで 

Ａ社（現在は、Ｂ社）に勤務した申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。申立

期間に同社に勤務したことは確かなので、厚生年金保険の被保険者として認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社から提出のあった在籍証明書により、申立人が申立期間にＡ社に勤務していたこ

とが認められる。 

しかし、Ｂ社は、厚生年金保険の加入及び保険料控除について、同社の文書保存期限

を経過していることから書類が保存されておらず、不明であるとしている。 

また、オンライン記録によると、Ａ社が、厚生年金保険の適用事業所となったのは、

昭和 28年 11月１日であり、申立期間は適用事業所となっておらず、適用事業所になる

前の期間について、Ｂ社は、「給与からの厚生年金保険料控除は無かったと思う。」と

回答している。 

さらに、Ａ社が適用事業所となった日に資格取得をした複数の従業員によると、「適

用事業所となる前からＡ社に勤務していたが、厚生年金保険に加入したのは、昭和 28

年 11 月１日からであり、その際、当時の事務長から病院が厚生年金保険に入ったので、

今月の給料から保険料を引くけどいいですか、と説明を受けた。それより前に給料から

厚生年金保険料を控除されることは無く、資料も無い。」と供述している。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について、これを確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案12913 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男（死亡） 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正14年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和49年10月27日から50年１月26日まで 

    Ａ社Ｂ工場に勤務していた申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。昭和 21 年

４月から 30 年以上正社員として同社に継続して勤務していたので厚生年金保険被保

険者として認めてほしい。 

    （注）申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の年金記録の訂正を求めて行った

ものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された協定書によると、申立期間当時、不況克服緊急対策に伴い、事業

主とＣ組合との間で希望退職の実施とそれに伴う復職の取扱いに関する協定が取り交わ

されていることが確認できる。 

この協定書には、昭和 49 年 10 月 26 日付けで希望退職した組合員については、本人

が希望した場合、50 年１月 26 日付けで全員当社に復職することを認め、希望退職後復

職までの期間は勤続年数に通算すると記載されており、Ａ社は、申立人がこの協定に基

づき上記期間において希望退職し、復職した旨の回答をしている。 

また、Ａ社社会保険本部及び同社企業年金基金における申立人の健康保険及び厚生年

金基金の加入記録を確認すると、昭和 49 年 10 月 27 日に資格を喪失し、50 年１月 26

日に再度資格を取得している記録が確認できる。 

さらに、申立期間当時、Ａ社Ｂ工場に勤務していた従業員は、「協定に基づき退職及

び復職をした。」と供述しており、同従業員の当該期間における厚生年金保険の加入記

録は無く、申立人の加入記録と一致している。 

以上のことから、申立人は申立期間において、Ａ社から提出された協定書どおりの期

間に退職及び復職をしたと判断するのが妥当である。 

 このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について、これを確認で



                      

  

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が、厚

生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案12915                                      

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和11年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成８年７月１日から11年５月１日まで 

Ａ社に勤務した申立期間の標準報酬月額が実際の給与支給額に見合う標準報酬月額

と相違している。給与支払明細書を提出するので､給与支給額に見合う標準報酬月額

に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、申立人のＡ社における申立期間に係る標準報酬月額は、平

成８年７月１日の被保険者資格取得時並びに９年 10 月及び 10 年 10 月の定時決定にお

いて20万円とされていることが確認できる。 

一方、申立人から提出された申立期間に係る給与支払明細書によると、申立人は、上

記の標準報酬月額を超える額の給与の支給を受けていたことが認められる。 

しかしながら、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以

下「特例法」という。）に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の

訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が控除していたと認められる厚生年金保険料

額及び申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であることから、こ

れらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、当該給与支払明細書の厚生年金保険料控除額に見合う標準報酬月額は、

申立人に係るオンライン記録の標準報酬月額と一致していることが認められることから、

特例法による保険給付の対象に当たらないため、あっせんは行わない。 



                      

  

東京厚生年金 事案12916                       

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和26年生 

住    所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和62年２月１日から63年９月１日まで 

Ａ社に勤務していた期間のうち、申立期間に係る標準報酬月額が低く記録されてい

る。申立期間に給与を減額された記憶が無いので、標準報酬月額を正しい記録に訂正

してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ａ社に勤務していた期間のうち、申立期間に係る厚生年金保険の標準報酬

月額の記録が 38万円から 34万円に減額されていることについて、給与明細書等は無い

が、給与が減額された記憶は無いと主張している。 

しかしながら、オンライン記録によると、申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、

昭和 62年２月の随時改定においては 34万円（昭和 63年９月の随時改定においては 38

万円）とされていることが確認できるところ、Ａ社において申立期間当時に給与及び社

会保険手続事務を担当していた同社代表取締役の妻から提出された申立期間当時の厚生

年金保険被保険者標準報酬改定通知書によると、同年２月の随時改定の算定対象月であ

る 61年 11月から 62年１月までの申立人の報酬月額は 33万 9,210円に減額されている

ことが確認できるが、当該随時改定の標準報酬月額（34 万円）は、当該随時改定前の

標準報酬月額（38 万円）より２等級の減額に該当することから、当該標準報酬月額の

随時改定は適正な届出であったことが認められる。 

また、Ａ社代表取締役の妻は、当時の賃金台帳及び源泉徴収簿等は保存していないが、

同社の給与の支給項目は固定給のみであり、昭和 62 年２月の標準報酬月額の随時改定

については基本給の減額であったと思われると供述しており、申立期間当時の社会保険

手続は同社と顧問契約をしていた社会保険労務士に委託していたため、従業員の給与か

ら控除する厚生年金保険料額については、当該社会保険労務士の指示に基づき控除して

いたと供述している。 



                      

  

さらに、上記の社会保険労務士は、昭和 62 年２月の標準報酬月額の随時改定の届出

は、標準報酬月額を変更する理由があったため当該手続を行ったと供述しているほか、

随時改定等によりＡ社の厚生年金保険の被保険者に係る給与からの厚生年金保険料額に

変更が生じるときは、当該保険料控除額の明細表を同社に渡し、給与からの保険料控除

額について指示をしており、また、社会保険事務所（当時）から厚生年金保険料増減内

訳書が送付されたときは、従業員の給与から控除する厚生年金保険料において調整すべ

き保険料額について指示をしていたと供述している。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立期間につ

いて、申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたと認めることはできない。 

 



                      

  

東京厚生年金 事案12917                     

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 昭和22年生 

住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和41年４月１日から同年５月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。同社に勤

務したことは確かなので、当該期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の記録及びＡ社の複数の元従業員の供述から判断すると、申立人は、申立期

間に同社Ｂ支店に勤務していたことが認められる。 

しかしながら、Ａ社に係る事業所別被保険者名簿から、元従業員に照会を行ったとこ

ろ、申立期間当時、人事課で社会保険事務を担当していた者を含めた複数の従業員が、

入社当時約１か月から３か月間の試用期間が設けられており、その間は厚生年金保険に

加入していなかったと思うと供述している。 

また、申立人は、Ａ社Ｂ支店に昭和 41 年３月に入社後、研修を受け、同年４月１日

から管理部経理課に配属になったとしているところ、上記従業員のうちの一人は、入社

研修後の同年４月までが試用期間だったと思うと供述している。 

さらに、Ａ社に係る事業所別被保険者名簿によると、申立人と同時期に入社した複数

の元従業員の被保険者資格取得日は、申立人と同じ昭和 41 年５月１日となっているこ

とが確認できる。 

なお、Ａ社Ｂ支店はＣ社に吸収合併されており、現存するＡ社Ｄ支店の総務担当者は、

当時のＢ支店の資料は何も保管されていないため、申立人の申立期間当時の厚生年金保

険の加入状況や保険料の控除については不明であるとしている。 

 このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚生



                      

  

年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案12920 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和15年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和31年３月１日から36年10月31日まで 

Ａ事業所に勤務した期間の厚生年金保険の被保険者記録が無い。申立期間に同社に

勤務したことは確かなので、厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間に勤務していたとするＡ事業所の住所と事業主名を正確に記憶し

ており、供述どおり当該事業所の所在地を管轄する法務局において、同事業所に係る商

業登記の記録が確認できることから、期間は特定できないものの、同事業所に勤務した

ことは推認できる。 

しかしながら、Ａ事業所は、オンライン記録及び適用事業所検索システムによると、

厚生年金保険の適用事業所となった記録を確認することができない。 

また、Ａ事業所に係る商業登記の記録によれば、同社は既に閉鎖されており、当時の

事業主は昭和59年に死亡している上、申立人は、同社における同僚の姓のみを覚えてお

り、人物を特定することができないことから、これらの者から、申立人の同社における

勤務状況や厚生年金保険の適用について確認することができない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案12921 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和18年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和36年４月１日から39年12月ごろまで 

② 昭和39年12月ごろから40年12月ごろまで 

③ 昭和40年12月ごろから42年３月ごろまで 

Ａ事業所、Ｂ事業所及びＣ事業所に勤務していたときの厚生年金保険の加入記録が

無い。当時、給与から厚生年金保険料を控除されていた記憶があるので、申立期間に

ついて厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人は、当該期間にＡ事業所で勤務し、厚生年金保険に加

入していた旨主張している。 

しかし、Ａ事業所はオンライン記録によると、厚生年金保険の適用事業所としての

記録は無く、また、当該事業所の所在地を管轄する法務局において商業登記の記録は

確認できない。 

また、当該事業所の経営者は、「申立人は申立期間①に勤務していたことは確かで

あるが、当事業所は個人経営であり、厚生年金保険には加入していなかったので、保

険料控除はしていない。健康保険は国民健康保険に加入していた。」と供述している。 

さらに、申立人は、「同僚の名前を覚えていない。厚生年金保険被保険者証と健康

保険証は渡されたことは無く、給与から控除されていた保険料の詳細について覚えて

おらず、証明になるものは所持していない。」旨供述している上、同僚及び当時の事

情を知る人物として申立人が名前を挙げている知人から申立人の申立期間①における

保険料控除について確認できる供述は得られない。 

このほか、申立人の申立期間①における厚生年金保険料の控除をうかがわせる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

２ 申立期間②について、申立人は当該期間にＢ事業所で勤務し、厚生年金保険に加入



                      

  

していた旨主張している。 

しかし、Ｂ事業所はオンライン記録によると、厚生年金保険の適用事業所としての

記録は無く、また、当該事業所の所在地を管轄する法務局においても商業登記の記録

は確認できない。 

また、申立人は、「事業主、同僚の名前を覚えていない。厚生年金保険被保険者証、

健康保険証は渡されたことは無く、給与から控除されていた保険料の詳細について覚

えておらず、証明になるものは所持していない。」と供述しており、申立人の当該事

業所における勤務状況や厚生年金保険料の控除等について確認することができない。 

このほか、申立人の申立期間②における厚生年金保険料の控除をうかがわせる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

３ 申立期間③について、申立人は当該期間にＣ事業所に勤務し、厚生年金保険に加入

していた旨主張している。 

しかし、Ｃ事業所はオンライン記録によると、厚生年金保険の適用事業所としての

記録は無く、また、申立人は、「当該事業所は法人だったが正確な名称は記憶してい

ない。」と供述しており、当該事業所の所在地を管轄する法務局においても商業登記

の記録は確認できない。 

また、申立人は事業主の名前は記憶しているが、連絡先が不明であり、同僚につい

ては名前を記憶しておらず、申立人の勤務状況や厚生年金保険料の控除について確認

することができない。 

このほか、申立人の申立期間③における厚生年金保険料の控除をうかがわせる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が

厚生年金保険被保険者として申立期間①から③までに係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案12923                      

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和19年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和38年12月30日から39年４月１日まで 

             ② 昭和39年４月１日から41年11月26日まで 

    Ａ社Ｂ工場に従姉妹と一緒に入社し、その後、同社の半導体部門が独立して新しく

Ｃ市にできたＤ社（現在は、Ｅ社）に異動したが、従姉妹と二人で新入社員に仕事

を教えていた期間の厚生年金保険の加入記録が無い。勤務していたときに職場の仲

間と一緒に撮影した写真を提出するので、厚生年金保険の被保険者として認めてほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、申立人は、Ａ社Ｂ工場に従姉妹と一緒に入社し、その後、Ｃ市

に新しくできたＤ社へ異動した昭和 39 年４月１日まで、同社に勤務していたと申し立

てている。 

しかし、Ｅ社の現在の総務部長は、「申立人がＡ社Ｂ工場に在籍していたことを示す

資料を保有していないことから、申立人の勤務状況については不明。」と供述している

ことから、申立人の勤務状況を確認することができない。 

また、申立人は、申立期間①当時、Ａ社Ｂ工場に勤務していた同僚等の氏名を記憶し

ていない上、申立人から提出された写真に撮影されている同僚の氏名も記憶していない

ことから、申立人の勤務状況を確認することができない。 

さらに、Ａ社Ｂ工場に係る事業所別被保険者名簿により、申立期間①当時、同社に勤

務していた複数の従業員に申立人の勤務状況について照会したが、いずれも申立人のこ

とを記憶している者はおらず、申立期間の勤務状況を確認することができない。 

申立期間②についてＡ社Ｂ工場及びＤ社に係る事業所別被保険者名簿から、申立期間

②当時に両社に勤務していた従業員に申立人の勤務状況について照会したところ、複数

の従業員は、「Ｄ社で勤務していた申立人を記憶している。」と回答していることから、



                      

  

期間は特定できないが、申立人が同社に勤務していたことは推認できる。 

しかし、Ｅ社の現在の総務部長は、「当社は、昭和 39 年以降の健康保険被保険者資

格喪失確認通知書を保管しているが、その中に申立人の氏名は見当たらず、申立人が同

社の厚生年金保険に加入していたか不明である。しかし、同年４月１日に厚生年金保険

の適用事業所となったときには、パート、アルバイトを除き、在籍していた社員（臨時

社員を含む）は必ず加入させていた。」と回答している。 

また、上記総務部長は、「Ｄ社では、当時から労働組合はユニオンショップ制であり、

正社員は労働組合に加入していたが、元組合委員長に確認したところ、申立人の在籍は

確認できなかった。」と供述しているが、申立人は、「労働組合があることも知らなか

ったし、加入もしなかった。」と供述していることから、申立人は、Ｄ社にパート又は

アルバイトとして勤務していたことが考えられる。 

さらに、申立人は、申立期間②のうち、昭和 40 年４月から 41 年 10 月までの期間に

ついて、「国民年金に加入し、国民年金保険料を自ら納付していた。」と供述している。 

このほか、申立人の申立期間①及び②における事業主による給与からの厚生年金保険

料の控除について、これを確認できる関連資料は無く、周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険の被保険者として、申立期間①及び②に係る厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



                      

  

東京厚生年金 事案12927 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正13年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和38年２月26日から42年３月21日まで 

Ａ社（後のＢ社）に勤務していた期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録

が無い。申立期間も同社に勤務していたので、厚生年金保険の被保険者として認めて

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間にＡ社において被保険者資格を取得している複数の従業員の供述により、申

立人が申立期間に同社に勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、Ａ社に係る事業所別被保険者名簿によれば、申立人は、Ａ社が厚生年

金保険の適用事業所となった昭和 37 年９月１日に厚生年金保険被保険者資格を取得し、

38年２月 26日に被保険者資格を喪失し、Ｂ社において 42年３月 21日に被保険者資格

を取得していることが確認できる。 

加えて、Ａ社は既に厚生年金保険の適用事業所でなくなっている上、申立期間当時の

事業主は入院中であることから、申立人の保険料の控除について確認できない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の事業主による給与からの控除

について、これを確認できる資料は無く、周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを認めることはできない。 

ところで、当委員会では、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関す

る法律（以下「特例法」という。）に基づき記録訂正が認められるかを判断していると

ころであるが、特例法第１条第１項ただし書では、特例対象者（申立人）が、当該事業

主が厚生年金保険の保険料納付義務を履行しないことを知り、又は知り得る状態であっ

たと認められる場合については、記録訂正の対象とすることはできない旨規定されてい



                      

  

る。 

また、申立人は、Ａ社においては、事業主の妻であり、経営者の一人として自身が社

会保険事務を担当していたとしており、複数の従業員及び申立期間当時の税理士も、申

立人は総務及び経理の担当者であったと供述していることから、申立人は、同社におけ

る厚生年金保険料の納付についても知り得る立場であったものと考えられる。 

これらのことから、仮に、事業主により申立人の主張どおりに給与から厚生年金保険

料が控除されていたものとしても、上記のとおり、特例法第 1条第１項ただし書に規定

される「保険料納付義務を履行していないことを知り、又は知り得る状態であったと認

められる場合」に該当すると認められることから、申立期間については、同法に基づく

記録の訂正を認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案12930 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ：  昭和15年生 

住    所 ：  

              

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ：  ① 昭和40年11月から42年８月まで 

② 昭和62年１月から63年１月まで 

Ａ社に勤務していた申立期間①及びＢ社（現在は、Ｃ社）に勤務していた申立期間

②の、厚生年金保険の加入記録が無い。それぞれの事業所に間違いなく勤務していた

ので、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立人は、申立期間①について、Ａ社に勤務し、厚生年金保険に加入していたと主

張している。 

しかし、申立人は、申立期間①のうち、昭和 40 年 11 月から同年 12 月１日までの

期間及び 41 年１月 20 日から同年８月 16 日までの期間は、Ｄ社に係る事業所別被保

険者名簿において、厚生年金保険の加入記録が確認できる。 

また、申立人は、「Ａ社から健康保険証は受け取っておらず、夫の被扶養者であっ

たと思う。」と供述しており、申立人の夫の政府管掌健康保険被保険者原票には、被

扶養者欄に申立人の名前が記載されていることが確認できる。 

さらに、Ａ社に係る被保険者原票には、同社が昭和40年10月１日に厚生年金保険

の適用事業所となってから、42 年７月 21 日に適用事業所でなくなるまでの間、健康

保険番号に欠番は見られない。 

２ 申立人は、申立期間②について、Ｂ社に勤務し、厚生年金保険に加入していたと主

張している。 

しかし、Ｃ社の事業主は、申立期間②当時の人事資料等は保管されていないため、

申立人の勤務の実態や厚生年金保険料控除について確認することができないと回答し

ている。 

また、Ｃ社の事業主及び申立期間②当時同社に勤務していた複数の従業員は、同社



                      

  

で厚生年金保険に加入していたのは正社員のみであったと回答している。 

さらに、申立人は、「Ｂ社から健康保険証は受け取っておらず、夫の被扶養者であ

ったと記憶している。」と供述しており、申立人の夫の政府管掌健康保険に係るオン

ライン記録には、被扶養者として申立人の名前が記録されていることが確認できる。 

加えて、オンライン記録では、Ｂ社の申立期間②前後の厚生年金保険被保険者整理

番号に欠番は無い上、申立人は申立期間②においては、国民年金第３号被保険者特例

納付期間と記録されている。 

３ このほか、申立人の申立期間①及び②に係る厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が

厚生年金保険の被保険者として、申立期間①及び②に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案12931 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ：  昭和５年生 

住    所 ：  

              

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ：  昭和26年３月から32年５月まで 

Ａ社に勤務していた申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。勤務していたこと

は間違いないので、申立期間を厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社の従業員の回答から、期間は特定できないものの、申立人が同社に勤務していた

ことは推認できる。 

しかし、Ａ社に係る事業所別被保険者名簿によると、同社が厚生年金保険の適用事業

所になったのは昭和 32 年５月１日であり、申立期間は適用事業所となっていないこと

が確認できる。 

また、Ａ社の事業主は既に死亡しており、申立人の厚生年金保険の取扱いについて確

認することができないが、同社の当時の経理担当者は、「申立人が退職した時期と、同

社が適用事業所となった時期が近いことから、申立人は適用事業所となる前に退職して

しまったのではないか。厚生年金保険料の控除に関しては、同社が厚生年金保険に加入

したときから開始したので、それまでは従業員の給与から厚生年金保険料を控除してい

なかった。」と供述している。 

さらに、Ａ社の新規適用日と同日に被保険者資格を取得している従業員５人に照会を

行ったが、厚生年金保険料の控除に関する資料を得ることはできなかった。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確認できる関連資

料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案12932 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ：  昭和７年生 

住    所 ：  

              

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ：  昭和51年11月21日から52年11月24日まで 

Ａ社（現在は、Ｂ社）に勤務していた期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入

記録が無い。申立期間も継続して勤務していたと記憶しているので、申立期間も厚生

年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間もＡ社に勤務し、厚生年金保険に加入していたと主張している。 

しかし、申立人のＡ社に係るオンライン記録は、昭和 51 年 11 月 21 日に厚生年金保

険の被保険者資格を喪失し、52 年 11 月 24 日に再度資格取得したと記録され、申立人

に係る雇用保険の離職日（昭和 51 年 11 月 20 日）及び再度の資格取得日と符合してい

る。 

また、申立人に係る雇用保険の受給記録によると、申立人は、昭和 51 年 11 月 20 日

に離職した後、同年 12月 15日に求職の申込みを行い、52年１月 22日から同年７月 20

日まで求職者給付の基本手当を受給していたことが確認できる。 

さらに、Ｂ社は、申立期間当時のＡ社に係る人事記録等は保管しておらず、申立人の

勤務実態や厚生年金保険料控除について確認することができないと回答している。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確認できる関連資

料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案12945（事案3060の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和15年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和46年１月１日から47年３月11日まで 

Ａ社に勤務した期間の厚生年金保険の加入記録が無い。同社では、厚生年金保険料

が給与から控除されていたので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認め

てほしいと申し立てたが、申立期間について適用事業所が見当たらないなどの理由か

ら、認められなかった。新たに、Ｂ県Ｃ市役所が提出した文書を添付するので、再度

調査し、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。    

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、Ｂ県Ｃ市が作成した申立人に係る国民年金被保険

者名簿において、Ａ社の社名が記載されているが、社会保険事務所（当時）の健康保険

厚生年金保険適用事業所名簿には、同社及び同社と名称が類似している飲食店の事業所

の記録は無く、また、法務局が管理していた申立期間当時の法人の記録については、既

に保存期限を経過しているため、同社等の記録を確認できない。さらに、申立人は、同

社の代表者の氏名を記憶しておらず、同僚については、名字のみの記憶であることから、

当該同僚を特定することができず、これらの者から申立人の勤務状況等について確認す

ることができない上、口頭意見陳述において、申立人から勤務の状況や厚生年金保険料

の控除等についての具体的な陳述を得ることができなかったことから、既に当委員会の

決定に基づき平成 21年７月 29日付けで年金記録の訂正は必要でないとする通知が行わ

れている。 

これに対し、今回、申立人は、Ｂ県Ｃ市から「申立人の国民年金被保険者名簿につい

ては、Ｃ市が作成した原本と相違ない。当該名簿では、被保険者資格喪失届に基づき、

申立人が国民年金法（旧法）第７条２項の一に該当するため、昭和 46 年１月１日付け

で国民年金の被保険者としない（喪失）と決定したと記されている。この決定には、正

規の事務手続より厚生年金手帳、事業所作成の厚生年金資格（取得）の証明書類、若し



                      

  

くは健康保険（国民健康保険以外）に加入した証明ができる健康保険証、資格証明書の

いずれかで確認しており、これに記載されていた「Ａ社」を記載したものである。」旨

の文書を交付されたとして再申立てを行っている。 

そこで、Ｂ県Ｃ市に当該文書の内容等について照会したところ、同市担当者は、「当

該文書は、申立期間当時、同市において申立人が提出したと思われる当該文書に記載し

たいずれかの書類により、申立人の国民年金の資格喪失を確認したことを記載したもの

であり、申立人がＡ社に勤務し、厚生年金保険被保険者であることを証明するものでは

無い旨、申立人に説明した。」としている。なお、同市が確認した書類については、保

存期限経過のため残っておらず、当時の担当者もいないので、申立期間当時、どのよう

な書類で手続したのかについては確認できないとしている。 

また、今回、申立人は、新たにＡ社の申立期間当時の代表者名を挙げているが、名字

のみの記憶であることから、当該代表者の所在を特定することができず、申立人の勤務

状況等について確認することができない。 

さらに、今回、申立人は、新たにＡ社の取引先としてＤ県に所在する「Ｅ社」を挙げ

ているため、同一名称として確認できた事業所にＡ社と取引があったのか照会したが、

Ａ社を知る者はいなかった。 

これらのことから、申立人が再申立ての理由としている事情は、委員会の当初の決定

を変更すべき新たな事情とは認められず、その他、委員会の当初の決定を変更すべき新

たな事情は見当たらないことから、申立人が、厚生年金保険の被保険者として、申立期

間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはで

きない。 



                      

  

東京厚生年金 事案12953                        

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和46年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成14年12月１日から16年４月１日まで 

    Ａ社で勤務した期間のうち、申立期間における厚生年金保険の標準報酬月額が、実

際に支給されていた給与に見合う標準報酬月額と相違しているので、記録を訂正し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間に係る標準報酬月額と実際に支給されていた給与に見合う標準報

酬月額の相違について申し立てているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の

特例等に関する法律に基づく標準報酬月額の改定又は決定は、事業主が源泉控除してい

たと認められる厚生年金保険料額及び申立人の報酬月額（給与支給総額）のそれぞれに

基づく標準報酬月額の範囲内であり、かつ、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の

額とすることになっている。 

したがって、申立期間のうち、平成 14 年 12 月から 15 年３月までの期間、同年７月

及び同年 12月から 16年３月までの期間については、申立人が提出した給与明細書にお

いて確認できる報酬月額又は厚生年金保険料控除額のそれぞれに基づく標準報酬月額の

うちの低い方の額が、当初記録されていた標準報酬月額（26 万円）と同額であること

が確認できる。 

さらに、申立期間のうち、平成 15年４月及び同年８月から同年 11月までの期間につ

いては、給与明細書の提出が無く、同年５月及び同年６月については、給与支給総額及

びその内訳のみ記載された一覧表が提出されているものの、当該期間の保険料控除額は

確認できない。 

なお、Ａ社の事業主は、当委員会から同事業主あてに申立人の標準報酬月額等に関す

る照会文書を送付したものの、回答が無く、供述を得ることもできなかった。 

このほか、申立期間において、申立人の主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険



                      

  

料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立期間につ

いて申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことを認めることはできない。          



                      

  

東京厚生年金 事案12954 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和40年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成元年３月25日から同年４月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。平成元年

３月 25 日に入社し勤務していたので、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社及び同僚の回答により、申立人が申立期間においてＡ社に勤務していたことは認

められる。 

しかし、Ａ社が社会保険事務を委託している社会保険労務士事務所が保管する同社に

係る事業所台帳によると、申立人は平成元年４月１日に厚生年金保険及び雇用保険の被

保険者資格を取得していることが確認できる。 

また、オンライン記録によると、Ａ社において昭和 62 年４月から平成２年４月まで

に厚生年金保険の被保険者資格を取得した 18 人全員が、月初めの１日に被保険者資格

を取得していることが確認できる。このことについて、上記社会保険労務士事務所は、

「Ａ社では就業規則で決めておくとか特別な決まりはありませんが、月の途中からの入

社の場合は、会社の方と話をして資格取得日を１日にすることはありました。」と回答

している。 

さらに、同僚は、平成元年３月 18日から８年４月 20日まで勤務したが、正社員とな

ったのは元年４月１日であると回答しているところ、オンライン記録によると、同年４

月１日に厚生年金保険の被保険者資格を取得していることが確認できる。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の事業主による給与からの控除

について、これを確認できる関連資料は無く、周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案12955 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和７年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和34年10月１日から36年３月１日まで 

Ａ社（現在は、Ｂ社）に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録

が無い。同社にタクシー乗務員として勤務していたので、申立期間も厚生年金保険の

被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録及び同僚の供述により、申立人が申立期間においてＡ社に勤務し

ていたことは確認できる。 

しかし、Ｂ社は、当時の申立人に係る雇用を確認できる資料は保存していないとして

いることから、申立人の申立期間における勤務実態及び厚生年金保険料の控除について

確認することができない。 

また、Ｂ社が保管している労働者名簿及び社会保険台帳により、厚生年金保険被保険

者資格取得日及び雇用保険被保険者資格取得日が確認できる従業員３人の人事記録によ

ると、試庸として採用されてから、４か月から１年９か月後に本採用となっており、本

採用となってから、３か月から６か月後に厚生年金保険の被保険者資格を取得している

ことが確認できる。 

さらに、申立人が記憶する複数の同僚は、６か月の試庸期間経過後に厚生年金保険の

被保険者資格を取得したとしている。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の事業主による給与からの控除

について、これを確認できる関連資料は無く、周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案12956 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和６年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和21 年９月１日から27年１月30日まで 

厚生年金保険の記録によれば、Ａ社に勤務した申立期間の加入記録が無い。しかし、

申立期間は同社に勤務していたので、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間にＡ社に勤務していたと申し立てている。 

しかし、オンライン記録及び適用事業所検索システムによると、Ａ社は、厚生年金保

険の適用事業所となっておらず、その所在地を管轄する法務局において商業登記の記録

も確認できない。 

また、申立人は、Ａ社における事業主及び申立人の叔父を含む同僚３人の姓を記憶し

ているが、これらの者の連絡先が不明であることから、申立人の申立期間における勤務

実態及び厚生年金保険料の控除について確認することができない。 

なお、申立人は、Ａ社及びその前に勤務したＢ社で叔父と一緒に勤めていたので、叔

父の年金記録を調べれば自身の記録も確認できるのではないかとしている。そこで、Ｂ

社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿を調査したところ、叔父と思われる者は、

同社で昭和 21 年６月５日に資格喪失していたが、オンライン記録によると、当該資格

喪失日以降の厚生年金保険の加入記録は確認できない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の事業主による給与からの控除

について、これを確認できる関連資料は無く、周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案12957 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和26年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成４年９月17日から同年12月１日まで 

厚生年金保険の記録によると、Ａ社に勤務していた申立期間の加入記録が無い。雇

用保険被保険者証及び同離職票を提出するので、厚生年金保険の被保険者として認め

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録により、申立人が申立期間にＡ社に勤務していたことは確認でき

る。 

しかし、Ａ社は、社会保険の届出資料から、申立人をパートかアルバイトで雇用して

いたかもしれないが、社会保険の手続は行っていないとしている。また、同社は、現在

は短期間の採用やパート及びアルバイトは雇用保険には加入させているが、厚生年金保

険には加入させていないことから、当時もそうだったかもしれないとしている。 

また、申立人は、「Ａ社における勤務形態はパートであり、厚生年金保険料が給与か

ら控除されていたかどうかは記憶に無い。」と供述している。 

さらに、Ｂ市の記録によると、申立人は、平成４年 11月 18日から６年２月２日まで

の期間に国民健康保険に加入していることが確認できる。 

加えて、オンライン記録によると、申立人は、申立期間を含む平成４年９月５日から

６年２月１日までの期間において国民年金に加入し、国民年金保険料が申請免除されて

いることが確認できる。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の事業主による給与からの控除

について、これを確認できる関連資料は無く、周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案12966 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和５年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和22年１月30日から同年７月１日まで 

Ａ社（現在は、Ｂ社）に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録

が無い。申立期間も勤務していたので、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、入社当初から機械を管理する仕事を同僚と二人で行っており、申立期間は継続

して勤務していた旨供述している。 

しかし、申立人が一緒に機械を管理していたと主張する同僚は連絡先が不明であり、申立

人の勤務状況等について確認することができない。 

また、申立人は、給与計算を担当していた同僚を記憶しているが、当該同僚は、申立人の

記憶はあるものの、申立人の業務内容や勤務期間等は記憶していない旨供述している。 

さらに、Ｂ社は、「申立期間当時の資料を保管しておらず、申立人が申立期間にＡ社で勤

務していたかは確認できない。」と回答している。 

加えて、申立人に係る厚生年金保険被保険者台帳（旧台帳）には、Ａ社Ｃ工場における資

格喪失日は昭和22年１月30日、原因は「解雇」と記載されていることが確認できる。 

また、申立期間にＡ社で勤務していた従業員 13 名に申立人の勤務状況について照会した

ところ、回答のあった 10 名のうち、１名は申立人を記憶しているが、申立人の申立期間の

在籍については不明である旨供述しており、他の９名は申立人の記憶が無い旨供述している。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料

及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚生年

金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案12967 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和23年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和45年８月から46年１月13日まで 

② 昭和46年３月20日から46年11月まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。同社には、

直前に勤務していた会社を辞めてすぐに入社し、途中で店舗閉鎖のため他の店舗へ異

動して結婚する前月まで勤務したので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間とし

て認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社は、既に厚生年金保険の適用事業所でなくなっており、事業主及び本社の総務担

当者は、死亡していることから、申立人の勤務実態や厚生年金保険の適用について確認

することができない。 

また、申立人は、Ａ社への入社を紹介した同僚及び同社Ｂ店における上司１名を記憶

しているところ、当該紹介者は既に死亡しており供述を得られなかった。同社Ｂ店の上

司は、「申立人がＢ店で受付係として勤務していたことを覚えているが、申立人の入社

年月日、厚生年金保険の適用及び試用期間の有無などについては記憶していない。勤務

形態がフルタイムならば厚生年金保険に加入したはずである。」旨供述している。 

さらに、Ａ社に係る事業所別被保険者名簿により、申立期間に同社で勤務していたこ

とが確認できる複数の従業員に、申立人の勤務状況等について照会したところ、回答の

あった９名のうち１名は、「申立人がＢ店及びＣ店に勤務していたことを覚えているが、

両店における勤務期間、申立期間の勤務形態、厚生年金保険の適用及び試用期間の有無

などについては記憶していない。」旨供述している。他の８名は、「自分が記憶してい

る勤務期間と厚生年金保険の加入期間は一致している。自分は、同社本社又は申立人の

勤務した以外の店舗に勤務していることから、申立人の名前は記憶していない。」旨供

述している。 



                      

  

また、上記被保険者名簿における申立人に係る厚生年金保険の被保険者資格の取得及

び喪失に係る記録には、さかのぼって訂正された形跡は無く、社会保険事務所（当時）

の処理に不自然さは確認できない。 

このほか、申立人の申立期間①及び②における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険の被保険者として、申立期間①及び②に係る厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案12980 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和12年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和39年６月１日から41年６月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の加入記録が無い。Ｂ社からＡ社に社名は変

わったが、引き続き同社に勤務していたので、申立期間について、厚生年金保険の被

保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人と同様にＢ社及びＡ社に勤務していた従業員の供述から、申立人が申立期間に

おいて同社に勤務していたことは認められる。 

しかしながら、Ｂ社及びＡ社に係る厚生年金保険の事業所別被保険者名簿によると、

Ｂ社が厚生年金保険の適用事業所でなくなった日（昭和 39 年６月１日）に被保険者資

格を喪失し、その後にＡ社の被保険者資格を取得した従業員が申立人を含めて５人確認

できるが、この５人は、いずれも、昭和 41 年６月１日に同社において被保険者資格を

取得していることが確認できる。 

また、申立期間当時のＢ社の事業主であってＡ社の実質的な代表者及び当時の厚生年

金保険事務担当者は、既に死亡しており、同社の現在の事業主は、「申立期間当時、父

親がＡ社の実質上の経営者であり、申立人が父の会社に勤務していたことは知っている

が、当時の資料が無いので分からない。」と供述しており、申立人の申立期間に係る勤

務状況及び厚生年金保険料の控除状況を確認することができない。 

さらに、上記の従業員のうち二人と連絡が取れたものの、申立人の申立期間に係る保

険料控除をうかがわせる供述は得られなかった。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案12983 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和10年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和33年１月から35年９月まで 

Ａ社に勤務した申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。申立期間中、同社には

継続して勤務し、厚生年金保険料が給与から控除されていたはずなので、申立期間に

ついて厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社の複数の元従業員は、「当時、申立人がＡ社に勤務していた記憶は無い。」旨供

述している上、申立人が実際に勤務したとする事業所は、オンライン記録等によると、

Ｂ社であることが確認できるところ、同社の複数の元従業員は、「申立人の記憶は無

い。」旨供述していることから、申立人が申立期間においてこれらの会社に勤務してい

たことが確認できない。 

また、Ｃ社（前身は、Ａ社）の人事担当者は、「当時の人事記録に申立人の名前は無

く、申立期間当時、現場採用の作業員は厚生年金保険に加入させなかった。」旨供述し

ている上、Ａ社の当時の代表者は所在不明であり、Ｂ社の当時の代表者は既に死亡して

いることから、これらの会社における申立人の申立期間に係る勤務実態及び厚生年金保

険の取扱いについて確認することができない。 

さらに、申立人は、「申立期間当時、会社から健康保険証を受領した記憶は無い。」

旨供述している。 

そこで、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿から、複数の元従業員に照会し

たが、「現場採用の掘進夫である申立人は、当社が直営していた工事事務所（Ｂ社の下請け

先）が雇った作業員だと思う。」、「Ａ社では現場採用の作業員を厚生年金保険に加入

させることは考えられない。」旨供述しているなど、申立人が申立期間において厚生年金保

険被保険者として保険料控除されていたことを確認することはできなかった。 

また、Ｂ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿から、複数の元従業員に照会した



                      

  

が、「申立期間当時、現場採用の作業員の給料は、同社から支給されていなかったと思

う。」旨供述しているなど、申立人が申立期間において厚生年金保険被保険者として保険料

控除されていたことを確認することはできなかった。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたと認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案12984 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和15年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和36年10月から37年９月まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。同社には

昭和 36年 10月から継続して勤務し、申立期間中、厚生年金保険料が給与から控除さ

れていたはずなので、申立期間について厚生年金保険の被保険者期間として認めてほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社の複数の元従業員による「時期は定かではないが、申立人が当社で勤務していた

のを覚えている。」旨の供述から判断すると、期間は特定できないが、申立人が同社に

勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、Ａ社の当時の代表者は既に死亡しており、社会保険担当者の所在も分

からないことから、同社における申立人の申立期間に係る勤務実態及び厚生年金保険の

取扱いについて確認することができない。 

そこで、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿から、複数の元従業員に照会

したが、「私は、運転手助手で入社したが、すぐには厚生年金保険に加入しなかっ

た。」旨供述している上、当時の代表者の妻は、「当社においては、運転免許が無く助

手等で勤務していた期間は、普通はアルバイトであり、厚生年金保険には加入させてい

なかった。」旨供述しているなど、申立人が申立期間において厚生年金保険被保険者と

して保険料控除されていたことを確認することはできなかった。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたと認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案12985 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間における厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録の訂正を認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和15年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成４年７月１日から10年２月27日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の標準報酬月額が実際に給与

から控除されていた保険料に見合う標準報酬月額と相違している。同社では、代表取

締役であったが、一連の処理に心当たりが無いので、申立期間の標準報酬月額を正し

い記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間当時、Ａ社の代表者として在職し、厚生年金保険の被保険者であ

ったことがオンライン記録により認められる。 

また、申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、オンライン記録において、Ａ社が厚

生年金保険の適用事業所でなくなった平成 10 年２月 27 日と同日の同年２月 27 日付け

で、４年７月から５年６月までは 32 万円が８万円に、同年７月から６年 10 月までは

53万円が８万円に、同年 11月から 10年１月までは 53万円が９万 2,000円に、それぞ

れさかのぼって減額処理されていることが確認できる。 

一方、申立人は、「平成元年 12 月から 10 年３月まではＡ社の代表取締役であっ

た。」旨供述している上、同社の元従業員も「申立人は、元年 12月ごろから 10年３月

ごろまで当社の代表取締役としてすべての権限を有していた。」旨供述していることか

ら、当該訂正処理日には同社の代表取締役であったことが認められる。 

さらに、申立人は、「厚生年金保険の標準報酬月額の減額について社会保険事務所

（当時）と相談したことは覚えていないが、社会保険事務所とは自分一人で対応し代表

者印の管理もしていた。申立期間当時に社会保険料の滞納があった。」旨供述している

上、Ａ社の元従業員も「申立期間当時、申立人が滞納社会保険料のことで社会保険事務

所に出向き相談をしていた。」旨供述していることから、社会保険事務所が、事業主で

あった申立人の同意を得ずに、又は申立人の一切の関与も無しに、無断で処理を行った



                      

  

ものと認めることはできない。 

これらの事情を総合的に判断すると、申立人は、会社の業務を執行する責任を負って

いる代表取締役として自らの標準報酬月額に係る記録訂正の無効を主張することは信義

則上許されず、申立人の申立期間における厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録の訂

正を認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案12988 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和14年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和33年５月７日から34年４月１日まで 

Ａ社（現在は、Ｂ社）での資格喪失日が昭和 33 年５月７日になっているが、同社

には 34 年３月まで勤務していたので、その間も同社において厚生年金保険の被保険

者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間についてＡ社に継続して勤務していたと申し立てているところ、

Ｂ社が保管する「基金設立前社員退職者名簿」には、申立人が昭和 33 年５月６日に退

職したことが記載され、オンライン記録と一致している上、申立期間当時に被保険者で

あったＡ社の複数の同僚は、「申立人の申立期間における勤務状況は分からない。」と

供述していることから、申立人の申立期間における勤務について確認することはできな

い。 

また、申立人が申立期間後に勤務したＣ社に係る事業所別被保険者名簿によると、申

立期間のうち、昭和 33年 10月１日から同社において厚生年金保険の被保険者となって

いることが確認できる上、同社の従業員は、申立人は同年５月ごろに同社に入社したこ

とを記憶している旨供述している。 

このほか申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料

及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚生

年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案12989 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和14年生 

住    所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和35年12月15日から36年２月１日まで 

             ② 昭和36年３月１日から同年４月１日まで 

    厚生年金保険の加入状況について社会保険事務所（当時）に照会したところ、申立

期間①及び②について加入記録が無い旨の回答をもらった。Ａ社には少なくとも３

か月間は勤務していたので、申立期間について厚生年金保険の被保険者として認め

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間①及び②についてＡ社に勤務していたと申し立てているところ、

同社は平成 10年 12月＊日に解散している上、申立期間当時の事業主は死亡しているこ

とから、申立人の勤務実態及び厚生年金保険料の控除等について確認することができな

い。 

また、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿から申立期間当時、厚生年金保

険被保険者であったことが確認できる複数の従業員に照会したが、申立人について覚え

ている者はいない上、申立人は、当時の同僚の名前を覚えていないため、申立人の勤務

実態及び保険料控除等について確認することができない。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確認できる関連資

料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚生

年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案12990 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和20年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和35年４月１日から37年９月10日まで 

             ② 昭和42年４月１日から44年５月１日まで 

             ③ 昭和58年４月25日から61年４月１日まで 

Ａ社に勤務していた申立期間①、Ｂ社に勤務していた申立期間②及びＣ社に勤務し

ていた申立期間③について厚生年金保険の加入記録が無い。それぞれの会社に勤務し

ていたので、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、当時の総務担当者から、申立人を記憶している旨の供述から判断す

ると、申立人は、勤務の期間は特定できないものの、申立期間①当時、Ａ社に勤務していた

ことがうかがえる。 

しかし、Ａ社に係る事業所別被保険者名簿によると、同社が厚生年金保険の適用事業所

となったのは、昭和37年５月１日であることが確認でき、申立期間①のうち、35年４月１

日から 37 年４月 30 日までの期間においては、厚生年金保険の適用事業所とはなっていな

い。 

また、昭和 37 年４月に入社した経理担当者は、「申立人を知らない。」と供述している。 

さらに、Ａ社から提出された厚生年金保険の適用事業所となったときの健康保険厚生年

金保険者資格取得確認書には、申立人の氏名が無いほか、上記の総務担当者は、適用事業

所になったときに、従業員を全員加入させたので、申立人は、適用事業所になる前に退社

したのではないかとの旨供述している。 

これらのことから、申立人の申立期間①における勤務の実態及び厚生年金保険料の控除

の事実について確認することができない。 

２ 申立期間②について、申立人から提出された社内旅行の写真及び複数の従業員からの申立

人を記憶している旨の供述から判断すると、申立人は、勤務の期間は特定できないものの、



                      

  

申立期間②当時、Ｂ社に勤務していたことがうかがえる。 

しかし、申立期間②当時にＢ社の役員をしていた事業主の妻は、申立人のことは覚えて

いないが、社会保険に加入させていないのなら、パートやアルバイトだったのではないか

と思う旨供述している。 

また、Ｂ社は、既に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっており、事業主も死亡して

いるほか、申立人は、当時の同僚及び上司を記憶していない。 

さらに、Ｂ社における申立人の雇用保険の加入記録は確認できないほか、オンライン記

録によると、申立人は、昭和 41 年８月から 44 年４月までの期間について、申立期間②を

含め、国民年金の保険料を納付していることが確認できる。 

これらのことから、申立人の申立期間②における勤務の実態及び厚生年金保険料の控除

の事実について確認することができない。 

３ 申立期間③について、雇用保険の加入記録及び申立人から提出された当時の会社の写真か

ら判断すると、申立人は、申立期間③のうちの昭和59年３月１日から60年 12月１日まで

の期間について、Ｃ社に継続して勤務していたことが確認できる。 

しかし、Ｃ社は、オンライン記録及び適用事業所検索システムによると、厚生年金保険

の適用事業所となった記録が確認できない。 

また、Ｃ社の商業登記簿謄本によれば、同社は既に解散しており、申立期間③当時の事

業主は死亡していることから、同社における申立人の申立期間③における厚生年金保険料

の控除の事実について確認することができない。 

さらに、申立期間③当時の事業主及び役員の厚生年金保険の加入記録については、いず

れも申立人と同様にＣ社における加入記録が確認できない。 

加えて、オンライン記録によると、申立人は、申立期間③の一部の期間において国民年

金の保険料を納付している記録が確認できる。 

４ このほか、申立人の申立期間①、②及び③における厚生年金保険料の控除について、確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚生

年金保険の被保険者として、申立期間①、②及び③に係る厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案12991 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正15年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和24年12月１日から25年４月１日まで 

② 昭和25年５月１日から同年７月１日まで 

         ③ 昭和25年５月20日から 26年９月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうちの申立期間①、Ｂ社に勤務した期間のうちの申立期間②

及びＣ社に勤務した期間のうちの申立期間③の厚生年金保険の加入記録が無い。申立

期間①、②及び③も各事業所に勤務していたので、厚生年金保険の被保険者として認

めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人は、同僚の供述から判断すると、申立期間①にＡ社に

勤務していたことはうかがえる。 

しかしながら、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿によると、同社が厚

生年金保険の適用事業所となったのは、昭和 25 年３月１日であり、申立期間①の一

部は適用事業所となっていないことが確認できる。 

また、Ｄ事務所は、同事務所が保管する申立人に係る厚生年金保険の加入記録につ

いて、申立期間①の加入記録は無い旨回答している。 

さらに、上記被保険者名簿から、昭和 25 年３月１日に厚生年金保険の被保険者資

格を取得した６人に厚生年金保険の適用事業所となる前の各自の厚生年金保険の取扱

いについて照会したところ、回答のあった二人は、覚えが無い旨供述している。 

一方、Ａ社における申立人の厚生年金保険の被保険者資格取得日（昭和 25 年４月

１日）及び喪失日（昭和 25 年６月１日）は、同社に係る健康保険厚生年金保険被保

険者名簿、厚生年金保険被保険者台帳及びオンライン記録の被保険者記録といずれも

一致している。 

また、Ａ社において、申立期間①を含み厚生年金保険の加入記録のある９人のうち、



                      

  

回答のあった７人の厚生年金保険の被保険者資格取得日及び喪失日は、上記被保険者

名簿、厚生年金保険被保険者台帳及びオンライン記録の被保険者記録といずれも一致

している。 

２ 申立期間②について、Ｄ事務所は、同事務所が保管する申立人のＢ社に係る厚生年

金保険の加入記録について、申立期間②の加入記録は無い旨回答している。 

また、申立人の厚生年金保険の加入記録によると、昭和 25 年４月１日から同年６

月１日まではＡ社、同年６月１日から同年７月１日まではＥ社において加入記録があ

り、いずれも申立人の基礎年金番号に既に統合されていることが確認できる。 

３ 申立期間③について、Ｄ事務所は、同事務所が保管する申立人のＣ社に係る厚生年

金保険の加入記録について、申立期間③のうち、昭和 25年５月 20日から同年７月９

日までの期間及び 26年８月 23日から同年９月１日までの期間の加入記録は無い旨回

答している。 

また、申立事業所と考えられるＦ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿によ

ると、同事業所が厚生年金保険の適用事業所となったのは、昭和 27 年５月１日から

であり、申立期間③は、厚生年金保険の適用事業所とはなっていない。 

さらに、申立期間③当時に厚生年金保険の適用事業所となっている、上記事業所名

に類似したＧ社、Ｈ社及びＩ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿においても、

申立人の厚生年金保険の加入記録は見当たらない。 

一方、申立人の厚生年金保険の加入記録によると、昭和 25 年７月９日から同年９

月 12 日まではＪ社、同年８月 24 日から 26 年４月１日まではＫ社、同年４月１日か

ら同年８月 23 日まではＬ社において厚生年金保険の加入記録があるほか、25 年５月

20 日から同年６月１日まではＡ社、同年６月１日から 26 年９月１日まではＥ社にお

いて厚生年金保険の加入記録があり、いずれも申立人の基礎年金番号に既に統合され

ていることが確認できる。 

また、申立人に係る厚生年金保険被保険者台帳によると、事業所名称がＭ社、資格

取得日が昭和 25年７月８日、資格喪失日が同年９月 12日と記載された記録及び事業

所名称がＮ社、資格取得日が同年８月 24 日、資格喪失日が 26 年８月 23 日と記載さ

れた記録が確認できるものの、当該記録は、申立人の被保険者記録として、既に基礎

年金番号に統合済みである記録と一致していることが、オンライン記録から確認でき

る。 

４ このほか、申立人の申立期間①、②及び③における厚生年金保険料の控除について

確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が

厚生年金保険の被保険者として、申立期間①、②及び③に係るＣ社の厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案12992  

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和20年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和48年から53年まで 

Ａ社（現在は、Ｂ社）に、昭和48年から53年まで勤務していたが、厚生年金保険

の加入記録が無い。同社に勤務したときの資料があるので、厚生年金保険の被保険者

として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   現在のＢ社は、当時のＡ社に勤務していた従業員から聞き取り調査したところ、申立

人が宣伝業務を行っていたことは確認できるが、勤務していたことを確認できる資料が

無いため勤務期間は不明である旨回答している。 

また、同僚及び複数の従業員は、申立人は、勤務期間は不明だがＡ社で宣伝プロデ

ューサーとして、宣伝業務を行っていた旨供述している。 

これらのことから判断すると、申立人は、勤務期間は特定できないものの、Ａ社で

宣伝業務に従事していたことは認められる。 

しかし、当時の上司、同僚及び従業員の複数の者は、申立人は正社員ではなく、契

約社員又は請負社員であった旨供述している。 

さらに、当時、Ａ社の勤労部に勤務していた従業員は、申立人は、請負契約で業務

を行い、就業規則の適用外であり、個人事業主であったと思う旨供述している。 

加えて、複数の従業員が、申立期間当時に宣伝プロデューサーであった者の氏名を

７人（申立人を含む）挙げたものの、全員がＡ社に係る事業所別被保険者名簿に記載

されていないほか、当該宣伝プロデューサーであった者のうちの一人は、「Ａ社時代

の契約プロデューサーのときの支払金については、給与としての支払ではなく報酬と

して受け取っており、国民年金に切り替えて保険料を納付していた。」と供述してい

る。 

これらのことから判断すると、申立期間当時、Ａ社では宣伝プロデューサーは請負



                      

  

契約であり厚生年金保険に加入させる取扱いではなかったことがうかがえる。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を控除されていたことを確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が

厚生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 



                      

  

東京厚生年金 事案12993 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和７年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和26年６月１日から同年10月１日まで 

Ａ組合に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。同組合

には、昭和 26年９月 30日まで勤務していたので、申立期間も厚生年金保険の被保険

者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の在籍状況については、申立期間当時の時代背景を踏まえた申立人の具体的な

供述から、申立期間のころにＡ組合に継続して勤務していた様子がうかがえる。 

また、Ａ組合の商業登記簿謄本では、同組合は昭和 23 年６月４日に設立され、35 年

８月＊日に合併のため解散となった旨記録されているところ、Ｂ県農政課の「農業協同

組合要覧」第５号（昭和 26年度）及び第６号（昭和 27年度）における当該組合に係る

記載内容から、申立期間も当該組合自体は存続し、事業の一部は行っていたものと考え

られる。 

しかしながら、Ａ組合に係る適用事業所名簿では、同組合は、昭和 26 年６月１日に

厚生年金保険の適用事業所ではなくなっており、また、同組合の健康保険厚生年金保険

被保険者名簿によると、申立人が被保険者資格を喪失した同年６月１日に、申立人のほ

か６人が被保険者資格を喪失し、申立期間において適用事業所ではないことが確認でき

る。 

また、上記被保険者名簿に記載のある申立人の資格取得日（昭和 23年 11月１日）及

び資格喪失日（昭和 26 年６月１日）の記録は、厚生省保険局年金保険課（当時）が管

理していた、申立人に係る厚生年金保険被保険者台帳に記載されている各々の記録と一

致しており、当該資格喪失の原因欄には、「解散」と記録されていることが確認できる。 

さらに、Ａ組合が厚生年金保険の適用事業所ではなくなったころの状況について、同

組合の元従業員一人は、「事業の縮小と人員整理が行われた模様」と供述しているほか、



                      

  

昭和 48 年４月 10 日Ｃ村発行の「Ｃ村誌」によると、同組合は、26 年４月７日農林漁

業組合再建整備法により、再建整備組合の対象となった旨記載されている。 

加えて、Ａ組合の事業を承継しているＤ組合Ｅ支所は、申立期間当時の関連資料は見

当たらず、申立人の勤務実態及び厚生年金保険料控除の有無については「不明」と回答

しているほか、申立期間当時の事業主及び事務担当者は、消息不明又は死亡しており、

申立てに関する事実を確認することができない。 

そして、申立人と同時期に勤務していた同僚及び従業員６人に照会を行い、５人から

回答を得たが、そのうちの３人が申立人を記憶しているものの、在職や退職の時期につ

いて覚えておらず、申立期間における勤務の状況や厚生年金保険料控除の事実について

確認することができない。 

このほか、申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による給与からの控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたと認めることはできない。 

 


